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序

　人類が文明の創造と共に手にした「都市」は、現代に至るまで時代と社会

の要請に応じてその形態を常に変化させてきた。特に19世紀の初頭以降、産

業の発達に応じて労働力が農村から都市へと移動するに伴って広域的な都市

圏が出現した。また、わが国においては、昭和30～40年代に大都市及びその

周辺部へ人口の集中が進むことによつて、都市圏の急速な拡大と高度経済成

長の同時的な進行がみられた。しかし、近年、大都市中心部では都市活動の

集中による交通渋滞や地価高騰などの問題が発生しており、一方で郊外部で

は交通網や通信ネットワークの整備が進んだことで、都市圏内部の各地点に

おける立地条件の格差は縮小しつつある。このため、広域都市圏の新たな形

態として都市活動の分散化に伴った複数の都市核の形成・発展がみられるよ

うになつてきた。

　今後の都市圏計画においては、二れら複数の都市核の各々ををどのように

位置づけ、活性化していくかということが重要な課題となっている。この課

題に応えていくたあには、都市核の現況や整備課題について十分な把握を行

うと共に、都市核に対する交通網整備や再開発などの地区整備が実施された

際の効果を定量的に知る必要がある。しかし、これらの問題に対し現在まで

必ずしも十分な研究がなされているとはいえない。

　本研究では以上の認識に基づいて、都市核の実体的な定義を行うとともに

その特性に関する実証的な分析を行った。また、都市核における都市活動や

地区利用者の評価から都市核の整備課題を明らかにするとともに、様々な地

区整備が実施された際に、これら各主体に及ぶ効果を計測できるような方法

を提示し、実際に適用を行つた。本研究の成果が今後の都市・地域計画の策

定の一助となれば幸いである。

1989年9月

谷口　守
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1　序論

1－1　研究の目的と背景．

　経済の高度成長期に拡大したわが国の広域都市圏では、その後都市圏の中心都市以外の地域に

おいても商業、業務等の都市活動の立地が進むことによって複数の中心地の形成がみられた。二

れらの中心地は、主に鉄道駅等を中心とした交通利便性の高い地区において発達がみられ、ある

ものは都市圏の核として、またあるものは郊外地域の核としてそれぞれに重要な機能を担ってい

る。しかし、二のような状況に反して、中心地における計画課題が体系的に論じられる二とは、

現在までにほとんどなかったということができる。本研究では都市圏におけるこのような中心地

を「都市核」として取りあげ、実証的な観点からその様々な計画課題に対する分析と提案を行う

ことを目的とする。

　まず、都市核に関する様々な課題について適切な計画決定を行つていくためには、その現況を

よく理解するとともに、どのような問題がそ二に存在しているかを把握する必要があると考えら

れる。また、都市核に対してどのような地区整備を行えばそれによつてどれだけの効果が得られ

るのかを定量的に明確にしておかねばならない。一方、現在までの都市核整備に関連する様々な

試みは、下記のような点において多くの問題を有しているというのが実状である。

①　都市核は市区町村などの明確な境界を持つ実体的な地域とは異なり、概念上の地域として捉

　えられる二とが多い。二のため現在までその地区特性が明確にされないまま、都市核に対する

　計画担当者の先入観から議論の進められる二とが多かった。

②　都市核に立地する都市活動や地区利用者等が、都市核に対して抱いている様々なニーズや不

　満や要望が十分に反映された都市整備が現在までに実施されてきたとは言い難い。例をあげる

　と、現在都市核では貨物ヤード跡地の再開発等を始めとして様々な地区整備プロジェクトが計

　画・実施されているが、これらの事業はただその事業の実施が可能であったという理由のため

　だけに採用されたものも数多い。

③　鉄道、道路等を始めとする様々なプロジェクトの実施効果を広域的なゾーンレ〔ルで計測す

　るシステムには既に多くの優れたものが考案されている。しかし都市核のような狭小な地域に

　おける都市整備効果の計測は容易ではなく、定量的なレペルでは現実に行われていないのが実

　状である。このため、都市核を改善するためにどのような都市整備を行っていくのがより効率

　的であるかを判断することは非常に困難であるといえる。

　本研究では以上のような認識をもとにして、以下の三つの点に関して検討を行う二とを目的と

する。
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①　都市圏構造の変化を追跡した上で、都市核を明確に定義、抽出する。また、都市核の構造や

　変動に関する特性をマクロ的な側面とミクロ的な側面の両方から明らかにし、都市核整備計画

　策定のための基礎的な情報を提供する。

②都市核における地区整備課題を、そこに立地する都市活動やそ二を訪れる地区利用者等の多

　様な主体の評価から特定化する方法の提案を行い、実際に適用を行う。

③　地区整備が実施された際に都市核における都市活動や地区利用者に及ぶ効果を計測するため

　の方法を開発し、実際に適用を行う。

　なお、本論文に用いる主たる用語の定義は、以下の通りである。

①都市活動

　都市に立地して生産的活動を行う主体を総称する概念である。本研究では「都市活動」のうち、

　都市核において集積が顕著な業務・商業活動を主に分析対象として取り上げる。

②都市核

　「都市核」の定義は第4章で詳細に行うが、本研究では「業務・商業を始めとする様々な都市

　活動の営みが周辺地域に比較して明らかに活発で、広域的な影響力を有する地区」が「都市核」

　に相当する地区であると考える。具体的には図1－一　1に示すように、都市における大規模な鉄

　道ターミナルの周囲に広がる都心、副都心地域が「都市核」の典型的な例であるという二とが

　できる。

③都市圏構造

　「都市圏構造」とは・広義には都市圏にお　　　31難…毒、、＿

　ける都市活動の空間的分布パターンを意味　　　　　　　　ぷぎ蕊ゴ竺

　する。また狭義には、都市圏における都市

　核の空間的分布パターンを指す。

④地区利用者

　「地区利用者」とは、広義には買物や業務

　等の様々な目的で都市核を訪れ、その目的

　を達成するために都市核にある一定時間留

　まる者を指す。また、狭義には二のうち主

　に買物等の自由目的で都市核を訪れる者を

　意味し、本研究では主に狭義の意味で：の

　用語を用いる。

⑤地区評価

図1－1　典型的な「都市核」の例

一2一



「地区評価」は都市核に立地する都市活動の従業者やそ二を訪れる地区利用者が、その都市核

に対して抱いている様々な不満や感想を総称する概念である。また、二のうち都市活動の「地

区評価」は、都市活動の立地条件に対する評価と同義語として用いる。

1－2　研究の構成と内容

本研究は図1－2に示すように9章から構成されている。

・………’………’…”……一…⇒ P’…一冨看酒瀬子ぢ塞繭礪］

　；都市活動

’ll評価からみた整備課題

都市圏における構造変化と計画

わが国における大都市圏の現況分析

都市核の設定とその特性分析

都市活動の地区評価に着目し

た都市核の整備課題の分析

都市活動のポテンシャルに着

目した都市核整備の効果分析

1地区利用者

都市核の活性化に関する研究

地区利用者の地区評価に着目

した都市核の整備課題の分析

地区利用者の行動に着目した

都市核整備の効果分析

図1－2　本論文の全体構成
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　まず、都市核に関する分析に先だって、第2章では都市圏構造及び都市圏計画がどのような変

遷を今日までたどつてきたかを整理する。二の上で都市圏を構成する都市核に対し効果的な整備

を行っていく必要があることを述べ、本研究の立場を明らかにする。

　また、第3章では、様々な都市活動の立地・活動状況からわが国の大都市圏の現況を把握する

とともに、近年における都市圏の内部において、その構造がどのように変化しているかを実証的

に示す。

　第4章では、都市核の抽出方法を提案するとともに、この方法を京阪神都市圏に適用する。ま

た、この結果得られた都市核に対し、その都市活動状況をマクロな視点から、施設立地特性をミ

クロな視点から明らかにする。

　第5章～第8章においては、都市核の整備課題を明らかにするとともに、都市核整備の実施効

果について分析を行う。

　第5章では、都市核に立地する都市活動に着目し、各都市活動の現在の立地条件に対する実際

の評価を把握することによって、都市核における整備課題を把握する。

　第6章は、都市活動の立地条件の良さを「ポテンシャル」という概念で表現し、どのような都

市整備を行う二とによって各都市核のポテンシtルがどれだけ向上するかを把握するための方法

論と実証的な分析例を提示する。

　第7章では、主に買物等の自由目的で都市核を訪れる地区利用者を対象に、地区利用者の評価

の面から都市核においてどのような地区整備課題が存在するかを明らかにする。

　第8章では、都市核における地区利用者の行動に着目し、目的地選択や滞留行動に影響を与え

ている要因を実証的に分析する二とによって、地区利用の促進という観点から都市核を活性化し

ていくためにはどのような都市整備を行う二とが効果的であるかを考察する。

　最後に第9章で本研究の成果と残された課題についてまとめる。
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2　都市圏における構造変化と計画1）

2－1　概説

　本章では都市核の活性化を論じるに先立ち、都市圏計画の変遷と都市核整備の意義についてと

りまとめる。

　まず、2－2において都市圏の形成・成熟過程と都市圏構造に関する基本的な概念を整理する

とともに、現在、世界における代表的な都市圏が構造的にどのような特性を持っているかを簡単

に把握する。また、都市圏構造に関する既往の研究についてまとめる。

　次に、2－－3ではわが国を含む先進諸国において、現在までにどのような都市圏計画が策定さ

れてきたかを整理する。同時に現在までの都市圏計画において都市核が都市圏の中でどのように

位置づけられてきたかをみる。

　2－4では、近年盛んに提唱されている都市圏の多核化政策についてその利害得失をいくつか

の観点からまとめる。

　2－－5では以上の検討を踏まえて都市核整備の重要性を指摘するとともに、都市核整備に関す

る基本的課題を整理し、本研究で行う分析の特徴を述べる。

　最後に2－6において本章で得られた結果をまとめる。

2－2　B市圏構造とその変化に関する考察

2－2－1　都市圏の形成・成熟過程に関する仮説

　大都市圏（metropilitan　area）という用語が初めて定義されたのは、米国における1910年の

センサスにおいてであった。大都市圏の設定法に関しては現在のSMSA　（Standard　Metro－

politan　Statistical　Area）に至るまで若『二の変遷はみられたが、大都市圏とは「明確な人口

の核をもち、経済的、社会的に統合された地域」であるというその基礎的な概念においては過去

も今日も変わりがない2｝。本研究では第1章で述べたように、都市圏を構成する都市核を活性化

するための効率的な地区整備に関する検討を目的とするが、それに先だつて都市圏の形成・成熟過

程を簡単に傭敵しておく二ととする。こ二では図2－－1のような仮想的な都市システムの形成・

成熟過程の仮説を提案したHallの研究3》をとりあげ、解説する。

　図2－1は国土的な視点に立つ都市システムの発展段階を記述したものであるが、これをこの

まま都市圏の形成・成熟過程に関する記述と解釈する二ともできる。二の考え方では、都市圏の

形成・成熟過程を人口を指標として5つの段階から説明しようとしている。まず第1段階として都
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市圏において中心となるべき都市が形成され、

都市圏の郊外部から二の中心都市へ流入が生

じるようになる。第2段階では中心都市では

一層の集中が続き、その周辺部においても人

ロの増加がみられるようになる。また郊外部

における都市への集中も生じ始める。この傾

向が続くと、第3段階として中心都市では周

辺部の膨張、郊外都市でも周辺部の人口増加

が見られるようになる。二の段階で空間的に

都市域の連結が生じる場合もみられる。第4

段階では中心都市においてドーナツ化現象が

生じ、人口の顕著な増加が見られるのは郊外

都市周辺部だけになる。また、この段階にお

いては都市圏以外の地域からの人口流入も減

少する。最後に第5段階として郊外都市の都

心部においても人ロが流出し、都市圏全体と

しての人口規模が縮小していくという状況が

想定されている。このような都市圏の形成・

成熟過程のとらえ方は、成熟化が進んだ欧米

の都市圏を念頭において考えられたもので、

第1段謄

中心8市

　十

絶対的集中

第2段附

　十

相対的集中

第3段階

　十

相対的分鼓

非大都市圏

一

◎ 9　一 周辺都市

@一
一 減少期の集中

一

θ 9一 十

十 絶対的集中

一

十

十 相対的集中

第4段階

＋（｛），・E

翻的分散　　十

　　十

相対的分散

第5段陪

　　　　σ
滅少期の分散　　十

十

　　十

繕対的分紋

墜i鷺 十高い増加串　　　一高い減少率

十低い増加皐　　一低い減少串

　　　　　　　　　　　　　（文献3）より転載）

図2－1　都市圏形成・成熟パターンに

　　　　　関する概念図

二の過程が世界におけるすべての都市圏にあてはまる二とが実証されたものではない。しかし、

都市圏の形成及び成熟に関する基本的な段階は二の考え方で一通り押さえられていると考えられ

る。

　以上のような視点に立つと、都市圏の形成・成熟過程はその第2段階以降において常に郊外化

を基調とした現象であるという二とができる。二のため都市圏の発展段階の初期においては、都

市核の存在は都市圏の中心都市に限定されるが、都市圏の成熟に伴い、中心都市以外の郊外にも

都市圏の核となるような地区が出現することが理解される。

2－2－2　都市圏構造の基本的なパターン

　現在、実在している都市圏は2－2－1で示した形成・成熟プロセスのいずれかの段階に属して

いると考えることができる。都市圏の特徴を論じる場合には、このような時間軸を視座とした特
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性に加え、中心都市の卓越性や郊外都市の自立性などといった空間軸を視座とした構造上の特性

が特に重要な要素になるといえる。もちろん二れらの構造的な特徴の中には、先に示した都市圏

の形成・成熟プロセスの中で時間の経過に伴つて変化する要素も分離されずに含まれている。し

かし、例えば日本の都市圏とアメリカの都市圏をとりあげてその特徴の違いを議論する場合、そ

の差異の原因を形成・成熟プロセスにおいての該当段階の違いにだけに求めるのは問題がある二

とは明らかである。このため、上記したような都市圏の形成・成熟プロセスとは別に、本質的な

都市圏構造の差異が生じる理由を整理しておく必要がある。

　ここでは中心都市の卓越性という点に着目したTho阻sonの研究例をとりあげる4｝。Thomsonは大

都市圏を①強中心型都市圏（lhe’stro㎎center’city）、②弱中心型都市圏（The’weak　centre’

city）、③自動車依存型都市圏（The’full　motorization’city）の3つのタイプに分類し、その内

容を以下のようにまとめている。

①強中心型都市圏（例：東京都市圏、ニューヨーク都市圏、ロンドン都市圏等）

　中心都市核群に雇用が密集し、鉄道による郊外からの通勤者が多い。自動車を利用した通勤者

　は15％以下である。

②弱中心型都市圏（例：シカゴ都市圏、メルボルン都市圏、コペンハーゲン都市圏等）

　強中心型都市圏よりも小規模な都市圏が多く、中心都市核群への通勤手段として自動車の占め

　る割合が高くなつている（15～50％）。中心部は放射状の道路形態となつている場合が多い。郊外

　都市核に勤務する通勤者のほとんどは自動車を利用している。このタイプの都市圏は公共交通

　に依存した強中心型都市圏と、次に述べる自動車交通に依存した自動車依存型都市圏の中間の

　形態であるということができる。

③自動車依存型都市圏（例：ロサンゼルス都市圏を代表とする米国西部の都市圏）

　自動車利用を前提とした都市圏であるために、人口密度は低く都市活動は分散して立地してい

　る。道路網は格子状の形態をとる場合が多く、突出した中心都市核は形成されにくい。

　二の分類の視点から明らかなように、その都市圏がどのような種類の交通機関に主に頼つてい

るかということが都市圏の構造を決定するうえで大きな要素になっていることがわかる。また二

の他にも地形的な制約、歴史的な経緯、行政システムや立地している都市活動の種類の違いなど

が都市圏構造に様々な影響を与えていると考えられる。

2－2－3　各国の都市圏の持つ構造的特性

　二こでは、以上で述べたような都市圏の形成・成熟過程や構造的な視点にもとずいて各国の主

要な都市圏の特性を再整理しておくこととする。
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①米国においては、都市圏の形成・成熟過程の第2～3段階に相当する、職住の分離に伴う住

　宅郊外（Bedroom　Suburb）は既に19世紀初めに出現していたといわれている。第2次大戦後は郊

　外地域の人口が増加し中心都市では衰退の傾向が現われた。これは形成・成熟過程における第

　4段階に相当する。米国の都市圏の特徴は、このような郊外化が鉄道などの公共交通機関を前

　提としたものではなく、自動車に頼ったものであるということである。このため事業所や商店

　は空間的に分散して立地し、明確な郊外都市核はみられない場合が多かった5｝6）。現在、世界

　におけるいくつかの都市圏では、米国の都市核が持つ二のような自動車依存型構造へ全世界の

　都市圏が現在推移しつつあるという二とはよく指摘されている。しかしロサンゼルスなどの米

　国における自動車依存型都市圏では、近年高速鉄道の開通に伴つて中心都市核の成長が逆に進

　んでいる二とも明らかになっており、今後の世界各国の都市圏構造の変化を考察する上で興味

　深い例であるということができる7｝。

②　ヨーロッパにおける都市の郊外化は米国の場合ほど顕著には進まなかった反面、交通投資と

　して道路と同時に公共交通機関が重視されたこともあって郊外核の生成する条件は整っていた

　といえる。ロンドンやパリなど都市化の圧力が特に強い都市は郊外にいくつかの都市核を形成

　したが、中心都市核との規模の差は大きく、都市圏計画の策定を必要とする土壌を早くから持

　つていた。一方、数は少ないが西独のルール地方のように規模に大差のない都市群が連結して

　形成された都市圏もみられる。二のような都市圏は、単一中心型の都市圏と比較すると、都市

　間で効率的な機能分担を進めながら安定した成長を続けているという二とができる。現在のと

　二ろ、ロンドン、パリなどの西ヨーロッパの都市圏では形成・成熟過程の第4～5段階に、南

　ヨーロヲパ及び東ヨーロッパの都市圏では第3段階に到達していると考えられる8｝9，。

③アジア、アフリカや南アメリカなど第3世界の諸国においては、大都市圏（首都の場合が多

　いが）の人口が急増し、周辺部に適当な都市核が整備されないため道路混雑などを始めとする

　大きな社会的不経済を生じている国家もみうけられる。一般的に、より最近になって都市化が

　始まった諸国の都市圏ほど急速な都市圏の拡大が進んでおり、それに伴って多くの都市問題が

　生起している。二れらの都市圏は都市圏の形成・成熟過程の第1、2段階に類似した傾向を示

　しているが、第3世界における諸都市圏がこのような成長過程を今後たどっていくとは必ずし

　もいうことができない。いずれにしてもこれらの都市圏では、国土的、国家経済的な視点に基

　づく政策によって、都市圏の成長をコントロールしていく必要がある1ω。

④わが国の東京、大阪（京阪神）、名古屋の三大都市圏は、戦後郊外に様々な都市活動の立地

　が進んだために、いずれも複数の都市核を備えるに至っている。しかし、これらの都市核のほ

　とんどは衛星都市やニュー一タウンの中心地として発達したものがほとんどで、広域的な自立性

一8一



を有する都市核の数は必ずしも多くはない。また、第3章で詳細な分析を行うが、都心部にお

いて人口の減少が進み、一方では郊外都市周辺部において自動車の普及等に伴つて小売業等の

都市活動の成長がみられるため11）、都市圏の成熟度は先述した都市圏の形成・成熟過程におけ

る第4段階に相当する特徴がみられる。しかし、わが国では都市圏構造を形成する骨格として

通勤鉄道が依然として重要な意味を持っており、公共交通の結節点に都市核が形成されるとい

う基本的な傾向は今後とも変わりがないと考えられる。

2－2－4　都市圏の形成と構造に関する従来の研究

　都市圏の形成やその構造に関して現在までに理論、実証の両側面から数多くの研究が行われて

きた。これらの研究は現在まで、大きくわけて二つの視点から取り組まれてきたという二とがで

きる。二つの視点のうち一つは、都市が現在ほど郊外に展開していなかった頃に、都市の構造分

析という視点から都市の同心円構造論を述べたBurgessや扇形理論を唱えたHoytらを源とするもの

である12）。また、もう一つの視点は空間的広がりの中における都市の形成という興味から中心地

理論を提示したChristallerの研究を源とするものである13，。各研究の特徴を言い替えると、前

者は空間を面構造としてとらえようとしているのに対し、後者は空間中の点である中心地をヒエ

ラルキーとしてとらえようとしているところにその違いがあるといえよう。

　空間を面構造としてとらえようとした前者の研究は、都市の拡大につれて必然的に郊外地域を

含んだ面的拡がりの中で都市圏をとらえようとする研究に推移した。具体的には単一の都市核に

過大な都市機能が集中する二とはありえないという認識から多核心論を唱えたHarris　and

Ullmanの研究への発展がみられた14，。また若午視点は異なるが、1955年にPerrouxによって発表

された成長極理論では、特定地点に対する集中投資が周辺地区に対してどのような影響を及ぼす

かという検討がなされている15）。中心地と周辺地という広がりのもとで空間を面的に認識してい

る点で、成長極理論も二の研究系譜の中に位置づける二とが可能であろう。近年では都市圏の構

造を論じるにあたって時間軸を考慮し、郊外化、逆都市化というプロセスを含めて都市圏の構造

変化を記述しようとしたKlaassent　6》やHalli7》の研究もみられる。ただ、これらの都市圏構造に

関する研究は、現状記述にとどまる場合が多く、実際の都市計画の策定に際して資するものが少

ないという批判がかねてからなされていた。しかしKurphyはC．　B．　D．一コアーフレーム理論にお

いてC．B．　D．は歩行者に依存しているコア部分と自動車に依存するフレーム部分から構成されて

いることを示し、自動車に依存しているC．B．　D．フレームの一部分をより郊外に移転することに

よってC．B．　D．コアの自動車混雑を減少させるという具体的な方策を提案し、都市圏構造分析の

有用性を示した。この考え方は以降のわが国の土地利用計画にも、大きな影響を与えたというこ
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とができる18｝。

　一方、都市圏空間における拠点をヒエラルキーとしてとらえることによ？て都市圏構造を記述

しようとする後者の研究は、現在都市システム分析と呼ばれている分野へと展開しており、数多

くの実証的分析がみられる。特にわが国においては現在各都市が形づくっている階層的な構造を

国土レベル、および都市圏レベルで明らかにしようとした研究が豊富であるtg｝。例をあげると、

京阪神都市圏における諸都市は全国中枢である東京を中心とする都市システムと、地域中枢であ

る大阪を頂点とする都市システムとの二重構造から成るということを指摘した研究や20）、中枢管

理機能などの高次都市機能に着目し、本質的な都市の機能連関を明らかにしようとした研究がみ

られる2”。二れらの研究は、いずれも都市の分布およびその関連性についてのパターンを抽出し

ようとする研究であり、どのような都市システムが望ましく、それを実現させていくためにはど

うすべきかということについては論述されていない。しかし、実際このような提言を行うために

は二れとは異なるアプローチを採用する必要が有ると考えられる。むしろ二の分野の研究におい

て今後期待されることの一つに、社会的条件等の変革に伴い、都市と都市との関係がどのように

変わっていくかについて有益な知見を提示していく二とが考えられる。例をあげれば、将来の情

報通信ネッFワークの発達が都市システム、及び都市圏の形態にどのような影響を与えるかとい

つた分野の研究がこれに相当する。現在ではまだこのような情報通信ネットワークが既往の交通

需要を鎮めるには至っていないが、既存の研究からは情報化が社会において進行した場合、都市

活動間の分布距離が長くなる二とが指摘されており22｝、二のような社会的条件の変化が今後の肴

市圏構造に与える影響は少なくないものと考えられる。

2－3　都市圏計画と都市核

2－3　一一　1　都市圏計画の意義

　都市問題の中には都市圏をより望ましい構造に改変することによって、改善、解決できると考

えられるものが少なくない。特に商業・業務用地の不足とそれに伴う高地価、都心部における交

通渋滞、都心部の衰退、スプロール化現象、遠距離通勤、住宅等に関する問題に関しては、良好

な都市圏構造の再構築によってある程度の改善を期待することができる。具体的にどのような都

市圏構造を目標にすればよいかということについては、二れらの問題の殆どは都市圏における都

市活動の空間的配置の悪さ、過度の活動の集中が原因であると考えられるため、郊外部に新たな

都市核を整備することによって活動の再配置を行う二とが最も一般的な考え方であるといえる。

このような都市圏構造の改善を効率的に押し進めていくためには、明確な都市圏計画の策定が必
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要となる。しかし、わが国の都市圏計画はこのような重要性に反して、それほど長い歴史をまだ

有していないというのが実状である。

2－3－2　先進諸国における都市圏計画

　ニニでは先進諸国の代表的な都市圏計画を、2－3－3ではわが国における大都市圏計画を整

理し、都市圏の構造計画において多核化政策がいかに認識され、位置づけられてきたかを明らか

にする。

　先進諸国における近代的な都市圏計画はいつ頃できたものであろうか。最も古い広域地域計画

といわれているものは、第1次世界対戦後、ドイツのルール地域において石炭産出に関する地域

計画法のもとで、関連する自治体が連合して広域的都市計画をたてたものといわれている23）。こ

の計画には生産、生活施設の合理的配置計画が含まれており、広義の都市圏計画と呼べるもので

あろう。この後、英国ではAbercrombieによる大ロンドン計画が1944年にまとめられた。二の計画

ではロンドンの都心から半径約50㎞の地域が対象とされ、都心地域への人ロや諸機能の集中を抑

制するとともに、市街地の無秩序な拡大を防止することがねらいとされた。このため都市圏を内

側から内部市街地、郊外市街地、緑地帯、外郭地帯に区分し、緑地帯と外郭地帯の内部にハワー

ドの田園都市理論に基づく八つのニュータウンが建設された。よく知られているように、二の計

画においては職住近接によって各ニュータウンに自立性を持たそうとしていた24，。

　二のロンドンの都市圏計画が郊外部に核となる点を配置する計画法であるのに対し、パリやワ

シントンなどの都市圏計画では都心部を起点とする数本の軸を設定し、それにそって都市化の圧

力を郊外に導き、必要に応じて郊外都市核をその軸上に建設していくという考え方が採用されて

いる。ワシントンでは1962年に2000年計画とよばれる計画が策定され、西暦2000年までに都市圏

の人口が当時の約1．5倍になるという想定のもとでどのような都市圏計画をめざすかという二とが

議論された。二の結果、ワシントンの中心であるコロンビア地区から放射状に6本の都市軸を設

定して二の軸に沿つて多くの新都心を育成し、二れらを都市軸上の幹線交通機関で結ぶという案

が採用されている。パリ都市圏では1965年にやはり2000年を想定した都市圏計画が計画され、セ

ーヌ川の両岸に北西方向に伸びる2本の平行した都市軸が設定された。この都市軸上にパリ都心

部の人口圧力を緩和するために人ロ30～100万人の新都市を数ヵ所において建設されることになつ

た25）。

2－3－3　わが国における都市圏計画

　わが国においては戦災復興期の昭和25年に首都建設法が制定されたが、この法律の対象地域が
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東京都域のみであつたため、施行後に広域的な視点が欠如しているという点において問題を生じ

ることとなった。二のため、昭和31年に成立した首都圏整備法では東京都域に密接な関連を有す

る周辺の地域を含めた広い区域を対象にし、都市圏レベルの視点から首都圏の秩序ある発展を図

ることが目的とされた。ニニでは大ロンドン計画が参考にされたために、既成市街地、均衡地帯、

周辺地域などの地域区分が導入され、各々の地域に応じた整備を進めていくという考え方がとら

れた。これは多少の内容の違いはあっても、後発の近畿圏整備法（昭和38年）、中部圏開発整備

法（昭和41年）の中にも二のような地域区分はとりいれられている。なお首都圏整備法における

近郊地帯はグリーンペルトを設定するという意図のもとに指定されたが、区域内の市街化が完全

に停止するのではないかという危惧から反対が強く実施には至らなかった。この首都圏整備法に

基づいて、基本計画、整備計画、事業計画から構成される首都圏整備計画が昭和33年に策定され

た。二こで基本計画は首都圏内の人口規模、±地利用等の基本事項に関する計画であり、整備計

画は宅地、道路、鉄道、その他の重要施設の整備に関する計画である。

　首都圏基本計画は昭和43．51，61年に、近畿圏基本整備計画は昭和40年に出された計画が昭和46．

53，63年に、中部圏基本開発計画は昭和43年に出された計画が昭和53．63年にそれぞれ改訂されて

きた。それぞれの改訂は高度成長やオイルショ’ックによる社会情勢の変化や国際化、情報化とい

つた問題への対応といった見地からなされているが、計画が改訂されるたびにどのような都市圏

構造が計画において目標とされてきたかということも徐々に変わってきている。二れを首都圏基

本計画に着目して整理すると次のようになる26㌔

①第1次基本計画：東京周辺部に衛星都市を整備する。

②第2次基本計画：中枢的機能は首都圏中心部で分担し、物的生産機能・流通機能は広く都市圏

　　　　　　　　　全体に展開する。’

③第3次基本計画：中枢機能についても選択的に分散を図り、地域中心性を有する核都市を育成

　　　　　　　　　することによって多極構造を形成する。

④第4次基本計画：都心部への一極依存構造を是正し、業務核都市を中心に自立都市圏を形成し、

　　　　　　　　　多核多圏域型の地域構造として再構築する27｝。

　以上のように首都圏基本計画は改訂が行われるごとに都市圏の多核化構造を意識したものへと

推移してきており、第4次計画に至っては業務核都市の育成という具体的な内容が提示されるよ

うになった。また、近畿圏基本整備計画においても初期の計画においては多核的な都市圏構造は

意識されていないが、昭和63年に策定された第4次計画においては多核連携型圏域構造の形成が

うたわれている28）。中部圏基本計画でも昭和63年に策定された第3次計画において、他の都市圏

計画と同じような内容の多極連携型圏域構造の形成が目標に上っている29）。
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　このように都市圏構造に対する都市圏計画のピジョジが変化してきた背景には、二れら都市圏

計画の上位計画として位置づけられている全国総合開発計画に示された基本構想の変化を都市圏

計画が反映してきたということがある。例えば、1987年に公表された第4次全国総合開発計画に

おいては、現実の都市圏問題を反映した形で首都圏と近畿圏の整備に際して都市圏域内の中心部

から外周部あるいは地方圏への人口・産業等の再配置を進める二とをその基本的思想としている

3e）．また、一方では各都市圏における基本計画を推進していくために、国土庁が中心になって表

2－1に示すように各都市圏の行政計画が策定されている。二のいずれにおいても各大都市圏の

都市構造を多極連携型圏域構造へ再編していく二とが目標としてあげられている。他にも二のよ

うな都市圏域レベルの計画と平行して、都心においては既成市街地における工場立地などの制限

に関する法律が適用されているのに対し、外周部においては租税特別措置法、地方税法などによ

つて課税上の優遇が図られ、一極集中の問題を側面から解決しようとする試みがなされている。

　以上のように、わが国の大都市圏計画では近年急漣に多核心型都市構造の重要性が指摘され、

その実現にむけて現在、様々な検討がなされているということができる。しかし、特に首都圏基

表2－1　三大都市圏に関する最近の行政計画

計画名 首都改造計画 新しい近畿の創世計 21世紀中部圏計画
画（すばるプラン） （アポロ2025プラン）

地域名 東京大都市圏 近畿圏 中部圏

公表 1985年5月 1987年3月 1987年7月

計画の ・東京大都市圏を多核心型 ・国土の双眼構造の一翼を ・自然を活かした魅力ある

基本方 の連合都市圏として再構 担う 圏域の形成

向 築する ・創造性を育む豊かで美し ・国際的産業・技術首都圏

・業務核都市を戦略的に育 い定住社会の形成を図る の形成

成する二とによって職住 ・多核連携型のしなやかで ・世界に開かれた圏域の形

近接、生活サービス充足 強じんな圏域構造の確立 成

を指向する自立都市圏を をめざす ・個性的な自立圏域の形成

形成する と連携

多核化 ・（業務核都市：立川・八 ・個性豊かな都市圏が独自 ・各都市圏の機能を育成・

に関す 王子、横浜・川崎、大宮・浦 性を保持しつつ、競争と 強化し、それらを交通、

る備考 和、千葉、土浦・筑波） 協調の精神に基づき、有 情報通信網で結ぶことで

・一柏ｭ府機関の移転再配 機的一対性の確保された 多様な地域が一体となつ

置 近畿都市圏連合を形成す てお互いに連携し、相乗

・核都市拠点整備において る 的な効果を発揮していく

は日本開発銀行からの融 多極連携型圏域構造へ再

資も可 編

（文献26）より作成）
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本計画における多核型地域構造の採用は遅きに失した感があり、首都機能を含めた都市機能の国

土レベルにおける再配置といった観点からもっと早い段階での対策や制度的な対応が必要であっ

たと考えられる31）。また第4次首都圏基本計画において計画された業務核都市は、多くの面にお

いて他の都市圏における核都市構想よりも具体的ではあるが32）、あくまで東京都心からオーバー

フローする都市活動を東京都市圏内のどこで受けるかという視点からの計画であり、このような

受け皿の整備だけで自立的な都市圏がこれら業務都市核の周辺に形成されるかどうかは疑わしい。

安易な核都市建設が東京都市圏の過密問題をいっそう深刻にする可能性をもっていることに注意

する必要があろう。大阪都市圏では既にある程度多核的都市圏構造が具現されていることもあり、

これらの核の間でどのように機能を受け持ち、各都市核の活力の維持、向上を行っていくかとい

う二とがこれからの中心課題といえる。名古屋都市圏は他の二つの都市圏と比較して周辺部に未

利用地も多く、都市圏構造を策定するにおいて自由度が比較的高いため、他の都市圏計画に追随

する二とを第一義に置かず、長期的な視点にたつた水準の高い都市圏計画を今後目指していく必

要がある。

2－4　都市圏多核化政策の有効性について

2－4－1　都市の規模と多核化政策の効果

　本節では近年盛んに提唱されている都市圏多核化政策の意義を吟味した上でその利点と欠点を

簡単に検討する。近年では都市圏多核化計画がどの都市圏においても盛んに提唱されているが、

このような多核化政策の有効性については厳密に議論されているというわけではない。二こでは

最も簡単な例を考える二とによって、都市の規模と多核化政策の有効性の関連を検討する。

　今、仮に、都市において経済活動を行うある活動主体を考える。規模xの閉じた都市において

二の活動主体が活動を行う場合、その都市活動は都市の規模Xに応じて集積の経済を享受し、二

れと同時に規模xに応じて交通混雑や地価の上昇に伴う集積の不経済を被るものと考える。この

活動主体が活動を行うことが可能な最低レベルの都市集積をXeとし、二の時単位当り活動に要す

るコストをF（Xe）とする。今仮に規模Xeの都市における集積の経済と集積の不経済をそれぞれ

0とおき、規模xの都市の集積の経済をf（x）、集積による不経済をg（x）とすれば、活動主体

がその活動に要するコストF（x）は次の式（2－1）のように表現することができる。

F（x）ニF（Xe）－f（x）十g（x） （2－1）
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一般的に集積の経済f（x）の増加は規模xに応じて逓減し、集積の不経済g（x）はこの逆に逓増

すると考えられるため、F（x）は都市の規模xに応じて図2－2に示すように変化すると考える

ことができる。

　いま、関数F（x）がxについて微分可能であるならば、

　　　dF（x）
　　　　　　　　　ニ　0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－2）
　　　　dx

を満たすような規模x’においてF（x）の値は極小となり、二のx’において次の式（2－3）が

成り立つ。

　　　df（x）　　　　　－dg（x）
　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2－3）
　　　　dx　　　　　　　　　　　　dx

つまり集積経済の限界減少率と集積不経済の限界増加率の絶対値が等しくなる規模x’の都市にお

コスト

9（x）

F（xe） 一　　一　一　一　一一　一　一

1 F（x）

＝F（x1／2）

　　　　　　　1

|一一一一一 ｡一L一一一
@　　　　　　l　　　　　I

1

一一一一一 ｨトー一一一一一

@　　　　　　　　　　｜
1 1

F（x’）
一一一一一一一一 u一一一一「一一一一

@　　　　　　1
｜

l　　　　　　　　I
戟@　　　　　　　　l

h　　　　　　　　　I1

0 　’
?潤f x1／2 】ビ　　　　　　　　x1 都市規模

㌦　　⑲、．　　　　　　．・●●・・　　　　　　　　’句句．．．－f（・）

町’町町町n＿

図2－2　都市規模と経済主体の生産効率（その1）
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いて、生産活動を行う経済主体は最も高い効率を得ることができる。

　ここでは都市の規模と多核化政策の効果との関連を検討するために、二つの仮想的な都市圏を

考え、その比較を行う。一つは規模xの都市が一つ存在する場合（都市圏1）で、一方は多核型

都市圏の例として規模（x／2）の都市が2つ存在する場合（都市圏ll）である。簡単化のためにい

ずれの都市圏においても都市部にしか都市活動が存在しないことを仮定する。二のため二つの都

市圏の規模は、全体でみればいずれもxで等しくなつている。まず都市規模xが増加した場合、

都市圏1よりも都市圏ロの方が活動主体にとってより効率的になるのはxがどのような値になつ

た時であるかを検討する。簡単化のために都市圏ロの場合において、最初は二れら2つの都市核

の間に有効な交通機関が存在しない場合を考える。図2－－2よりF（x）＝F（x／2）を満たすx1よ

りも都市規模xが小さければF（x）＜F（x／2）が成立するために都市圏1において生産活動を行

う方がこの活動主体にとって条件が良く、二れとは逆にXlよりも都市規模が大きくなると、

F（x）＞F（x／2）が成立するために都市圏ロの方がこの活動主体にとって活動条件の良くなる二

とがわかる。二の二とから、中心都市の拡大によってより一層の集積経済をまだ享受できると考

えられる都市圏において、都市活動を分散させて多核心型の都市圏構造をつくる二とは、その都

市圏に立地する都市活動にとって、集積経済の減少から立地条件の悪化が進む二とになる。また、

二れに加えてx1はx’＜×1で、かつF（x’）＜F（Xl）という関係にあるため、現在最適規模x’

にある都市核がさらに規模を拡大しても、x1のレベルに到達するまでは都市核の分散化を行わな

い方がこの活動主体にとって効率的であるという二とがわかる。

　次に、図2－3（2）に示すように、都市圏IIにおける二つの都市の間に有効な交通網整備が

行われた場合を考える。都市間の交通網整備によって、一方の都市はもう一方の都市の集積経済

を部分的に享受する二とができるようになる。二のため、図2－4に示すように、都市圏ロにお

いては活動主体が要するコストF（x）がF（x）にシフトし、F（x）＝F（x／2）を満たすx2の規模

において都市圏1と都市圏ロの活動条件が活動主体にとって同一レベルになる。図から明かなよ

うにX’＜X2＜X1という関係があるため、交通網整備を実施しない多核化政策では都市規模Xl

に至るまで都市圏1の方が効率的であったのに対し、交通網整備を実施する．二とを前提にした多

核化政策のもとではX1より小さい都市圏規模X2において都市圏耳の方が都市圏1よりも効率的

になる。二のことから、有効な交通網を整備することによって、過大都市核の分散多核化政策は

より有効な方策になることがわかる。

　以上のように最も単純な例をとりあげる二とによって、経済活動を行う活動主体の視点にたつ

た都市圏多核化政策の効果を分析した。しかし、現実的な問題として都市圏には様々な種類の都

市活動主体が存在しているため、それらの活動が都市圏の多核化によってどのような影響を受け
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都市圏1 都市圏1

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11　　　　　　　　　11
　　　都市圏II　　　　　　　　　　　　　　　都市圏ロ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　交通網

（1）都市間の交通網整備を行わない場合（2）都市間の交通網整備を行つた場合

　　　　　　　　　　図2－3　仮想都市圏モデル

コスト

F（x2）＝

下（x2／2）

X1都市規模

図2－4　都市規模と経済主体の生産効率（その2）
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るかということは個別に検討しておく必要がある。こ二では都市圏多核化政策の実施によつて、

各種都市活動主体が、その立地場所ごとにどのようなメリットとデメリットを受けるかを表2－

2に示すように整理した。このような影響がどの程度の水準で各主体に生じるかということは、

形成される郊外都市核の自立性の程度や、郊外地域全体が持つている特性によって異なったもの

になってくる。

2－4－2　多核化政策実施の際の留意点

　以上のように多核化政策の実施によって、様々な活動主体に対して影響が及び、それは都市の

規模によっても効果が異なるものとなることを述べた。ニニでは以上の分析をふまえて、都市圏

多核化政策の実施において留意すべき項目をまとめる。

①　居住形態や交通条件の変化に伴う都市圏の郊外化は世界における都市圏の基本的な趨勢であ

表2－2　都市圏多核化による利害得失

主　体 利点 欠点

居住者

郊外 ・地価、住宅費が安い

E自然環境等の向上
E通勤条件の向上（郊外核勤務）

都心 ・外来者による不必要な混雑解

ﾁ・居住環境の向上

・資産価値の上昇率減少（資産

ﾛ持者のみ）

事業所・企業

郊外 ・周辺労働人ロの増加

E新規事業の展開

E集積経済の増大

・地価上昇による用地費の上昇

都心 ・過集積による不経済（地価の

sｫ、交通混雑等）が緩和さ

黷

・集積の経済が増加しない

郊外 ・郊外人口増に伴う乗客数の

揄ﾁ
E新規事業の展開

交通運営主体

都心 ・混雑路線のサービス向上

E過密ダイヤの減少による安全

ｫ向上

・単一都市核の場合と比較して

諡q数が相対的に少なくなる

自治体

郊外 ・活性化が進む

E周辺地域に与える影響力の増

・地価上昇

Eインフラ整備の必要性

E自然環境の悪化
都心 ・地価の安定

E公共サービス支出の負担緩和

E災害による脆弱性改善

・都市圏全体に与える影響力の

瘟ｺ
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　ると考えられる。このような郊外化現象に伴って都市圏構造の多核化が進行しており、都市圏

　構造の成熟化をスムースに進めるという観点から、多核化政策は意義のあるものであるという

　二とができる。当然の二とながら、都市圏の自然な成長に逆らうような無理のある多核化政策

　の実施は避けなければならない。

②多核化の進展に伴って、規模の集積経済がかえって減少してしまう場合が考えられる。この

　ような問題に対しては2－4－1で指摘したように、多核化政策の実施に平行して都市核の間

　に質の高い交通機関を配してその連携を図り、個々の都市核の活動力を弱めないように注意す

　る必要がある。　（このように、都市核以外の地域に対する都市整備を以下では「外部整備」と

　総称する33）。）

③　②で述べたような外部整備を実施するのと平行して、各都市核の魅力度自体を向上させる必

　要がある。これらは再開発による業務床の創出や商業地整備など、「内部整備」として総称す

　ることができよう。内部整備は二の他にも地区内の道路整備や個別の商店の装飾にいたるまで、

　幅広い事項がその対象になる。

④都市核における活動主体は実に多様である。多核化政策の実施によって個々の活動主体にど

　のような影響が及ぶかは各活動主体ごとに検討を行い、その後に総合的な見地からの検討が必

　要である。

⑤郊外型の都市核にとって、都市圏多核化現象とは都心から都市活動がオーバーフローしてく

　る受動的な現象であると一般的に解釈する二とができる。二のため、いままで都市核としての

　都市基盤を十分にもっていなかった二れらの郊外都市核の社会資本をどのように高めていくか

　ということが大きな課題となる。一方、都市活動の流出が顕著な都心型の都市核においてはど

　のようにすれば活力の低下が防止できるかということが中心的課題になる。このような各都市

　核の持っている特性に応じた様々な課題の違いを十分に認識しなければならない。

2－5　都市核整備に関する本研究の視点

　以上のように、今後の都市圏計画においてはその構造の多核化が大きな課題となっている。こ

のような都市圏多核化政策はその実施によって各活動主体が十分な集積の経済を享受し、各都市

核の活力が向上する二とによって始めて意義のあるものになると考えられる。しかし、都市核に

おける都市活動の立地環境に対する評価や行動が十分に理解されていないために、多核化政策の

必要性が言われ、実行されてもその成果は十分にあがっていないことが既往の研究においても指

摘されている34）。有効な多核化政策は各々の都市核の活性化が保証されて始めて可能になること
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であり、このためには、まず都市核における

都市活動や地区利用者の立地環境に対する評

価や行動を十分に把握することが必要になる。

その上で、様々な外部整備や内部整備が都市

核に及ぼす影響を定量的に把握し、その情報

を都市圏整備計画の策定に役立てていかねば

ならない。

　研究の視点を明確にするため、図2－－3に

都市核の活性化に関連する事象の関係フロー

を示す。都市核の活性化を考える場合、どの

ような領域を対象として議論を行うかについ

ては様々な考え方がある。本研究の場合は図

に破線で示したように、業務・商業等の事業

所活動を代表とする都市活動と、自由目的の

ために地区を買物などで利用する地区利用者

に着目し、これらの活動水準が各都市核にお

いて向上するような場合にその都市核におい

て活性化が進んだと判断する二ととする。ま

た、都市核の活性度を都市活動の立地や地区

利用者による地区の利用行動から分析するの

に先立ち、都市核の立地環境に対する評価状

＊

内部・外部整備

@の必要性

外部整備の実施　　　　　内部整備の実施

交通アクセス

�盾ﾌ向上

都市活動の立地

@条件の向

地区の魅力度

@の向

事業所

ﾌ立地

商業・サービス

ﾆの立地

周辺人ロ

ﾌ増加

一≡F．一一・・一一一’・一一●●．

遠s市核の活性化
・　．　　．　●　．　●　一　一　一　●　一　一　一　一　一　一　一 一　一　一　　・　一 ’　●　．　．　・ ●　・　一

都市活動の増加　　　　　　地区利用者の増加

w　■　■　一　●　■　一　一　一　一　・　一　一　・　・ ．　　．　　．　　　　　　　　　．　．　． 一　一　一　一　　一　・　　．　・　●　・　’ ．　’　一　．　一　．

内部・外部整備

@の必要性

一≡－ P

　i
　…

　　　　　　　　　　　↓

　　　　　　　　　　　＊

図2－3　都市核の活性化に関連する事象の

　　　　　関係フロー

況をあらかじめ把握することによって都市核の整備課題を明確にしておく。すなわち、都市活動

と地区利用者という2つの主体を対象に、その評価、及び行動という各々二つの側面から都市核

における地区整備について検討を進める二ととする。

2－6　結語

　本章では都市圏に関する既存の研究と計画についていくつかの整理と分析を行つた。以下では

その結果をまとめる。

　まず、2－2では都市圏の形成・成熟過程と都市圏構造に関する基本的な考え方を整理した。

また、都市圏構造に関する従来の研究をまとめた。ここで得られた成果は以下のようにまとめら
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れる。

①　一般的な都市圏の形成・成熟過程について従来の研究を参考にして5つの段階にまとめた。

　この結果都市圏はその形成・成熟過程を通じて常に郊外化を続けており、成熟した都市圏にお

　いては多核化が進行しやすいことを示した。

②　都市圏の構造を中心都市核群の卓越性に着目して分類した。二こでは公共交通に依存した都

　市圏ほど中心都市核群の卓越性が高く、自動車交通に依存した都市圏ほど都市圏の構造が分散

　的になることを述べた。

③　各国におけるいくつかの都市圏をとりあげ、各都市圏の構造面に関する特徴を整理した。こ

　の結果先進諸国では都市圏の成熟度が高く、特に米国の都市圏は自動車交通に依存した分散型

　の都市圏構造を示していることを説明した。また、わが国の大都市圏は公共交通に依存してい

　るために、公共交通の結節点において都市核が形成されやすいことを述べた。

④都市圏構造に関する従来の研究を「面的構造の分析」という視点に立つ研究と、「中心地の

　階層性分析」という視点に立つ研究に分けて整理した。また、都市圏構造に関してどのような

　研究が求められるかを考察した。

　次に、2－3では都市圏計画を策定する二との意義を示すとともに、先進諸国とわが国におい

て現在までにどのような都市圏計画が提案されてきたかを示した。ニニでは次のような成果が得

られた。

①　都市圏において現在生じている様々な都市問題の多くは、都市活動や都市施設の配置の不適

　切さにその原因があることを指摘し、有効な都市圏計画を実施する二とで二れらの多くが解決

　可能である二とを述べた。

②　ロンドン、ワシントン等の先進諸国における都市圏で策定された古典的な都市圏計画を取り

　あげ、その理念と実施効果に関する整理を行った。二の結果、旧来からの大都市圏においては、

　比較的早くから分散化、多核化を目指す都市圏計画が立てられていた二とを示した。しかし、

　多くの大都市圏では当初の計画を上回るペースで都市圏への機能集中が進んだ場合が多いこと

　も事実である。

③　第2次世界対戦後に始まったわが国における都市圏計画を追跡し、近年の都市圏計画におい

　て都市圏の多核化政策が以前よりも重視されるようになってきたことを示した。また、わが国

　の三大都市圏に対する都市圏計画を比較するとともに、各都市圏計画における今後の課題を指

　摘した。

　2－4では都市圏多核化政策の効果について言及するとともに、多核化政策を実施する際には

どのような点に注意する必要があるかを述べた。ここで得られた成果は以下のように整理できるB
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①　簡単な仮想都市圏モデルのもとで、都市の規模と多核化政策の有効性がどのような関連があ

　るかについて検討を行った。二の結果、都市の規模が一定レ〔ル以上に到達しないと、多核化

　政策を実施するメリットのないことを示すとともに、都市がその経済的な最適規模を越えても、

　しばらくの間は単一中心型都市圏構造の方が多核型構造よりも効率的であることを説明した。

②　多核化政策の実施によって都市活動に及ぶ影響は、各活動の特性やその立地点によって多様・

　なものになると考えられる。ここでは居住者、企業、交通運営主体、自治体等の各活動主体ご

　とに多核化政策の実施によって得る利点と欠点を簡単にまとめた。

③多核化政策を効率的に実施していくためには、都市圏を構成する都市核に対して効果的な

　「外部整備」、及び「内部整備」を行っていく必要があることを指摘した。

　2－5では、本研究でとりあげる都市核の活性化という問題についての研究意義を述べるとと

もに、研究の視点を以下のようにまとめた。

①　有効な多核化政策は各々の都市核の活性化を前提として初めて可能になる。各都市核を効率

　的に活性化していくためには、都市核における都市活動や地区利用者の立地環境に対する評価

　や行動を十分に分析し、様々な外部整備、内部整備が都市核に及ぼす影懇を適切に把握する二

　とによつて、その情報を都市圏整備計画の策定に役立てる必要がある。

②本研究における分析では、事業所活動等を代表とする都市活動と、自由目的のために地区を

　買物などで利用する地区利用者に着目し、二れらの活動水準が各都市核において向上するよう

　な場合にその都市核における活性化が進んだと判断する二ととする。また、同時に都市活動と

　地区利用者の各々について立地環境に対する評価と、立地や地区利用といった行動という二つ

　の側面から地区整備の効果計測に関する研究を行う。
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3　わが国における大都市圏の現況分析1）～4，

3－1　概説

　本章では都市活動の活動水準に着目することによって我国の三大都市圏の現況を明らかにする。

また、第4章以降で分析対象地域とする京阪神都市圏をとりあげ、都市活動の立地傾向の変化に

基づく都市圏構造の変化について実証的に分析する。

　まず、3－2では大都市圏の現況に関する分析課題を述べるとともに、本章で行う分析内容に

ついてその概要を述べる。

　次に、3－3では東京、大阪、名古屋の三大都市圏における事業所活動や工業活動を始めとす

る都市活動が、現在どのような推移をたどっているのかをシフト・シェア分析の手法を用いるこ

とによつて明らかにする。

　3－4では第4章以降の都市核分析において対象地区とする京阪神都市圏における事業所活動、

工業活動、居住活動等の都市活動の最近の変動について、都市圏の内部構造がどのように変わり

つつあるかという視点のもとで分析する。

　最後に3－－5において、本章で得られた成果をまとめる。

3－2　大都市圏の現況に関する分析課題と本研究の視点

　近年における産業構造の変化や立地条件の推移に伴って、わが国の大都市圏では産業活動の活

動水準やその立地パターンには多様な変動がみらah．る。第4章以降で、都市圏を構成する都市核

の整備方策について分析を行うに先立ち、これら各都市圏における産業の変動をマクロな視点か

ら分析し、その傾向について十分な理解を得ておく二とが重要である。大都市圏の特性や現況に

ついては、地理学などの分野において以前から統計調査等をもとにした数々の分析がなされてき

た5㌔また、地域情報をもとに都市圏の構造や地域計画について言及しようとした研究も現在ま

で数多くなされている6）。二れら都市圏の現況に関する分析の多くは既存の統計データ等からい

かに多くの有益な情報を得るかという二とが、その共通の課題になってきたということができる。

現在、様々な都市活動の立地や活動現象からみて、各都市圏の特性は多様化するとともにその内

部構造は複雑化してきており、二れらの状況を正確にとらえるため、現況分析においては様々な

工夫を行う必要がある。

　統計情報を用いた地域特性に関する簡便な分析指標として、よく用いられてきたものに、「構

成比」、「特化係数」、「立地の相対特性」などがあげられる7）。二れらの指標は簡潔でその目
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的に応じた用い方をすれば大変有効なものであるが、いずれも時間経過に伴う地域成長を扱う二

とができない。また、都市圏における都市活動の現況分析を行ううえで、各都市活動の変動がそ

の活動固有の成長性にどの程度依存しており、またその地域の立地環境にどの程度依存している

かをそれぞれ明らかにすることは重要な課題である。本章においては二のような課題に答えるた

めシフト・シェア分析S）という一つの定量的分析方法を活用し、各大都市圏における最近の産業

活動の変動傾向を明らかにすると共に、各地域における産業の変動がその産業構造や立地環境に

よってそれぞれどの程度説明されるかを明らかにする。

　また、このような都市圏間のマクロな比較分析に加えて、各都市圏の内部構造の変化を細かく

見ていく必要がある。近年ではこのような都市圏の内部構造をテーマにした研究は増えてきてい

るが9）、業務・商業、工業、消費生活等の様々な都市活動をとりあげて、包括的に都市圏の内部

構造を分析した例は少ない。本章では京阪神都市圏を取りあげ、様々な都市活動の立地変動に着

目する二とによって都市構造の近年における変動傾向を把握する。

3－3　シフト・シェア分析による三大都市圏の現況分析

3－3－1　シフト・シェア分析の方法

1）　シフト・シェア分析で用いる指標

　シフト・シェア分析の基本的な考え方は、各地域における都市活動の変動量をその業種の全国

的な変動傾向によって説明される部分（シェア成分と呼ぶ）と、業種の偏りや立地条件などの地

域固有の要因によって説明される部分（シフト成分と呼ぶ）に分離する点にある。二のシフト・

シェア分析法の長所は、地域成長の時間的経過を地域内の産業構成をふまえた形で分析する二と

が可能な二とにある。二のため、二の分析方法は現在までにも地域の成長発展形態の分析le）や都

市化に関する地域サイクルモデルの実証研究11）において適用され、多くの成果が得られている。

表3－1にシフト・シェア分析に用いる指標を掲げ、以下に各指標の概略を述べる。

①全業種に着目したシフト・シ＝ア分析指標

　・全国的シェア成分

　　地域iにおける時点0の業種全体の活動水準をEeiとし、これが全業種の全国トータルでの

　　平均成長率αと同じ率で成長したとすれば（ただしα＝ΣΣEtij／ΣΣEeij、（jは業種を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i　j　　　　　　i　j
　　表わす））、時点tでの活動水準はα・Eeiになるはずである。二のように業種、地域間で全

　　く平均的な成長が生じたと仮定した場合、当該地区において生じると想定される都市活動の

　　変動量が全国的シェア成分Niである。当然のことながら全国的シェアの成分値は時点oの地
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表3－1　シフト・シェア分析で用いる指標

全国的シェア成分 Ni＝　α・EOi－　EOi　＝　　（α一1）・EOi

全
業種 プロポーショナリティ・

@　　　　シフト成分

Pi＝　Σ　（αj・Egij一　α・EOij）　　　j

＝81（αj一α）’E°ij｝

ディフアレンシヤル・

シフト成分
Di＝　Σ　（Etij一αj　・Eaij）　　　」

全国的シェア成分 Nij＝　αj　・Eoij－Egij＝　（αj－1）　・Egij
各

業 ディファレンシャル・

種 シフト成分 Dij＝　Etij一α」　・EOij

Eu：地域iにおける業種」 の活動水準（従業者数や出荷額等）

記 α ：全業種の全国トータルでの平均成長率（＝；1　Etij／￥琴Ee・j）

号 0：期首

αj：業種jの全国トータルでの成長率（＝ΣEti」／ΣEOij）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”

t：期末

　域iにおける全業種の活動水準値（Eei）に比例している。

・プロポーシaナリティ・シフト成分

　地域iにおける業種jの時点oにおける活動水準をEeijとし、これが業種jの全国トータル

　での成長率αj（・苧Etij／苧EOij）で成長したとすれば、時点tでの地域iにおける業種jの

　活動水準はαj・Eeijになるはずである。また、　Eeijが成長率αで成長したとすれば、時点

　tでの活動水準はα・Eeijになるはずである。二の2つの値を用いる二とによって地域iの

　産業構造の偏りを示すプロポーショナリテ1・シフト成分Piを得ることができる。この式か

　ら明らかなように成長業種を多く含む地域においてはPi＞oとなる。またΣPi＝oの関係

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　が成り立つている。

’ア1ファレンシtル・シフト成分

　アィファレンシャル・シフト成分Diは地域i固有の立地条件の良さを示し、プロポーショナ

　リテいシフト成分と同様にΣDi＝0の関係が有る。地域iの立地条件が良いとDi＞0と
　　　　　　　　　　　　　　i
　なる。　　　　　，

以上のNi，　Pi，　Di．三成分間には次の式（3－1）に示す関係が常に成り立っている。

Ni十Pi十Di：＝Eti－Eei （3－1）
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②各業種に関するシフト・シェア分析指標

　　以上、全業種に対するシフト・シェア分析の考え方を示したが、これと同様の考え方で業種

　jごとの分析を行う二とも可能である。二の場合、プロポーショナリティ・シフト成分（Pi）に

　相当する部分は複数の業種を同時に分析対象とする場合のみ計算できるので、業種別の分析で

　は定義できない。すなわちo～t期の地域iにおける業種jの活動水準の変動量Etij－Eeij

　は全国的シェア成分とディファレンシャル・シフト成分の二つに分離できる。ニニでも

　ΣDij＝oは成立し、次の式（3－2）が成り立つ。
　；

　　　Nij＋Dij＝Etij－Eeij　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－2）

2）　分析の前提条件

　本節で分析の対象とした都市活動は、事業所統計調査の大分類に基づく7業種の事業所活動で

ある。また二のうち多様な立地特性を示す製造業（工業活動）について、工業統計調査報告（市町

村編）の産業中分類に基づく19業種についても分析を行っている。また分析には事業所活動は従業

者数、工業活動にはデフレートした出荷額を指標として採用し、昭和45～50年（1期と呼ぶ）と、

昭和50～55年（皿期と呼ぶ）の2期間について分析を適用している。分析に用いた地域単位は最小

単位を都道府県とし、表3－－2に示す地域分類ごとに集計を行った。なお地域間比較を行うにあ

たってシェア成分を議論することの意義は少ないため、3－3－2、3－3－3ではシフト成分

についてのみ結果と考察を示す。

3－3－2　事業所活動に関する分析

　分析に先立ち、事業所各業種について分析

対象期間中にどの程度その活動水準に変動が

生じたかを明らかにするために各業種ごとに

従業者数の成長率ajを求めた。その結果を

図3－1に示す。二の結果、事業所全業種の

平均成長率αよりも1、ロ期とも低い成長率

を示しているのは製造業、運輸・通信業のみ

であり、その他の業種については1、ロ期と

もαより高い成長率になっていることがわか

つた。特に1期においては、不動産業、金融

保険業が、ll一期においてはサービス業が高い

表3－2 シフト・シェア分析で用いた

地域分類

地城名 構成都道府県　　　　　　　　・

首都圏 東京圏 東京、神奈川、千葉、埼玉

東京圏周辺部 茨城、栃木、群馬、山梨

近畿圏 大阪圏 、　庫、京都

大阪圏周辺部 滋賀、奈良、和歌山

中部圏 名古屋圏 愛知、三重

名古屋■周辺部 鋒岡、長野、新潟、富山、

ﾎ川、　井、岐阜

北海道 北海道

東北 青嚢、岩手、宮城、秋田、

@形、福島
国 鳥取、島根、岡山、広島、山口

四国 香川、徳島、愛媛、高知

九州 福岡、佐賀、長崎、大分、

F本、宮崎、鹿児島、沖縄

注）主に国土庁による地域分類に従っている。
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成長を示している二とがわかる。

　シフト・シェア分析を行ったところ、事業

所活動全業種レベルでのプロポーショナリテ

ィ・シフト成分値とディファレンシャル・シ

フト成分値が表3－3のように得られた。二

の結果から以下のようなことがいえる。

①3大都市圏の中において、東京圏のみが

　シフト成分のすべてにおいて正の値を示し

　ている。これに対し大阪圏は1、ロ期のす

　べてのシフト成分において負の値を示して

　おり、成長性の高い業種の割合が低い上に

　地区の立地条件の優位性も低いということ

　ができる。

②　名古屋圏は全国的に伸び率の低い製造業

　に特化しているためにプロポーショナリテ

　1・シフト成分の負値が大きくなっている。

　しかしこれに対してディファレンシャル・

　シフト成分値は正であるため圏域自体の持

　つ成長力が上昇している二とがわかる。

③全国的にみると、高度成長期末期までに

　製造業や運輸通信業の集積した東海道ベル

昭和SO65年

1rノ

製造業

　　　　　●サーピス渠

　　　　　　　　　　　　　●不動産集
　　　　　　　　　　　　
全業ﾄ駕鴛莱金融◆撒

　　　運輸・通ld－　：　　　　　　　　昭和45－50年．

1．o　　l．1

図3－1

表3－3

L2 L3

事業所活動各業種の成長率
　　　　　　　　　（従業者数）

事業所活動全業種に関する

シフト成分

成分 プロポーショ ディファレン

ナリティ・ シマル・

シフト成分 シヲト成分

地域 1期 皿期 1娚 皿期

東京圏 41 173 870 1672

大阪圏 一406 一306 一1722 一1592

名古屋■ 一441 一443 92 274

東京圃周辺部 一154 一208 971 1315

大阪圏周辺部 一27 一51 1 392

名古屋圏周辺部 一218 一371 一692 106

北海道 230 361 一637 一408

東北 373 321 471 767

中国 一10 一94 18 一1237

四国 97 62’ 121 一454

九州 530 555 507 一403

ト地帯沿いの地域において負のプロポーショナリテ1・シフト成分値がみられる。また、デ1

ファレンシャル・シフト成分は、大阪圏を除く都市圏及びその周辺域で高い値になっている。

次に、表3－4に各業種ごとのデ1ファレンシャル・シフト成分値を示す。二の結果から以下

表3－4　事業所活動各業種に関するデ1ファレンシtル・シフト成分
業種 商秦系 サービス系 現業系

卸小売業 サービス業 融保険業 不動　業 麺設業 製造業 連翰通 秦

地城 〔期 皿期 1期 ロ期 1期 ロ期 1期 ロ期 1期 ロ期 1期 ロ期 1期 ロ期

東京■ 1032 一49 9τ6 1009 400 一▲07 一105 7 62 48 一2020 418 480 342

大阪■ 12 ．74 336 205 77 一103 32 一23 一381 一243 一1741 一1192 一115 一153

名古屋圏 124 125 110 27 ・62 57 4 17 180 17 一274 一40 一5 94

東京■周辺部 一11 193 一11 205 一5 45 7 3 201 100 733 714 42 70

大阪目周辺部 ・25 178 ●58 35 5 13 6 11 一28 48 135 U3 一41 ・5

名　屋■周辺部 一350 一229 ・207 一478 一64 14 一14 一7 一236 一67 366 530 一200 一16

北海道 一202 一76 一189 ・178 一72 19 21 一9 一145 29 72 一207 一84 ・17

東北 21 ㊨3 ・285 ●209 ．74 23 28 “ 一67 322 901 863 一45 一29

中国 一119 一213 ’258 ●126 一62 ⇒60 3 3 10 一L58 538 一579 ・65 一116

四国 一103 一臼 一88 一185 一52 ●11 ●8 10 87 21 279 一119 一26 一82

州 一379 230 一343 一230 一89 111 24 6 317 一119 1013 一301 61 一89
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のようなことがいえる。

①商業系業種である卸・小売業は、東京、大阪圏で正から負に転じている。一方、東京圏周辺

　部、大阪圏周辺部においては二の間に成分値が上昇しているため、首都圏、近畿圏では都市圏

　の拡大とともに外延部で商業系業種の成長が進んだといえる。二れに対し中部圏では二のよう

　な郊外化の傾向はさほど顕著ではない。

②　サービス系業種のうち不動産業、サービス業に関しては東京圏では成分値が若干上昇してい

　るが、大阪、名古屋都市圏では停滞気味である。特にサービス業については全国的な観点から

　みても、東京圏の一極集中が続いていることが顕著である。また金融保険業は1期で成分値の

　高かった東京、大阪都市圏がII期では負値に転じ、成長の中心が地方に移りつつあることが読

　み取れる。

③　現業系業種については大阪都市圏で負の成分値を示す業種が多い。特に製造業については後

　に工業のところでも述べるように東京、名古屋圏がともに1期の負値から脱却しつつあるのに

　対し、大阪圏では依然として減少が続いている。一方、運輸通信業もサービス業と同様に東京

　圏への一極集中が続いている二とがわかる。また、全国的な視野からみると、現業系業種は1

　期からロ期にかけて近畿以西の地域における成分値の低下が目だっている。

3－3－3　工業活動に関する分析

　昭和37年の全国総合開発計画以降、地域間較差の是正と経済的合理性の追及を目的に工業立地

に対する様々な政策が実行されてきたが、高度成長期を通じて大都市域への工業の集中を防ぐ二

とはできなかった。この結果をもとに、都市圏計画の一環として「工場等制限法」、「工場再配

置促進法」等の法律が施行され、都心部では事実上工場の拡大が不可能になつている。また工業

全体が付加価値の高い製品へとその生産比重を移してきており、地方での工場立地が顕著になっ

てきている。こ二ではまず、工業各業種の近年の動向を知るため、事業所活動の分析と同様に1、

ロ期間における成長率α」をデフレートした出荷額を指標として求め、その結果を図3－2に示し

た。この結果、繊維や素材型の業種に比べて組立加工型業種の成長率が1期からll期にかけて相

対的に大きくなっていることが明らかになった。また1期の石油製品・石炭製品製造業の成長率

が特に高い値を示したが、これはオイルショックの影響であるため注意が必要である。

　表3－5に工業出荷額の統計量をデータとして全業種レベルでシフト・シェア分析を行った結

果を示す。この結果から以下のようなことがいえる。

①　三大都市圏は各指標に対してそれぞれ特徴的な値を示している二とがわかる。東京圏はプロ

　ポーショナリティ・シフト成分は正であるがデ1ファレンシャル・シフト成分は負値になって
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昭和50－55年

●非鉄金属製造業

　　　　　　　
　　　　電気機械器其
　　　　製造菓

一般機械器具製造業●

木材・木製品製造業

O．7 O．8
　　　　繊維工業

t．6

1．5

　　　
精密機械器具製造業 　　e

　石油製品
石炭製品製造業

ゴム蝸製粋．kM・土石製品髄案

　　　　化蘂工案　　輸送用機械器具製造業

　　　　x　　　　　　●　●
　　　　　　　　　　　　印刷・出版・同関連産集金属製品　平均

製造業●　●パルプ：紙・紙加工品製造業

鉄ら業゜な㌶姦製品
1．2

　　　　　　　　　　　■食料品、たばこ製造業

L1　家ぺ装僧品鰍・鑑㌶案

昭和45－50年

1．0　　1．1 1．2 1．3 1．4 2・5

図3－2　工業活動各業種の成長率（デフレートした出荷額）

　いる。名古屋圏は二れとは全く逆のパター

　ンを示しており、大阪圏は両方の成分にお

　いて負の値を示している。二れは東京圏に

　は成長性の高い工業が集積しているのに対

　し、名古屋圏は全国的にみれば成長性の高

　くない業種が多いにもかかわらず、実際立

　地している工業の成長力が高い二とを表し

　ている。大阪圏は二の両方の点において構

　造的に成長力が弱いことを示している。

②東京圏周辺部、名古屋圏周辺部において

　はいずれもプロポーショナリティ・シフト

　成分が増加し、かつディファレンシャル・

表3－5 工業活動全業種に関する

シフト成分

成分 プロポーシ● ディフアレン

ナリティ・ シヤル・

シフト成分 シフト成分

地域 1期 皿期 1期 ロ期

東京圏 35 127 一206 一120

大阪圏 一41 一16 一128 一264

名古屋圏 一6 一56 10 180

東京圏周辺部 一24 35 96 141

大阪圏周辺部 14 一1 15 一8

名古屋圏周辺部 一32 一8 48 40

北海道 7 一21 15 一5

東北 一4 一12 53 58

中国 44 一12 一63 一46

四国 1 一6 23 一9

九州 7 一32 48 34

シフト成分値が正値であるのに対し、大阪圏周辺部においては両方のシフト成分とも下落しつ

つある。このように工業活動に関しては大都市圏周辺部の地域においても母都市圏の動向があ

る程度影響していると考えられる。

／
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　また詳述は行わないが、工業各業種ごとにシフト・シェア分析を行ったところ、1期からll期

にかけて関東以北のデファレンシャル・シフト成分値が高まり、近畿以西の成分値が減少してい

る業種が数多く有った。二れらは、家具・装備品製造業、パルプ・紙・紙加工品製造業、なめし

皮・同製品・毛皮製造業、金属製品製造業、一般機械器具製造業、輸送用機械器具製造業、精密

機械器具製造業であり、工業活動に対して西日本が相対的に立地条件を低下させていることを読

み取ることができる。二の理由として東京圏周辺部や東北南部は東京に近いために情報交換等の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表3－6　三大都市圏における各種都市
便が良く、工業用地の地価等が安いうえに高
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　機能の集積状況

速道路の開通などに伴つて立地条件が相対的

に高まった二とが考えられる。

3－3－4　その他の都市機能に関する分析

　以上のようにシフト・シェア分析を用いる

二とによって、三大都市圏における主要な都

市活動の現況とその変動傾向を把握する二と

ができた。二こでは今まで取りあげた産業活

動以外に、都市圏の現況を判断する上で参考

となる都市機能に着目し、そのシェアの変動

状況を三大都市圏の間で比較する。

　表3－6に10種類の都市機能に関する三大

都市圏の近年におけるシェアの変化を示した。

この表中において多くの指標が東京圏におい

てのみシェアが増加している二とがわかる。

例えば卸売販売額、情報サービス従業者数、

株式売買高、手形交換高、外国法人数等の指

標においてその傾向が特に顕著である。また

人口においても大阪、名古屋圏では停滞して

いるのに対し、東京圏では微増している二と

がわかる。

　以上のように東京圏ではサービス機能を中

心とした様々な都市機能が集積を続けるとと

もに、それが都市化の圧力となって圏域全体

シェア 年 対全国シ エア（％）

指標 次 東京圏 大阪圏 名古屋圏

①人口 昭和45 23．0 13．9 6．6

50 24．2 14．0 6．7

55 24．5 13．8 6．8

60 25．0 13．7 6．8

②卸売販売額 45 38．9 25．0 10．2

51 3＆8 22．0 9．0

57 42．3 19．3 ＆8

60 41．5 19．4 9．4

③小売販売額 45 26．9 15．5 7．0

51 25．8 14．8 6．7

57 2ぴ1 14．2 6．8

60 26．4 14．2 7．0

④工業出荷額 45 2息6 1駄8 11．1

50 26．9 17．4 11．1

55 26．6 159 11．7

60 25．6 15．1 12．7

⑤情報 44 525 19．2 5．3

サービス 50 5ぴ5 16．7 4．8

従業者数 56 559 1ぴ2 4．7

61 57．5 14．2 4．6

⑥株式売買高 45 56．2 21．4 65
50 54．8 21．2 礼3

55 51L　9 1τ3 5．6

60 64．4 L6．7 5．2

⑦手形交換高 45 53．2 24．2 7．5

50 57．9 21．9 lL　5

55 66．9 17．2 ふ5

60 78．9 11．5 3．4

⑧企業の本社 45 59．5 22．0 5．3

数（資本金 50 5＆4 19．9 4．9

10億円 55 59．4 1＆9 50
以上） 60 5駄4 1＆0 5．1

⑨外国法人数 50 86．4 9．3 α4

55 86．6 ＆0 0．8

58 8＆0 7．6 α7

⑩大学学生数 45 5α6 19．9 6．3

50 4＆2 20．4 6．5

55 45．0 19．6 6．6

60 44．0 19．1 6．6

（文献12） より作成）
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にかかってきているということができる。また大阪圏はいくつかの都市機能においてシェアが下

がっており、何等かの活性化政策を行うことも場合によっては必要でiilると考えられよう。名古

屋圏に関しては良好な製造業の集積をもとに、郊外への発展可能性を秘めているということがで

きる。

　本論文では次章から都市核の整備という観点から研究を行うが、そのケーススタディ地域とし

て、都市核の活性化が最も必要とされており、なおかつ既にある程度の多核的な都市圏構造を備

えている「京阪神都市圏」を対象とする。以下本研究において「京阪神都市圏」とは、本節のシ

フト・シェア分析で用いた「大阪圏」を、市区町村レベルで厳密に設定し直した圏域をさす。

3－4　京阪神都市圏における都市圏構造の変化

3－4－1　事業所活動に関する分析

　本研究において設定した京阪神都市圏は、昭和55年のパーソントリップ調査において都市圏域

の交通中心となつている二とが示きれた大阪、京都、神戸、奈良、大津、和歌山の六都市のいず

れかに、全従業者・通学者の5％以上が通勤・通学している市区町村をとりあげ、空間的に連続

した圏域になるよう設定した154市区町村から成るt3，。

　こ二ではまず事業所活動の都市圏内での分布の変動状況を明らかにする。図3－3と図3－4

図3－3　京阪神都市圏における従業者数

　　　　　の変化（昭和50～55年）

　　　　　　　　　　　　　　2二ii

　　　　　　　　　　　　　　2　～

図3－4　京阪神都市圏における小売一一

　　　　　販売額の変化（昭和50～55年）
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に京阪神都市圏の各市区町村において従業者

数と小売販売額が近年どのように変化してい

るかを示した。いずれも都市圏の中心都市で

ある大阪、神戸、京都において最も低い成長

率になっており、大阪市においては従業者数

の減少している区も存在している。また京阪

神都市圏の中心都市である大阪市の事業所活

動の変化を、都市圏全体と比較したものを図

3－5に示す。この図は各業種の事業所数、

従業者数の増加率を都市圏の中心都市である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　図3－5　大阪市と近畿圏の事業所活動
大阪市と近畿圏（近畿2府4県）で比較を行　　　　　　　　変化率の比較

つている。事業所数の増加率は、サービス業以外の全業種において、また従業者数の増加率は全

業種において、近畿2府4県の方が大阪市よりも大きくなっている。特に製造業、建設業などの

第2次産業については、大阪市における従業者数の減少が著しい二とがわかる。以上のような二

とから全体的に都市圏の郊外部において成長率が高い反面、旧来の都心地域の成長率は低くなつ

ていることがわかる。

　二のような事業所活動の郊外化に伴つて、活動自体の機能分担も同時に進行しているかどうか

という二とは興味深い問題である。機能分担の有無や動向を直接明らかにする二とは困難である

が、間接的に分析しようとする試みは現在までにもなされている。田口らは機能分握童部市圏内

で進展した場合、産業や職業等の構成比の都市間でのばらつきが太きくなるという；圏劃モ巷目し、

変異係数（平均値に対する標準偏差の比率）の大小から機能分担の程度を明らかにしようとして

いる14㌔この結果、京阪神都市圏の都市間では第2次産業や現業部門に関しては機能を分担する

傾向があるのに対し、第3次産業や非現業部門に関する機能については各都市は類似性を強めて

いることが指摘されている。

凡例

率1．31．2

　事増業加所　の　建設

数与樋業　　　　κ　サービス業　　　　　　　o～“運翰道信業

O大阪市
j近畿2府4、 1．

編　事

警レ
業所　　　　　　従業者数の

@　　　　　　増　率
O．　　　0． 1．0 1．1　　　．2　　1．3

3－4－2　工業活動に関する分析

　工業活動は都市核における中心的な都市活動とはいえないが、産業活動の分布と，いう視点から

璽；竺：蒜二：：二…1霊曇雰1漂：驚：1㌫㍑難藍く三二

場のうち半数にのぼる工場が大阪府に立地しており、これに京都と兵庫を合わせると事業所数、

出荷額ともに近畿圏全体の85％を占めている。ここでは近年における工業活動の都市圏内における
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分布状況の変動傾向（フロー）を明らかにするため、昭和50年から59年に至る10年間に近畿圏に

立地した工場を工場立地動向調査から把握する。この結果、図3－6に示すように大阪市周辺部

や、中国縦貫自動車道及び、滋賀県の国道1号線沿いの市町村に最近の工場立地が集中している

二とがわかる。また、都心地域では工場等立地制限法による規制が存在するため、都心から郊外

部に移転する工場も多い。表3－7に示す工場移転のOD表から大阪市は大幅な流出超過を示し

ており、移転の流れは主に大阪市を除く大阪

府と兵庫県に向いていることがわかる。一方

で滋賀県と兵庫県が流入超過を示しているが、

これらは主に大阪府からの移転によるもので

ある。

　近年、工業活動は付加価値の高い軽薄短小

型の業種とそれ以外の業種に大きく2極化し

てきていると言われている。こ二では二のよ

うな工業の特性の違いによって都市圏におけ

る立地状況がどのように異なるのかを明らか

にするために、表3－8に示す先端技術産業

と表3－9に示す鉱工業生産指数の高い業種

をまとめて「注目業種」という業種群を設定

し、3専番立地状況を分析した。この結果「注

目藁毬∫始図3－7に示す喜み｛：、・この10年

　15ei．J：
　　　　　　表3－7
　　ゴイ〉・ボ

三節人

：嚇要重

一巡十一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エssvs－e　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［丸創
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　i三、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　0

　　　　　　　　　　　図3－6　京阪神都市圏における工場の

　　　　　　　　　　　　　　　　立地動向（昭和50～59年）

近畿圏における工場の移転状況（昭和50～59年）

移転後の府県名 滋賀 京都 大阪 大阪市 兵庫 奈良 和歌

移転前の府県名
県 府 市

を除《

蜊纒{
県 県 山県 計

滋賀　県 72 1 73

京都府 9 63 3 75

大阪市　内 9 7 12 47 36 10 121

大阪市除く大阪府 20 5 3 82 26 ll 147

こ．兵庫県 4 4 3 319 330

奈良県
1 2 36 39

重 一　　　　　　　　・

a歌山　県
1 43 44

「～ ，近畿圏以外 3 3 6

計 117 79 16 135 388 57 43 835

注1） 空欄は、該当する工場が、 存在しなかつたことを表わす。

注2）　工場立地動向調査のデータを用いて作成
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表3－8　本研究における先端技術産業の定義

藁　　　種　　　名 分煩レベル 網　　　　考

通信機械器具・同関連機械日具製造藁

d　子　応　用　装　置　■　造　渠

d　気　計　測　日　襲　造　集
d子機器用及び通信機口用飽分晶製造禦

纓ﾃ用機械5具・医原用品製遭察

�w機械器具・レンズ製造案
縺@　薬　　晶　　製　　造　　某

日本標準

ｼ寮分頗
ﾌ小分類レ　ベ　ル

　．

ﾊ麓省の定義した7渠種

事　務　用　機　械　5　具　製　造　察 緬分頻

航空機　・同付属晶製造貢 小分類

上記7業種以外の適加定義が
]ましい業種

そ　　の　　他　　の　　先　　靖　　産　　葉 工場単位 上記以外で出荷製品から判断

　（注）その他の先靖産察には，以下のような渠種の一部が含まる．

　　　有機化学工莱製品製適集，一般産集用機械・裟置製造泉，民生用電機機械器具製
　　　造案．自助車・同付属部品製造渠，玩具・運動競技用品製造業など

間において都市圏における郊外部での展開が

顕著であることがわかる。これは図3－6に

示した全業種の例と比較すれば、この傾向が

特に明らかであることが理解される。

3－4－3　人口に関する分析

　最後に人口分布の変動傾向について簡単に

述べる。京阪神都市圏における人ロや住み替

えについては現在までに多くの研究がなされ

ており15｝、ニニでは図3－8に近年における

各市区町村の夜間人ロ変化率を示すにとどめ

る。二の変化パターンは図3－4に示した小

売販売額の変化パターンと極めて類似してお

り、人ロ増加の見られた市区町村において小

売販売額が上昇しているという現象を読みと

る二とができる。また、大阪市などの都心地

域では、広域的な商圏を有するために、小売

販売額の上昇がみられても、地区の人口は減

少している地域も多い二とがわかる。

　都市圏の中心都市である大阪市では1980年

頃まで顕著な人口減少が見られていたが、

表3－9　鉱工業生産指数の
　　　　　　　特に高い業種

　　　　　　　（昭和50年基準の59年値）

業 種

　…

l三翼

’鉱工業　平　均　値

鉱工業生産指数

裟㌫蒜蒜蒜㌫㌫欝器蒜胤皿

161．2

　　　　　　　　　　　　　　　帆側　　　　　　　立地霞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2－－
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　i

図3－7　京阪神都市圏における「注目業種」

　　　　　　　の立地動向（昭和50～59年）
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1984年を境にして人口は再び微増・停滞に転

じている。これはどちらかといえば自然増に

よるものではなく、マンション等の集合住宅

の増加に伴う社会増を原因とするものである

と考えられ、一種の再都市化現象であると考

えることができる。また大阪市内に常住する

就業者の通勤先は図3－9に示すように多様

化、郊外化してきており、大阪市内の従業者

数が減少していない二とと考え合わせると、

都市圏レベルにおいて居住地と従業地の組合

せの多様化が進展していることが理解できる。
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図3－8 京阪神都市圏における夜間

人ロの変化（昭和50～55年）

　　35　40　45　50　55　60　昭和
　注）田勢調査報告より作成

図3．－9　大阪市内に常住する就業者の通勤先

3－－5　結語
　　　　　　　　　　　　’t’

　　　弔

　本章では、わが国における大都市圏の現況を、その都市活動の活動水準に着目する二とによつ

て明らかにした。また京阪神都市圏における都市圏構造の変化を都市活動の立地現象の面を中心

として把握した。以下ではその結果をまとめる。
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　まず、3－2では大都市圏の現況に関する分析課題を概観したうえで本研究の視点を提示した。

ここで本研究では従来の都市圏分析において十分に分析されていなかつた、①時間経過に伴う地

域成長と②都市圏の内部構造変化について重点的な現況分析を行う二とを述べた。

　次に、3－3ではわが国の三大都市圏である東京、大阪、名古屋都市圏の都市活動の現況を国

土レ〔ルの視点から明らかにした。二こでは地域成長の時間的経過を地域内の産業構成をふまえ

た形で分析できるシフト・シェア分析を分析手法として用いた。この結果以下のような知見を得

ることができた。

①　東京圏は全国的にみて成長性の高い事業所業種の立地比率が高く、また二れらの業種が各業

　種の全国平均成長率を上回る勢いで成長を続けている二とがわかる。特に東京圏におけるサー

　ビス系業種の成長性は高く、他地域を完全に引き離している。

②大阪圏は全国的にみて成長性の低い事業所業種の立地比率が高く、その上二れらの業種が全

　国平均よりも低い増加率でしか成長していない。特に製造業についてその停滞が顕著である。

③名古屋圏は全国的にみて成長性の低い事業所業種の立地比率が高いが、二れらの業種の名古

　屋圏における成長力は高くなっている。また名古屋圏の産業構造変化が周辺府県に及ぼす影響

　は小さいことが明らかになつた。

　次に、3－4では第4章以降で分析の対象とする京阪神都市圏をとりあげ、都市圏内の都市活

動の変化について簡単な現況分析を行った。二の結果は以下のようにまとめられる。

①京阪神都市圏における人口増加率は郊外部において高く、都心部において低くなっており、

　第2章で述べた都市圏の形成・成熟過程における第4段階に相当することがわかる6「”’tLかし、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　大阪市等の都心地区においては、一時大きく減少していた人口は下げ止まり、若干の微増が見

　られるようになってきており、一種の再都市化現象がみられる。

②近隣サービス型の産業は人ロの増加した郊外地域において高い成長を示している。また事業

　所活動を全体的にみても郊外部での成長が顕著になっている。二のような状況の中で都市間に

　おける機能分担は、第3次産業については一般にいわれているほど進展しているとはいえない。

③　工業活動は立地制限法の影響等を受けて、交通利便性の高い郊外部に立地する場合が増えて

　いる。先端技術産業や鉱工業生産指数の高い今後の成長の期待できる業種の工場は特に二の傾

　向が強い。

　このように以下本研究で対象とする京阪神都市圏においても第2章の都市圏の形成・成熟過程

において例示したように郊外化、多核化現象が生起していることがわかる。またシフト・シェア

分析の結果から、京阪神都市圏をとらえる場合には地域の活性化という視点が重要であるという

ことがいえる。
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4　都市核の設定とその特性分析t）’4）

4－1　概説

　本章ではまず都市核の具体的な定義を示し、各種の統計指標を用いてその地区的広がりを抽出

する方法を考案するとともに実際の都市圏において都市核の抽出を行う。また二のようにして抽

出した都市核に対して、その都市活動状況をマクロな視点から分析する。最後に抽出した都市核

の中から代表的な地区をとりあげ、その地区における施設立地特性とその変化をミクロな視点か

ら明らかにし、都市圏及び都市核における計画策定において有用な情報を提供する二とを試みる。

　まず、4－2で都市核の現況分析を行うに際して、その分析課題にどのようなものがあるかを

整理するとともに、関連する従来の研究と本章で行う分析内容についてその概要と特徴を述べる。

　次に、4－3では都市核の定義について述べるとともに、様々な定量的指標から二れら都市核

に相当する地区を設定する方法を述べる。また二の設定法を京阪神都市圏に適用し、実際にその

設定を行つた結果について示す。

　4－4では京阪神都市圏において得られた47の都市核に対し、各地区の特性をマクロな側面

から分析する。特に近年各都市核において進行している産業構造のサービス化や都市核の多様化

現象を統計データを用いて明らかにする。

　また、4－5ではミクロな視点から、都市核内部における施設立地状況とその変動を分析する。

具体的には都市核の中でも特にその規模と影響力の大きい大阪市の梅田地区を取りあげ、画地レ

〔ルのデータを用いた分析を行う。特にニニでは変動の激しい施設立地状況を多様な面から正確

に記述するために、地区に5’ける用途混在や高層化の進展を表現する指標を提案する。

　最後に4－6において本章で得られた結果をまとめる。

4－2　都市核に関する研究課題と本研究の視点

4－2－1　都市核に関する従来の研究と課題

　第2章の分析から、今後の都市圏において各都市核を活性化するための有効な地区整備を行う

必要があることを示した。都市核に対して有効な計画行為を行うためには、事前に対象となる都

市核を特定し、その現状を正確に把握しておく必要がある。現在までにも都市核に相当する地区

を特定化し、その現況を明らかにしようとする多くの研究がなされてきた。二れらの研究にはそ

の目的に応じて非常に幅広いものが含まれている。二こではそれらを以下のような三つの分野に

分けるものとする。
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1）都市核の定義や領域に関する研究

2）マクロな視点からの都市核の動向に関する研究

3）ミクロな視点からの都市核の内部構造や施設立地に関する研究

　以下ではこのうち主に1）と3）の分野を中心にその研究課題を整理する。

1）都市核の定義や領域に関する研究

　都市核は現在まで、都心、副都心、拠点、CBD等様々の類似した概念と重複して用いられて

きており、CBDという用語において交通中心的な意味合いが少ないことを除いて、これらの用

語は意味的に大きな差がないと考えてよい場合が多い。都市核やCBDを定義することの必要性

は、それらが市区町村境界等の既存のゾーン区分と実質的に一致していないことによって生じる

ものであり、分析の目的に応じてその定義や設定法は当然異なったものになる。一般的に都市核

の広さは統計情報の基本単位となる市町村の大きさに比べてかなり小さいため、どのような設定

法に基づくとしても、現実に地区を設定する際には設定において判断を行うためのデータの有無

が重要なポイントになる。

　都市核の定義としては、第2章でも触れたMurphyのCBD一コアーフレーム論におけるCBD

コアの概念が、都市核の概念にかなり近いものと思われる5，。MurphyによるとCBDコアとは具

体的には以下のような条件を満たす区域であるといわれている。

①　事務所、小売店舗、消費者サービス施設、ホテル、劇場、銀行等の土地利用から構成されて

　いる。

②スペースは高度利用されている。

③専門化された職業、業務サービスの中心である。

④　各施設間が歩行者によって連係が保たれている二とにより、その平面的拡大が制約を受けて

　いる。

⑤都市内交通機関の中心地である。

　しかしこのような条件を満たす地区を実際に選出するに当たっては、どのような方法をとった

としてもなんらかの判定基準を持ったCBDの設定法を採用しなければならない。このような既

存のCBD設定法は、苦瀬によつて次の5通りにまとめられ、解釈が加えられている6｝。

①専門家の感覚

　学識者の判断で地区設定を行うもので、迅速に設定は行えるが、都市間で比較を行う場合等に

　問題を生じる場合がある。

②アクセシビリティー

　自動車交通量などをもとに判断する。特定地点におけるデータは得やすいがこれを地区設定の
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　ために用いるのは困難な側面がある。

③地価

　地価はその地点における都市的土地利用の程度の高さを表していると考えられるため、CBD

　設定のための優れた指標になると考えられる。ただ面的に密なレ〔ルで実勢地価を入手するの

　は難しく、また用途混在や個別条件の差に基づく地価のばらつきが存在するため、しきい値の

　設定には注意が必要である。現在までに、中心商店街の選定のための指標として実際に用いら

　れている例もみられる7）。

④都市活動

　商業販売額や従業者数等の指標をCBDの設定指標とするものである。

⑤土地利用

　特定用途の土地利用構成比に着目する考え方で商業・業務利用率等を指標として採用している

　研究が多い8㌦

　苦瀬はこのうち⑤土地利用に着目し、CBDを「街区の全建築面積に対する業務・商業用途利

用建築面積比率が50％以上の街区が連担する二とにより形成される地区」と定義し、建物用途別

現況図をデータとして用いた信頼度の高い設定法を提案している9）。しかしニニでは地方都市の

CBD形態研究が主目的であったため、都市圏レベルで都市核分析を行うためにはその目的に適

した設定法を新たに考案することが望ましい。また、一般的に都市核のイメージにはCBDより

も交通（特に公共交通）の結節点としての二aアンスが色濃く存在しているため、交通条件に関

する指標を②のアクセシビリティー以外にも取り込む二とが必要である。

2）マクロな視点からの都市核の動向に関する研究

　第3章でも述べたように、市区町村レ〔ルの統計データを用いる二とによってマクロな視点か

ら都市の分析を扱った研究は過去から行われてきている。しかし二の分野の研究は統計データか

ら得られる記述的な知見を提示するに留まった研究がほとんどで、都市圏における都市核の動向

をマクロな視点から正確に明らかにしようとする踏み込んだ研究は現在までに十分になされてい

ない。第3章で示したように都市活動の郊外化や都市圏の多核化は確実に進展しているため、二

れらの現象を都市核の視点から正確に把握する研究が求められている。

3）ミクロな視点からの都市核の内部構造や施設立地に関する研究

　都市核は都市圏の中でも、最も土地利用の変化が激しい地区であるという二とができる。これ

に加え、様々な施設用途の混在や高層化が進展し、最もその構造が把握しにくい地区でもある。

今後地区計画の水準を高めていくには、都市核の内部構造や施設立地状況に関するミクロレベル

の情報が重要になるものと考えられる。ここでは都市核に対するミクロな視点に基づいた研究を、
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①施設立地、②用途混合、③高度利用の3つの視点から整理する。

①施設立地

　　都市核の内部構造を明らかにするためには、ミクロなレベルで土地利用用途や施設立地を追

　跡する必要が生じる。理想的には画地レベルで都市核の施設立地を分析することが望ましいが、

　一般的にはメッシュなどのある程度の集計単位のもとで都市核の内部構造を把握しようとした

　研究が多い。地域によっては既にメッシュデータが完備されているところもあり、このような

　地域を対象として現在までに施設立地の変容とその物的条件との関連に言及した研究もみられ

　るte）11）。このようなメッシュレベルの研究に対し、画地レベルの研究はデータ面の制約等が

　多い二とからあまり行なわれていないが、研究例としては、既成市街地の土地利用推移が遅れ

　る要因を明らかにしようとした阪本らの研究などがある12）。また、都市核から個別の中心施設

　を抽出することによつて中心市街地の内部構造を把握しようとする研究もみられるt3）。

②用途混合

　　日本では様々な都市活動のために供する土地が十分でなく、ゾーニング規制が強力でない二

　とも手伝って、都心地域においては業務、商業、工業、住宅等様々な用途の混在がみられ、二

　れが都市核の根元的な問題の一つになっている。阿部は都市における用途の混在が生じる原因

　を考察し、形態計測的なアプローチを採用することによつて用途の混合構造の計測方法を提案

　している14，。しかし、都市核を対象とした用途混合に関しては、その変化が激しい二ともあつ

　て十分な分析がなされていないのが現状である。少なくとも都市核における用途の混合状況を

　測定するための何らかの客観的な指標が必要であると考えられる。

③高度利用

　　用途混合に加え、都市核の土地利用においてはどの程度土地の高度利用が進んでいるかとい

　う二とが一つの着眼点になる。現在までには、都心地区の再開発計画等において市街地の高度

　利用と都市交通計画との関連についていくつかの研究がみられるが15）、十分な研究はなされて

　いないというのが実状である。また現在、都市核における法定容積率を緩和すべきであるとい

　う議論が盛んであるが、実際のと二ろ現在の法定容積率がどの程度満たされているのかという

　ことについては各建物で容積率を計算する以外は確認することができない。このような高度利

　用に関する諸問題についても②の用途混合の場合と同様に現況を分析するための適当な指標が

　存在していない。これら用途混合や高度利用といった都市核固有の特殊な問題の構造を明らか

　にしていくために、なんらかの形で二れらを計量化し、とらえやすくする必要があるといえる。
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4－2－2　本章における分析の内容と特徴

1）本章で行う分析内容

　本章では従来の研究成果を参考としつつ、都市核として都市機能が高度に集積し、交通上の中

心となっている地区を特定の基準を用いることによって設定し、マクロ的、ミクロ的な視点から

その実証的分析を行う。以下では本章で行う分析の概要を示す。

①都市核の設定

　　都市核に相当する地区の定義を示すとともにその具体的な設定方法を考案する。またこの方

　法を京阪神都市圏に適用し、実際に都市核の抽出を行う。

②都市活動に関するマクロな視点からの現況分析

　　京阪神都市圏において設定した都市核に立地する都市活動について、従業者数等のマクロな

　指標を用いることによってその現況と変動状況を明らかにする。

③施設立地に関するミクロな視点からの現況分析

　　京阪神都市圏における中心的な都市核である梅田地区をとりあげ、そこにおける都市活動施

　設の立地と用途の混在及び土地の高度利用に関する現状をミクロな観点から分析する。

2）本章で行う分析の特徴

　本章で行う分析の特徴を以下にまとめる。

①都市核の設定においては、都市核の条件を満たす地域を明確な基準に基づいて簡便に設定で

　きるような汎用性の高い方法を提案する。

②特定の大都市における都市核に着目するのではなく、都市圏全域に含まzh．る都市核を考慮し、

　各都市核ごとの機能的な特性の違いにも注意を払う。

③　都市核のマクロな視点からの現況分析においては、都市核における都市活動が都市圏全体の

　中で占める割合及びその変化を明らかにし、都市圏において都市核の比重がどのように変遷し

　ているかを明らかにする。また二れと同時に各都市核における都市活動の活動水準の変化につ

　いても言及する。

④都市核のミクロな視点からの現況分析においては、土地利用現況調査を利用することによつ

　て画地レベルの施設立地状況を明らかにする。また複数時点のデータを用いる二とによって、

　施設立地変化に関する動態的な分析を行う。

⑤用途混合や高度利用状況を形態的に把握するための客観的な指標を提案し、二れを都市核に

　おいて実際に適用する。さらに都市核における施設立地と高層化の関連を実証的に分析する。
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4－3　都市核の設定方法と設定結果

4－3－1　都市核の定義とその設定方法

1）都市核の定義

　本研究では都市核に相当する地区を、「都市活動の集積が周辺地域に比較して明らかに進んで

おり、広域的な影響力を持つ地区」として定義する。具体的には、都市核は以下の4つの基準を

満たす地区とする。「①都市圏の中心の一つとして多くの人が集散している。②一定規模以上、

一定密度以上の都市活動の集積がある。③産業の中でも、都市型産業の占める割合が高い。④あ

る程度の空間的な広がりを持ったまとまりのある同質的な地区である。」

　ここでは二のような4つの基準を用いた理由を簡単に述べる。まず第2節において既往のCB

D設定法においては交通中心地としての概念が十分に取り入れられていないことを述べた。しか

し、都市核は公共交通のターミナル等を中心とした交通拠点としての性格を強く持っていると考

えられるため、ここでは基準①を用いた。また基準②は都市活動の集積という都市核の持つ本質

的特性を表現するために取り入れた。基準③の都市型産業の比率については基準②の都市活動の

集積条件を満たす地区のうち、大規模工場など都心的土地利用がなされていない地区を除くため

に条件に加えている。都市核の空間的広がりに関する基準④は都市核の範囲を徒歩圏に限定する

ためのものであり、MurphyのCBDコア定義における認識と軌を一にするものである16）。

2）都市核の設定方法

　以上1）でとりあげた4つの基準を満たす都市核をシステマティックに設定するため、図4－

1に示す設定手順を採用する。設定に際しては、国勢調査における調査単位として用いられてい

る国勢統計区（平均面積が約0．5km2）を採用する。二のような比較的狭い地区を分析の最小地区

単位として用いる二とによって、都市核の要件を満たす地区を高い精度で特定化することができ

る。また1）で述べた①～④の判定基準に対応して、それぞれ、①鉄道駅の乗車人数、②従業者

数密度、③都市型産業（卸・小売業、金融・保険業、不動産業、サービス業、公務）従業者比率，

④地区中心からの距離、の各指標を採用する二ととした。設定に際しては図4－1に示すように

二段階の設定方法を採用している。まず第一段階として、都市核の中心となる国勢統計区の抽出

を行ない、①鉄道駅の乗車人数か②従業者数密度が一定以上で、③都市型産業従業者比率が一定

値以上の統計区を選出している。次に第二段階で、二の中心となる国勢統計区の周辺統計区につ

いて、どの程度まで統合して一つの集積地区とするかを決定する。こ二では②従業者数密度と③

都市型産業従業者比率が一定値以上の国勢統計区を④都市核の範囲に留意しながら核統計区に付

加していく。
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図4－1　都市核の設定方法

4－3－2　都市核の設定結果

　各指標値は第6章で行う都市活動のモデル分析の対象期間と一致するように、昭和45年、50年、

55年の各時点における値を用いている。各判定基準のしきい値は感度分析的な検討を行ない、表

4－1に示すものを採用した。感度分析的な検討とは具体的に、①鉄道駅の乗車人員と②従業者

数密度については、駅ごとと国勢統計区ごとのデータをもとに、規模一順位分布曲線を作成し、

その曲率が最も変化する点をしきい値とした。③都市型産業従業者比率については、大規模な工

場などを含む地区が都市核として選定されないように卸・小売業、金融・保険業、不動産業、サ

ービス業、公務の従業者数が全従業者数の50％以上である地区を取りあげることとした。一方、

④都市核の範囲については徒歩圏を念頭に考えるため、地区の中心から1．5km以内の国勢統計区

に限って考える二ととした。

　また、地区の設定にあたつては、期間中に

活動水準が低下したした地区をも把握できる

ように、3時点のうちいずれか1つの時点に

おいて都市核の要件を満たした地区をすべて

表4－1　都市核設定における各判定基準の
　　　　　　しきい値

判定指標名　　（単位） 第1段階 第2段階

①鉄道駅の乗車人数　　　（人！日）

A従察者数密度　　　　（人／㎞2）

B　都市型童桑従秦者比率　　　α）

C地区中心からの距離　　　　（k副

30，000

P4，000

@　50
|一一一

一一一一
@4．000＊

@　50
@　1．5

注｝＊政令指定都市には、1LOOO（人／k●2）の値を用いている
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都市核として考慮することにした。表4－2に二のようにして京阪神都市圏において設定した47

の都市核を示す。

4－4　都市活動に関するマクロな視点からの現況分析

4－4－1　都市核が都市圏に占める比率

　4－－3で設定した都市核における各都市活動の立地量と構成及びその経年的変化を、都市圏全

体と比較したものを図4－2に示す。なお、以下では①商業系業種として卸・小売業を、②サー

ビス系業種として金融・保険、不動産、狭義のサービス業と公務を、③現業系業種として建設、

製造、運輸・通信業をそれぞれ指すものとする。この図から、昭和55年において都市核における

商業系、サービス系の従業者数は京阪神都市圏全体の約3分の1を占めている二とがわかる。二

れに対し都市核の面積は都市圏全体の約1％である。また昭和45年から55年の間に、都市核にお

いて商業系、サービス系業種とも従業者は増加したが、都市圏の周辺部において居住地の拡大に

伴う産業活動の立地が進んだため、都市圏に占める都市核のシ＝アは従業者数のうえでは相対的

に低下している。

4－4－2　各都市核における都市活動特性

　次に各都市核の特性を検討するため、その従業者密度と業種構成に着目した。図4－3に各都

市核の従業者密度を示す。従業者密度の最も高い本町地区と最も低い千里中央地区の間にはおよ

表4－2　本研究で設定した都市核

地域名（地区数） 都　市　核　名

大阪市 （17） 1．梅田　2．野田　3．天神橋筋六丁目

U．本町　7．天満橋・森之宮　8．上本町

P1．恵比寿町・今宮　12．天王寺・阿倍野

P5．新大阪　16．十三　1τ千林

4．南森町

@9．九条
P3．鶴橋

5．京橋

Pぴ難波

P4．大正

大阪市以外の

蜊纒{ （11）

18．堺東　19．庄内　20．千里中央　21．吹田

Q4．寝屋川　25．枚方　26．守口　27．布施

　22．高槻

Q8．長瀬

23．茨木

神戸市 （4） 29．三宮　30．神戸・元町　31．湊川・新開地 32．長田

神戸市以外の

ｺ庫県 （4）

33．塚口　34．尼崎

R5．西宮　36．明石

京都市 （8） 37．烏丸　3＆河原町　39．堀川　40．京都駅

S2．大宮　43．丹波口　44．西陣

41．祇園

その他 （3） 45．大津46．奈良　47．和歌山
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商業系

サービス系

現業系

都市核 その他の地区

1754

1366

3200

φ

（単位：千人）

都市核 その他の地区

361

015

079

（単位：千人）

昭和45年 昭和55年

注）京阪神都市圏全体の各系の総従業者数を100％とした。
　　また、ニニで商業系は卸売・小売業を、サービス系は金融・保険、不動産業、

　　狭義のサービス業、公務を、現業系は建設、製造、運輸・通信業を指している。

図4－2　都市核の都市活動が対象地区に占める割合

耐
バ　ー人－

6

5

4

3

2

1

　］　
0

図4－3　各都市核の規模（昭和55年の従業者数密度）
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そ20倍の密度差が存在し、ほとんどの都市核は従業者密度が24、000（人／km2）以下であることがわ

かる。二こでは従業者密度24．000（人／km：’）以上地区を①高密度集積地区、従業者密度12，000

（人／㎞2）～24，・OOO（人／k皿2）の地区を②中密度集積地区、従業者密度12．000（人／㎞2）未満の地区を

③低密度集積地区とよぶ二ととする。また業種構成については、業種を商業系、サービス系、現

業系の3つのタイプに大別して各都市核を三角座標上にプロットしたと二ろ、図4－4に示すよ

うな結果が得られた。ニニでは試行錯誤的な検討をふまえて各タイプの都市核全体における平均

構成比の5％増しをしきい値とし、47の都市核を①商業系特化型地区、②商業・サービス混合型

地区、③サービス系特化型地区、④現業型地区の4グループに分類した。

　さらに都市圏における都市核の空間的な分布特性を検討するため、以上の従業者密度と業種構

成の2通りの分類結果をふまえて、図4－5を作成した。これによると、高密度集積地区は京都

・大阪・神戸の三大都市の都心域のみに存在しており、大阪市ではその周辺を現業型地区を中心

とする中密度集積地区がとりまいている。また、京都、大阪間や三大都市以外の県庁所在市には、

低密度のサービス特化型地区がみられる。また、これら47地区の昭和45年から50年、および50年

から55年の従業者密度の変化を求めたと二ろ、表4－3に示すように千里中央、枚方、新大阪な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
奇】『）

14●32●42

@　39S4●

@　11●15●

9・「3－［現業型］／

莱ﾃ　　　●33　’

s　　分

ム＼識逮、。

⇒　一一一一一一

ノ2●

←

43 商業・サー

sス混合型

　　　　22へ
ﾛ・£　7哨

45

10

10●

8●

R7

@3

3438

A　、

o
、

●20

、、、　、

サービス

ﾁ化型
0 41

φ も 含 毛 含？　♂ ち ち　寧
　　　　　　　　　　　　　　　商業系業種構成比

注1）各都市核を示す呑号は表4－2に掲げたものと同一である．

E2）各グループの境界は次の考i方に若ついて設定した．

　Φ商巣・v一ビス混合型グループとその他のグループの境界は8市按全体での各尭種系構成比の平均値に5％

　　を加えた値を採用した●　（商粛系4＆5駕、サービス系37』鳴、現纂系24．5駕）

　②その他の境界は．図に示すようにΦの境界線の交点から各柏に下ろした垂線である．

　　　　　　図4－4　各都市核における業種構成
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どの郊外における都市核の成長が特に著しい

ことが明らかになつた。これに対し、大阪市

内の鶴橋、大正、野田、天王寺等の現業系業

種の比率が相対的に高い地区において従業者

密度の減少が見られる地区もある。

4－4－3　各都市核における都市活動の

　　　　　　変動

　各都市核における産業活動の変動を明らか

にするために、昭和45年から55年における各

地区の従業者数変化を業種系ごとに求めた。

この結果、図4－6に示すように地区の特性

に応じた特徴的な変動傾向をとらえる二とが

できた。

①図4－6（1）には、高密度集積地区の中

　で各業種系において最も成長のみられた天

　満橋地区と、成長の低かった難波地区の従

　業者数増加率を示している。この2地区以

　外の高密度集積地区の従業者数増加率はこ

　の2地区の増加率の中間の値をとっている。

　高密度集積地区ではいずれも商業系業種よ

　りもV一ビス系業種の従業者数が伸びてお

表4－3　各都市核の成長パターン

iiii　ii）’

　　（1）大阪市

　　2

－「、萎bが

　430　　」2　040

　　　」R京葛駅

（2）京都市

　　　　／

（3）神戸市

’兵庫嘱

N戸市

ﾄ（了

、38

ク

ハ、ロン

耀額
35

　　　大阪府

緻山tu－N！－

　　b7▲
（4）京阪神都市圏

値▲

凡例

滋賀県

嘉良県

　　鶏種榎成

@　　による]粛　　　頒者密度

謔髟ｪ類

商秦得化型

　1
ｻ型ス

　？
@1
@：化型

現黄坦

高密度集積地区 ○ 口 △

申密度蹴区 o o △ 命

低密度集積地区 ○ ● ▲ 禽

図4－5　都市核の分布状況

タ　イ　プ 都市核名
Il激増型 新大阪、千里中央、枚方

町増加型
@…

寝屋川、祇■、京都駅、大津、堺東、奈良、

rﾎ、吹田、長瀬、十三、庄内

［凡例］

@　　1．4

@　w

@　　lJ5

皿1漸増型
@1

和歌山、丹波ロ、京槙、梅田、本町、天満橋、

O宮、大宮、布施、湊川・新開地、西宮、南森町

昭和50年に対する

T5年の従叢者比寧

@　　　　1

@　口

M
　lvl減少→増加型
@…

塚ロ、河原町、尼崎、千林、長田、堀川、．

b美須町、西陣、上本町、難波

Vl増加→減少型 神戸・元町、烏丸、九条、天神橋筋六丁目
α8　　　　1

@　w

1」5　　　　　1吋
@　　昭秘5年に対するv　50年の従賭比厚

Wl減少型 天王寺・阿倍野、野田、大正、鶴橋
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　　　　　　　　　　1曹縣舶

　　　　　　　　　　　1・㍉

　　現頚系頚樋　　　　　　　　　　貢槍

（5）近年新たに開発された地区

　　　　　　　破線は基準線（増加率LO》を示す

産業構造からみた都市核の
成長パター一ン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ー52一

　　　　　　　　　　meme　　　卜

　　　　　　　　　　　　　　7．天演檎・憂之宮
　　　　　　　　　　　．9

　　　　　　　　　　　　　　▲0．飽複

　mnmne　　　・一・・系姐＼

　　　　（1）高密度集積地区　　　　　　　　　　（2）県庁所在地区

　　　　　商娼系穎櫨
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商抱系某槍

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．5
　　　　　　　　　　　　　　ふぴカ

　　　　　　　　　　　　　＼　　　窒

　　　　　　　　　　　・eξ1：Jl‘　　ISE”　・e

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　v－“みAぼ

　”mmne　　　　　　　　　　　　“舶　　　？＿ピxmn－

（3）衛星都市のサービス特化型地区　（4）衛星都市のサービス特化型以外の地区

　　　　　　　　　　　3．5

図4－6

　　　　　現頚系禽槍

（6）大阪市における従業者数減少地区

商担系是槍

1．5

　　iS　oa

　　lも《正

　　？一ビス系禽櫨

2
商亮系禽檀

t．5

、4↓西周

　　　卿‘1

　　　　現m系鏡e　　　t－・tス累nor

（7）地場産業を中心産業とした地区



　り、現業型業種の従業者数が微減している。また高密度集積地区の中でも、サービス系業種に

　特化した地区において各業種の成長率が全体的に高くなる傾向がある。

②　このような3大都市の高密度集積地区に対し、都市圏周辺部の県庁所在地である大津、奈良、

　和歌山における都市核の動向はまた異なったものになっている。これら3地区はいずれもV一

　ビス特化型地区に分類され、図4－6（2）に示すように和歌山地区の現業系業種に減少が見ら

　れる以外はバランスのとれた成長を示している。地方中心としての機能が地区の成長要因の一

　つになっていると考えられる。

③　成熟した衛星都市における都市核は順調な成長を続けている地区が多い。この中でも図4－

　6（3）に示した寝屋川、枚方、高槻等のサービス特化型地区ではどの業種においても従業者数

　が大きく増加しており、特に商業系業種の成長が著しい。一方、成熟した術星都市における都

　市核のうち、商業特化型地区や現業型地区では図4－6（4）の堺東、庄内地区のようにサービ

　ス特化型地区と比較して全体的に従業者数増加率が低くなっている。

④　二れに対して、郊外新都市の開発に伴って建設された新大阪、千里中央地区の従業者数増加

　率は図4－6（5）に示すように群を抜いて高く、現業型業種の従業者数も増加していることが

　わかる。

⑤　都市核の中には全従業者数が減少している地区もある。二れには大阪市におけるJR環状線

　上の大正、鶴橋、天王寺、恵美須町、野田等の地区グループと、京都市の西陣、堀川、神戸市

　の長田の地場産業を中心に発展してきた現業型の地区グループの2つの地区グループが存在す

　る。前者は図4－6（6）に示すようにサービス系業種は微増しているが、商業系業種の減少が

　みられる。二れは過去において商業中心地として機能していた二れらの地区の周辺人口が減少

　したことと、自動車利用者に対する対応が十分ではなく、商業設備の更新が遅れたために商業

　地としての魅力が低下したことによる．と考えられる。後者の地区では、図4－6（7）に示すよ

　うに、商業系、サービス系業種ともに微増がみられる反面、現業系業種の減少が目だつ。本来

　現業系業種の占めている割合が特に高いこれらの地区では、地場産業の停滞が地区全体に大き

　な影響を与えているといえる。

4－5　施設立地に関するミクロな視点からの現況分析

4－5－1　ミクロ分析の対象地域と使用データ

1）ミクロ分析の対象地域

　ミクロ分析において対象としたのは、4－－3で抽出した都市核のうちの一つである」R大阪駅
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を中心とする梅田地区である。この地区は京

阪神都市圏の中で都市活動の集積が最も進ん

だ拠点地区であり、明治7年に国鉄線が設置

されて以来、都市圏の中心地として発展を続

けている、現在では図4－7に示すように

JR西日本、阪急、阪神、大阪市営地下鉄な

どの鉄道が地区の中心部に集中し、二れら鉄

道の乗車人員は1日40万人にも達し、周辺の

施設立地も高密である。また幹線道路として、

御堂筋、四ツ橋筋、国道2号線が地区の骨組

みを形成しており、二れらの幹線に囲まれた

駅前地区は市街地改造事業区域に指定され、

総合設計制度が適用されている。なお、梅田

地区全域について商業地域の用途地域指定が

行われている。

2）使用データの概要

　分析においては、画地単位のデータが得ら

れる「土地利用現況調査」を昭和51年と60年

の二時点にわたつて使用した。土地利用現況

調査は土地利用計画を策定する場合に基本と

なる土地利用現況図を作成するために、10年

ごとに実施される全数調査である。主な調査

項目は建物の用途、階数、構造などで、表

4－4に示すように非常に細かに施設用途の

＠

阪急
梅田駅

　　肪
堂島（二）

図4－7

表4－4

田遣2●相

ミクロ分析の対象とした

大阪梅田地区

土地利用現況調査における

施設分類

｝

Φ泉務系

　施殴
②商泉系

　施設

③その他

の施設

1．秦癌施設　2．専門的渠務施設　＆情報・報道施設

4．国家施設　5．自治体行政施設　e．保安1繊　7．通信施殴

乱輿行施設　9．スポーツ興行施般　10・遊興施殴

11．宿泊施殴　12．集合販売施設　Is一般店日施般

14，サービス商嵩施設

15翰送施般　1e．流通施般　17．保管撤　Is車庫施設

1匹青空駐車場　2｛L一戸■住宅　21・長量葛住宅

22」共同佳宅　　2S寺≧模散胃鰍　　24．各樋教育施般

25研究施設　2⑮文化施設　27．宗教施般　2S紀念雄

2乱運動施段　3仏医僚施殴　31、保険雄

32社会保坦施設　3a製造工泉施般　34V一ビス工頚撤

35空地　3息供給施股　31．処理施殴　3＆■林撫桑施殴

39．その他の施殴

分類がなされている。また本研究においては、高度利用の程度を明らかにするためこの調査とは

別に地図から建物の敷地面積と建築面積を計測する作業も行っている。分析結果はわかりやすく

するために30～50の画地より構成される街区単位で集計して表示し、業種分類も必要に応じて統

合を行った。

4－5－2　施設立地に関する分析結果と考察

　ここでは梅田地区における施設立地についてその現況と変動状況を明らかにする。まず施設立
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地の現況に関する分析において、昭和60年のデータを用い施設の細分類レベルで梅田地区全体に

どの程度の都市活動が集積しているかを明らかにする。その上で商業系施設、業務系施設の立地

パターンを街区レベルで空間的に把握する。次に施設立地の変動に関する分析においては、地区

全体での施設立地の変動を示した上で各街区の施設構成がどのように変化しているかを把握する。

1）施設立地の現況分析結果

　昭和60年における梅田地区の施設立地について、各施設の床面積を図4－8に示す。この図か

ら、梅田地区は業務施設に特化しており、次いで店舗や宿泊施設などの商業系施設の立地量が多

いといえる。住宅、工場等のその他の施設立地はこれらに比較すると大変低い水準を示している。

次に梅田地区における商業床と業務床の分布状況をみるため、街区別に各用途の延べ床面積の分

布を図4－9に示した。業務施設は梅田地区の三大幹線道路である御堂筋、四ツ橋筋、国道2号

線沿いにおいて集積がみられる。商業施設に関してはJR大阪駅周辺に顕著な集積が見られ、こ

れはターミナルに集散する鉄道利用客を顧客とする百貨店等の集合販売施設によるものである。

　また、施設構成比からみた各街区の特性を明らかにするため、街区を図4－10に示す基準によ

つて類型化した。ニニでは業務床がその街区全体の床面積の70％以上を占める場合は、Ir業務系

特化型街区」、商業床が全体の床面積の70％以上を占める場合はIIr商業系特化型街区」、二の1、

　（×100m2）

笥

爆巨運記察支研

険療助念敦化充

施施施施施施施

共　問住宅長口●住宅

一戸0住宅

冑空喰車場車　庫施殴停　管施腔龍　遁施般●冶施般

　…

図4－8　梅田地区における施設別床面積（昭和60年）
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圏

（1）業務系施設　　　　　　　　　　（2）商業系施設

　　図4－9　各施設の各街区別立地量

llに含まれない街区で、業務床と商業床の床

面積合計が全床面積の70％以上を占める場合

は皿「業務商業混合型街区」、業務系、商業系

以外の床面積が全床面積の30％以上を占める

場合をIV「業務商業非特化型街区」としている。

二れら4タイプの街区の空間的な分布状況を

図4－11に示す。二れより1型の街区は御堂

筋沿いをはじめ、国道2号線の北側、四ツ橋

筋の一部など、ほとんど全部が幹線道路に面

している二とがわかる。これに対しロ型は東

駕oo1

　　70 1　務系特化型街区

　皿業務商業混合型街区

　　　　＼

　　　　〆

　　30X

IV業務商業非特化型街区

皿商業系特化型街区

α

図4－10

　　　　70・　　100客
商桑系施設構蔑比●

施設構成からみた街区

タイプの設定

南部の繁華街、遊興地区を中心とした比較的面積の狭い街区に多くみられる。皿型は1型とロ型

街区の境界付近において多くなっている。またIV型の街区は対象地区の北端などの外縁部に多く、

これらは都心としてのピルトアップが進んでいない街区に相当している。

2）施設立地の変動分析結果

　まず昭和51年～60年の間に、梅田地区全体でどのような施設の増減が生じたかを床面積を指標

として図4－12に示す。特に増加が見られたのは業務施設であり、一般店舗施設、集合販売施設

がこれに次いでいる。二れらは昭和60年において梅田地区で特化がみられた施設であり、この10

年間に梅田地区は業務・商業系施設に特化した地区としてその特性を強めてきたことがわかる。
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図4－11

（×100m2）

η
卿㎜勘

1000

施設構成からみた
　　　　　　　　　各街区のタイフ

贔

　二のような施設立地の変動が、地区内でどのように

進んだかを把握するために、昭和51年の施設立地状況

に対しても2）で行った施設構成比による街区タイプ

の類型化を行い、昭和60年の街区タイプと比較するこ

とにより、昭和51年～60年の間に各街区にどのような

内部構成の変化が生じたかを明らかにした。この結果

を表4－5及び図4－13に示す。全体的な傾向として

IV型の街区が減り、1、ロ型の街区が増加しており、

裟

％か

表4－5　施設構成からみた

街区タイプの変化（昭和51～60年）

0

劫

1口　皿IV 計

1皿皿W

23　2　3　4

D031　4　0

S　419　5

W　7　429

32

R5

R2

S8

計 35443038 47

♂．

`

㎜
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12
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4図
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行↓口泊mmx
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綬殴校設喰霞腔
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　　　・・と造通管庫・朋．竃：。化敦念・療険詰《

抱＃施抱亮■商’施“施：熟庄宵百施抱庖““・彙轟㌔施鶏の

31

ｻの他施タ

3・

｡棒識庖腔

37

∠掾@

腔

38

�ｹ　

綬

35

^　　

亀

34

怐@　施融

33

S　　施殴

38

ﾐ　　施設

31

N　　

腔

30

縺@　

股

29

�@　

段

鵠記　　

段

口慕　　設20

ｶ　　

殴

酋研　　

腔

泊各　　施段控字　　施設22

､　　

宅

21

ｷ　　宅

頒一　　宅19

P　　　場

18

ﾔ　　　殴

17

V　　　腔

18

�@　　殴

15

｡・　　殴

　　　　　　　　　　　　　　　　　その他の施設

梅田地区における施設別床面積の変化（昭和51～60年）
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個別の街区の性質からみても、梅田地区は業

務、商業施設への特化が進んだという二とが

確認できる。このような街区タイプの変化に

ついて空間的にその特徴を明らかにするため、

図4－14に示す三種類の変化パターンを想定

し、これら三種類の変化パターンが生じた街

区を空間的に示した。二の結果から商業化が

進んだパターンBの街区は、その街区の周辺　　　　　　　注）街区数は表4－5を参照

に位置する商業集積の高かつた東部、南部の　　図4－13　施設構成からみた街区タイプ

街区である。二れらの街区では、商業施設を　　　　　　　　の変化（昭和51～60年）

集積させるための計画的行為は特になされなかったのに対し、業務化が進んだパターンAの街区

では市街地改造事業などによるピル建設が進められたと二うが多い。またパターンCの街区は阪

急梅田駅の北部に見られ、これらの街区は都心拡大の前線地区として、業務や商業を中心とする

都心的性格を持つ地区に変貌をとげつつあると考えられる。

4－5－3　用途混在に関する分析結果と考察

　二こでは都市核において生じている様々な土地利用用途の混在状況について、

図4－14

パターンA
業務化が進んだ街区

パターンB

商業化が進んだ街区

パターンC

業務商業非特化型から

混合型へ変化した街区

「混在指標」と

　くftPt　

■r・・一・＾

劉・・一・B

・遍・・一・c

　　　　　　　　　　　　　　　　｛注，昭和51卑～60年で床面積が増加した箇区について

施設構成からみた街区パターン変化の空間的特徴（昭和51～60年）
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いう概念によって分析する方法を提案する。この方法を梅田地区に用いることにより、その用途

混在特性を明らかにする。

1）混在指標の概念

　都市核における用途混在現象を分析する場合、その分析単位を街区としたのでは面積的に小さ

すぎて混在現象をうまくとらえることが難しいと考えられる。二のため、メッシュによる地域区

分に基づいて分析を行つた例もみられるが、都市核の場合は幹線道路などを隔てることによって

地区特性の違いがかなり大きくなると考えられる。このため、本研究では地区特性を考慮しなが

ら3～4個の街区を統合したブロックという地域単位をもとに用途混在の分析を行う。

　まず始めにご二で施設の混在とはどのような状況を指すのかを規定しておく。始めに各ブロッ

クごとに、そのブロックにおける総床面積の5％以上を占める施設をとりあげる。二の結果、あ

るブロックにおいて複数の施設が同時に抽出されたならば、二れらの施設はそのブロックにおい

て混在して立地していると判断する。二こでもし各施設がすべてのブロックで独立に立地するの

であれば、施設iと施設jが混在する（同時に立地する）確率は、　（施設iの立地する確率）×

（施設jの立地する確率）で与えられる。この値と実際に施設iと施設jが混在する確率の大小

を比較すれば、施設iと施設jの混在しやすさを判断することができる。

　本研究では以上のような考え方に基づき、直接確率計算法17）を用いる二とによって施設問の混

在の強度を表現する「混在指標」を提案した。ニニで施設iとjの混在指標Mijは基本的に次の

式（4－1）で表わされる。

　1　一　刈　一　声　P　一　1　（　●

k

　P　●　k　C

ふ

陶Σ炉　●

2
　＝

M

ニニに、

　Pij：施設iと」の立地が独立である場合

　　　　に、二れらの施設が同時にあるブロ

　　　　ックに立地する確率

　　N：累積混合ブロック数

　nij：実際に施設iとjが同時立地してい

　　　　るブロック数（表4－6に示す施設

　　　立地行列より得られる。）

表4－6

（4－1）

混在指標算出のための

施設立地行列

撒 1・・」・m 計

1 ● ●

■ ● ■

●

1 ゜°’nij’° ni

● ● ●

■ ● ●

m ● ●

許 ゜・・nj　・° N

注）ニニでnl」は施設iと施設」の立地が

　同時に生起している街区の数を示す。
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　この式から明らかなように、混在指標は一1．　0から1．0までの範囲の数値をとり、その値が大きく

なるほどその施設間での混在が生じやすく、マイナス値で混在が生じにくいことを表わす。

2）梅田地区における用途混在現象の分析結果

　ここでは1）で提案した混在指標を用いることによつて、梅田地区の施設混在特性を明らかに

する。梅田地区においては図4－15に示すような8種類の施設用途について混在指標の算出を行

ったIS）。この結果から、業務施設と一般店舗施設、遊興娯楽宿泊施設と一般店舗施設との間で強

い混在が見られることがわかる。他に混在状態がみられるのは、業務施設と運輸施設、業務施設

と文教・医療施設、業務施設と遊興娯楽宿泊施設の間である。一方、混在が生じにくいのは、官

公署・供給処理施設と集合販売施設との間で、特に官公署・供給処理施設は他のいずれの施設と

の間にも混在があまりみられない。梅田地区を代表する施設である業務施設は、他のすべての施

設間で＋0．2以上の値を示し、他施設との混在が顕著な施設といえる。二のような施設間の混在強

度は各都市核固有の特性を反映しており、施設間での普遍的な関係としては存在しないことが他

の都市核に対する研究から既に確かめられている。

4－5－4　高層化に関する分析結果と考察

　こ二では都市核における高層化の進展を分析する際に参考となる高層化指標を提案し、実際に

梅田地区において指標値を算出した結果について述べる。また、高層化の進展と施設立地がどの

ような関連を持っているかを、昭和60年と51年の高層化指標を比較する二とによって明らかにす

る。最後に高層化指標を用いる二とによつて現在定められている法定容積率の利用効率を概観す

る。

1）高層化指標の概念

　地区における高度利用状況を最も簡単に判断するには法定容積率がある程度の目安となる。し

かし現実的には法定容積率に定められた制限まで建物が建築されているとは限らず、地区によつ

［凡例］ 指標値 記号
運　　輸　　施　　設 連　輸 ◎

文教・医療施設 ● 文・医 ○
遊興・娯楽・宿泊施設 遊娯宿

ぴ8

ｿ3
|0．3

集合販売施設 ○ 集合販 ●

一般店舗施設 ○ ○ ◎ ○ 一般店

業　　務　　施　　設 O ○ ○ ◎ 業　務

一戸建て・長屋建住宅 ○ ● ● ● ○ 住　宅

官公署・供給処理施設 ● ○ ● 官公署

図4－15　梅田地区における混在指標
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ても法定容積率と実績容積率の隔たりはかなりばらつきがある。また実際の容積率は各建物ごと

に算出される値であり、都市核の高層化現象を分析するにあたって実用的と考えられる各街区レ

ベルでの実績容積率に相当する指標は現在まで適当なものがなかった。

　本研究では街区レベルで実際の高度利用状況を把握するための指標として式（4－2）に示す

高層化指標Kiを提案する。

Σ　Pij・aij
j

Ki　＝ （4－2）
Ai

こ二に、i：街区番号

　　　　j：建物番号

　　　　Ai：街区iの敷地面積（M2）

　　　　Pij：建物jの階数

　　　　aij：建物jの建築面積（m2）

2）梅田地区における高層化状況の分析結果

　梅田地区における高度利用の現状を明らか

にするために、昭和60年における各街区の高

層化指標を算定し、その値によつて各街区を

ランク分けした結果を図4－16に示す。なお

算定においてはデータの都合上、建物の地下

部分及び地下街については分析から除外して

いる。この図から明らかなように、商業床面

積、業務床面積が大きい街区において高層化

指標も大きくなつている。特に高層化指標が

大きいのは、御堂筋沿いの街区であり、二れ

に国道2号線、四ツ橋筋沿いの街区が続いて

いる。二のように梅田地区の場合には、中心

駅に近く、かつ幹線道路に面した街区におい

て最も高度利用が進んでいる二とが明らかと

なつた。

　次に、街区の施設構成と高度利用の関係を

図4－16　街区ごとの高層化指標
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図4－17にあらわした。二こでは各街区の高層化指標の値を円の大きさで示している。この図よ

り商業系もしくは業務系の床利用に特化している街区ほど高層化指標の値も大きい街区の割合が

高いことがわかる。

3）梅田地区における高層化の進展と施設構成の変化

　こ二ではまず、昭和51年～60年の間で、高層化がどのように進んだかを検討する。業務系、商

業系施設の各々について、高層化指標に対する累積床面積を昭和51年と60年で比較するため、図

4－18を作成した。二の図より業務系、商業系施設ともに高度利用が進展しており、業務系施設

は高層化指標7．0以上の街区における床面積が特に増加している。商業系施設については、高層の

百貨店等の建設により、曲線が左ヘシフトし　　　　　　　　　　　　　　　　　凡例

ているが、高層化指標4．0以下の街区において

は、実質的には高度利用の進展はあまり生じ

ていないことがわかる。

　次に、高度利用の進展と施設構成変化との

関連を明らかにするため、高層化指標の増加

率が特に大きかつた街区を取り上げ検討を行

つた。図4－19は昭和51年から60年にかけて

高層化指標が2．0以上の増加した街区である。

各街区においてピルの建築年数や街区固有の

条件が異なるため、二の図からだけで梅田地

高層化指標

業務系特化型
　　　　街区

㍉

嘘務▲非化

高層化指標

●10．0

■　5．0

　　1．0

（lll業務商業混合型街区

　　　　　　　⑩　　　　　　　　　冑集系施殴構成比→

図4－17　各街区における高層化指標と

　　　　　施設構成の関係

高層化指標

（1）業務系施設　　　　　　　　　　　（2）商業系施設

図4－18　各施設ごとあ高層花の進展（昭和51～60年）
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区の高層化の一般的傾向を完全に説明するこ

とはできないが、業務床の増加が顕著であっ

た幹線沿いの街区において指標値の上昇が高

くなっている。また、既に業務、商業に特化

している街区においても、この10年間に駅前

百貨店やホテルなどの建設によって、より高

密な土地利用がなされるようになったところ

も多い。これらの街区について、高層化が進

展するに伴って、その施設構成がどのように

変化したかを示したものが図4－20である。

昭和51年～60年にかけて、多くの街区が業務、

商業に特化した二とは既に述べたが、二の図

に示される街区はいつれもその顕著な例とい

える。高層化指標が増加した街区の中でも特

に業務施設に特化する街区が多く、ホテル、　　　　　萎

百貨店建設による商業施設へ特化していく街　　　　　柔

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設
区も一部にあることがわかる。より詳細な検　　　　　震

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　比
討によると、二のような高層化が進んだ街区

で最も増加した施設は、業務系施設の中でも

企業の事業所が特に顕著であつた。

4）高層化指標を用いた実績容積率の検討　　図4－20

　都市核における法定容積率がどの程度、制

図4－19　高層化指標の増加が著し
　　　　　かつた街区（昭和51～60年）

昭和ｯ叢昆㍉瓢織

　　　商薬系施設構成比→

高層化が進展した街区の

施設構成比変化

限近くまで利用されているかを検討するため、各街区ごとに高層化指標と法定容積率の関係を示

したものが図4－21である。二の図から次のような知見を得る二とができる。

①業務系特化型街区には法定容積率の高い街区が多いが、多くの街区がその制限いつばいの高

　度利用を行つている。

②　商業系特化型街区においては、高層化指標が法定容積率の値にかなり接近している百貨店、

　ホテルなどを中心とした街区群と、高層化指標が法定容積率よりもかなり低い街区群の二つの

　グループから構成されている。

③業務商業混合型街区では一部の街区を除いて全体的に高層化は進んでおらず、二の傾向は業

　務商業非特化型街区で一層顕著である。
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（1）業務系特化型街区
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■ ● ●
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●
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●

0 5．0 　　　　　10．
@定寝積率
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●
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●
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5．O

8
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●
●

■

●
8 ●
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高層化指標

　　　　　　　　　歯定SN軍

（2）商業系特化型街区

10．

5．O

● ●

1 8

●

8

1●
●●1

●

0 5．0 10．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法定客積亭

（3）業務商業混合型街区　　　　　　　（4）業務商業非特化型街区

図4－21各街区における法定容積靴高9化指標の鍵
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4－6　結語

　本章においては都市核の定義を述べ、その抽出方法を考案するとともに京阪神都市圏に対して

その方法を適用した。また、二の結果得られた都市核の特性を、その都市活動と施設立地に着目

し、マクロ的視点とミクロ的視点の両方から現況分析を行った。

　まず、4－2では都市核の設定法および現況分析に関する従来の研究を整理した。ニニで述べ

た分析課題について以下にまとめる。

①　現在までに都市核に相当する地区として、CBD等の設定方法に関する研究は進められてき

　たが、それらの多くは都市核の持つ都市圏の交通中心としての性格を明示的に考慮したもので

　はなかつた。

②　都市圏計画の策定に資するために、都市核に相当する地域の現況をマクロな視点から明らか

　にする試みは、その必要性に反してデータ制約の面などから現在まで十分に取り組まれてきた

　とはいえない。

③　都市核の地区計画を策定する前段階として、ミクロなレ〔ルで地区における施設立地の動向

　をとらえておく必要がある。しかし現在までに用途混合や高層化の進展などといつた都市核固

　有の問題に対して扱いやすい形で情報が整理されていないというのが実状である。

　次に、4－3では都市核の定義を行ったうえでその設定法を提案し、京阪神都市圏において適

用を行った。二の設定法は、①鉄道駅の乗車人員、②従業者数密度、③都市型産業従業者比率、

④地区中心からの距離の4つの指標を用いる二とによって段階的に都市核の範囲を求めていく方

法であり、以下のような長所を持っている。

①　都市活動の集積地と重要な交通拠点という都市核の持つ二つの側面から都市核に相当する地

　区をもれなく選定することができる。

②　国勢統計区を設定の最小単位としているため、都市核の条件を満たす地区を高い精度で特定

　することができる。

③　既存の統計調査から得られるデータのみを用いているため簡便で、なおかつ操作性が高い。

　この設定方法を用いる二とによって、京阪神都市圏から47の都市核を抽出する二とができた。

　4－4では4－3で設定した47の都市核をとりあげ、その産業活動の現況と変化について分析

した。ニニで得られた結果を以下にまとめる。

①京阪神都市圏において都市核は産業活動のシェアを低下させており、中には従業者数の減少

　が生じている都市核もあることが明らかになつた。この傾向は特に現業系の業種において顕著

　であつた。
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②都市核はその規模や特性の面で多様性に富んでいることを示した。特に地区の成長力も都市

　核によって大きな違いがあり、サービス系業種に特化した地区や自動車利用者を念頭において

　計画された郊外都市核において高い成長がみられた。二の反面、現業系業種の占める割合が相

　対的に高い都市核や都心周辺の旧来のままの商業地を中心とする都市核では都市活動水準が低

　下している場合もみられた。

　また、4－5では、京阪神都市圏を代表する都市核として大阪梅田地区をとりあげ、ミクロな

視点から施設立地分析を行った。二こで得られた結果を以下でまとめる。

①　都市核における施設立地分析を行うに際して用途の混在状況を記述するために「混在指標」

　の提案を行った。二の混在指標は、直接確率計算法を用いることによって各施設の立地現象が

　独立して生起すると考えた場合の各施設の同時立地確率から、現実に各施設の混在が生じる確

　率を差し引くことによつて算出を行つた。二の指標値を梅田地区において算出した結果、地区

　における用途混在の状況をよく反映した指標である二とが明らかになった。

②都市核における高層化の進展を記述するために、「高層化指標」の提案を行った。二の指標

　の算出においては、街区の総床面積を分子に、街区の総敷地面積を分母に用いたため、街区ご

　との実績容積率と同じ意味を持つ指標であるということができる。この指標を梅田地区に適用

　したと二ろ、幹線道路沿いの街区を中心として近年業務系機能への特化が一層進んできており、

　二の現象は土地の高度利用化と同時進行している二とが示された。また一方で商業系機能も増

　加しているが、これは必ずしも高度利用化と結びついた現象ではない二とが明らかになった。

③詳細な分析がなされていなかった、梅田地区のような高密度な都市核における法定容積率の

　不完全利用の状況を、街区の特性との対応の上で明らかにすることができた。また、地区にお

　ける外周部の街区においては都心型土地利用への推移が現在も続いており、明確なピジ田ンに

　基づいた効率的な誘導策が今後必要になることが示された。
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5　都市活動の地区評価に着目した都市核の整備課題の分析1ド引

5－1　概説

　都市核が都市圏の核たるゆえんは、そこに立地する業務・商業を中心とする様々な都市活動が、

業務や販売及びサービス供給などを始めとする盛んな活動を行っている二とにある。都市核の活

性化を議論するためには、まず第一に都市核に存在する様々な都市活動の活動水準がどのような

立地条件のもとで向上するかについて十分な検討を行う必要がある。都市活動からみた活性度の

高い都市核というのは、都市活動をとりまく都市環境が良好で、各都市活動が快適にその本来の

活動を行うことができるような地区であるといえよう。また、都市活動は立地に際して、もしく

は立地している状態においてその立地条件に対して様々な評価意識を持っていると考えられる。

その評価内容は各都市活動の活動内容と密接に関わっており、評価の程度に応じて活動主体はそ

二に立地するか、もしくは立地し続けるかどうかを決定することになる。つまリニのような各都

市活動の地区評価状況をみる二とにより、都市整備のニーズを間接的に知る二とができる。また、

都市整備に対するニーズが高いのにもかかわらず整備状況の低い評価項目があれば、今後それを

重点的に整備していく必要があると考える二とができよう。

　本章では都市核に立地する様々な都市活動に着目し、活動内容が異なる二とによって各都市活

動が様々な立地条件に対して持っている評価意識の違い（これを以下では「地区評価特性」と呼

ぶ）をまず明らかにする。また都市活動の現在の立地条件に対する実際の評価を把握し、それを

向上させるためにどのような都市整備を行っていくのが望ましいかを検討する。

　まず、5－2で都市活動による地区評価に関する従来の研究について述べる。また、本章で行

なう分析についてその内容と特徴を述べる。

　次に、5－3では大阪市における事業所活動を対象に、その活動内容が異なる二とによって立

地条件に対する評価意識がどのように異なるかという都市活動ごとの地区評価特性の違いを明ら

かにする。特にニニでは類似した地区評価特性を持つ都市活動をまとめた新しい業種分類の提案

を行う。

　5－4では5－3で提案した業種分類ごとに立地条件評価モデルを作成し、どのような立地条

件が各都市活動にとって立地条件の総合評価のうえで重要な役割を果たしているかを明らかにす

る。

　また、5－5では現在の立地条件に対する都市活動の評価をもとに、各地区においてどのよう

な都市整備が求められているか、そのニーズを明らかにする。

　最後に5－6において本章で得られた考察をまとめる。
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5－2　都市活動の地区評価に関する検討課題と本研究の視点

5－2　一一　1　都市活動の地区評価に関する従来の研究について

　都市活動の地区評価という課題に対し、現在までアンケート調査を用いた研究が数多く行われ

てきた。二れらの中には、評価意識の多様性を実証的に明らかにした上で地区評価のモデル化を

試みた研究や、立地要因と都市活動の立地状況に関するメッシ邑データを用いて両者の関連を明

らかにした研究も含まれている。またCBD内に立地している事業所の立地上の問題点をアンケ

ート調査によって明らかにし、今後の計画のあり方について論じた研究もみられる4）5）。二の他

にも近年では実験計画法において用いられる直交表を利用した直交多属性評価モデルを適用する

ことによって、都心商業地に対する評価を行なう方法も提案されている6㌔一方、業務・商業活

動以外の都市活動として、工業活動や居住活動に対しても、現在までに各活動主体による地区評

価に関する分析は多様な観点から行われている〒》3㌔

　以上のような従来の研究から都市活動の地区評価という分野において多くの成果が得られてい

るが、いずれの研究においても分析において次の三点が大きな問題となっていると考えられる。

①都市活動の地区評価は業務内容や従業員数などの業種以外の属性によって大きく影響を受け

　る。二のため二のような多様な属性を分析において考慮する必要がある。

②買物などで商業地を選択する地区利用者は各商業地に対して自分が持つ評価に応じて地区を

　その度ごとに選択できるのに対し、本章で対象とする事業所活動をはじめとする都市活動は一

　度特定地点に立地すると現在の立地条件に対する評価がたとえ悪くても移転は容易ではない。

　二のため現立地点の立地条件に対する「満足性に関する評価」だけではなく、その都市活動が

　本質的にどのような立地条件を重視しているかという「重要性に関する評価」を明らかにしな

　いと本来の意味での地区評価分析としては十分でない。

③各都市活動の属性の違いを考慮した上で、実証的分析として説得力の高い結論を導くために

　は、多くの調査サンプルが必要である。

　都市核の都市活動に対して有効な立地条件の改善を行っていくためには、．二れらの問題点を何

らかの形で解決した実証的分析の結果を得ることが必要と考えられる。

5－2－2　本章における分析の内容と特徴

1）本章で行う分析内容

本章では二れらの課題にこたえるため、都市活動として都市における事業所活動をとりあげ、
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アンケート調査データをもとに、都市活動の地区評価に関する実証的分析を行う。本章の全体的

な分析内容をフロー図として図5－1に示す。本章の分析は次に述べる3つの段階から構成され

ている。

①評価主体グループの設定

　　立地選好という観点から事業所活動を整理し、各事業所活動の地区評価特性を明らかにする。

業務パーソントリップ調査データ

フ＝イスシート　地区評価項目に対する重要度　地区評価項目に対する満足度

：①評価主体グループの設定

基礎的集計

事業主体の設定

事業主体ごとの

サンプル得点

各事業主体の地区

評価項目選択率

因子分析の適用

事業主体のグルーピング 因子軸の解釈

評価主体グループ

eロロ－ロ　ロ　の－－ロロ－－ヨコ　－コ　　　ロロ　　エ－－－－－－ロロコ　ココ．．－．．ロ　コ　コ　　コ．．．　．　．ラ1

　②立地条件評価モデルの作成（各評価主体グループごと）

立地条件評価モデルの作成

立地評価項目のウエイト

③都市核の整備課題に関する考察

一一一一一＿一●＿一◆⇒一・一⇔，＿一，一，，－J

都市活動の立地条件

に対する評価状況

　　　　　　　都市整備に対するニーズ

図5－1　都市活動の地区評価に関する分析フロー
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　また本章の分析における業種分類に相当する分析単位として、地区評価特性の類似した事業所

　を「評価主体グループ」として類型化する。

②立地条件評価モデルの作成

　　設定した評価主体グループごとに立地条件評価モデルを作成し、各立地条件が地区の立地条

　件の総合評価に対して持つウェイトを明らかにする。

③都市核の整備課題に関する考察

　　アンケート調査の結果から、各評価主体グループが現在の立地場所に対してどのような評価

　を行なっているかを明らかにする。二の結果と②から得られた結果を総合化することによって、

　どのような都市整備に対するニーズが存在しているのかを検討する。

　なお、本研究で使用するアンケート調査データは、昭和55年に大阪市において実施された業務

パーソントリップ調査における立地条件に対する評価に関連する質問項目に対する回答結果であ

る。

2）本章で行う分析の特徴

　本章で行う分析の特徴を簡潔にまとめると以下のようになる。

①　様々な都市活動の立地条件に対する評価意識というものが、基本的にどのような因子から構

　成されているのかを、アンケート調査の回答を分析する二とによって検討する。また、特定の

　都市活動を対象とした限定的な分析ではなく、都心における事業所活動全体を網羅した分析を

　行う。

②　既存の業種分類である日本標準産業分類に基づく業種大分類は事業所活動の多様な地区評価

　特性に対応した分類であるとはいえない。二の業種大分類を用いる限り、例えば各業種の中枢

　管理的な機能とルーチンワーク的な機能を分離して各々の整備課題を議論することは不可能で

　ある。二のため本章では地区評価特性の類似した都市活動をまとめ、新たに評価主体グループ

　として提案する。その際、地区評価特性に大きな影響を及ぼすと考えられる業務内容などの業

　種分類以外の事業所属性も考慮する。

③　各活動主体にとって重要な地区評価項目はその都市活動の活動内容によって異なると考えら

　れる。二のため本章の分析では各評価主体グループが、様々な立地条件に対してどのようなウ

　ェイトづけを行っているかをモデルを用いた分析によって明らかにする。

④　地区評価項目に対するウェイトと、その評価項目に対する実際の評価状況を各評価主体グル

　ープごとに比較する二とにより、どのような都市整備が各都市核において必要であるかを明か

　にするための方法を提案する。

⑤分析においては業務パーソントリップ調査において対象とされたサンプルが地区評価項目に
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　関する質問に対して提示した回答を用いる。

このため分析において、十分なサンプル数を

確保することができる。

5－－3　評価主体グループの設定

5－3－1　事業主体の設定

　地区評価特性の類似した評価主体グループ

を設定するにあたっては、まず分析の最小単

位となる事業主体の設定を行い、そのうえで

二れら事業主体のうち地区評価特性の類似し

たものをグループ化するという手順をとる。

本研究で使用したデータは昭和55年に大阪市

において実施された業務パーソントリップ調

査・事業所調査表のうち、表5－1に示す各

サンプルの属性を示すフェイスシートと、主

要な地区評価項目に関する重要度及び満足度

の回答を用いた。二のアンケートでは同じ会

社であっても本社、支社、営業所を各々別の

事業所とみなして調査がなされており、回答

は各事業所の代表者によってなされている。

本章における分析では都市核域に存在する事

業所のみでは分析に十分なサンプル数が得ら

れないため、大阪市域に存在するサンプルを

すべて対象として分析を行う。：の結果欠損

値を除いた全サンプル数は4，843となり、その

業種別サンプル数とサンプル率を表5－2に

示す。まずここでは表5－1に示したフェイ

スシート項目について基本的な集計を行い、

またフェイスシート項目間で関連分析を行う

ことにより事業主体の設定を行なう際に指標

表5－1 業務パーソント1）ップ調査の

地区評価に関する調査項目

分類 評　価　項　目

① 所在地

② 形態（民営、公営の別）

③ 業種（9分類）

事業所の属性

④ 業務内容（7分類）

⑤ 就業者数（人）

⑥ 占有延床面積（㎡）、他

① 鉄道・バスの便利さ

② 付近の道路の広さ

③ 駐車のしやすさ

地区評価項目

④ 住んでいる人の多さ

⑤ 人通りの多さ

⑥ 取引先との近さ

⑦ 同業者との近さ

現在の立地場所に対する総合的な評価

（注）地区評価項目は各々について、その

評価項目に対する①重要性の評価、②現

在地の評価の両方の質問がなされている。

表5－2 各業種ごとのサンプル数と

サンプル率

業種 劣函 劣函
① 建設業 272 0，022

② 製造業 1054 0，023

③ 卸売業 721 0，020

④ 小売業 1109 0，017

⑤ 飲食店 552

⑥ 金融・保険業 119 0，032

⑦ 不動産業 126 0，OlO

⑧ 運輪・通信業 145 0，020

⑨ サービス業 745 0，017

合計 4843 0，019
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として用いるフェイスシート項目の選定を行った。

　分析の結果、事業主体の設定に有効な属性として、表5－3に示すように業種（9分類）、業務

内容（6分類）、床面積規模（3分類）、立地点（3分類）の4属性が地区評価に対して大きな影響を

持っていることが明らかになった。立地点についてはより細かい分類を行うのが理想的であるが、

立地地点に対する質問項目の制限上、ニニでは地区評価項目の重要性評価に有意な差異が認めら

れる3分類を採用している。またこの4属性をすべて採用して事業主体の設定を行うと、1事業

主体当りのサンプル数が少なくなりすぎて意味ある分析を行うことができないため、組合せにお

いては次の4つの条件を考慮した。

①　同一の事業主体内では各事業所の立地要因に対する重要性評価の傾向が類似していること。

②　異なる事業主体間においては各事業所の立地要因に対する重要性評価の傾向が類似していな

　いこと。

③　具体的な事業所の状況をイメージしやすい組合せである二と。

④各事業主体がある程度のサンプル数を持つこと

　これらの条件のもとで様々な組合せについて検討した結果、最終的に36種類の事業主体を設定

することとした。

5－3－2　事業主体の類型化

地区評価項目に対する重要性評価という点で類似した事業主体をグルーピングするために因子

分析（主因子法）を適用する。具体的には次

のような手順で類型化を行う。
表5－3　事業主体の設定に有効な属性

①　設定した各事業主体が各地区評価項目に

　対して「重要である」と答えた比率をデー

　タとし、各地区評価項目に対して算出され

　た因子負荷量を用いて得られた因子軸を解

　釈する。

②各事業主体の各因子軸における得点を計

　算し、因子空間上で各事業主体がどのよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　床面積
　に分布しているかをみる。　　　　　　　　　規模

③　最後に各事業主体の因子得点に対しクラ

　スター分析を適用し、事業所の属性を考慮

　しながら立地要因の重要性評価という点で

①建設業、②製造業、③卸売業

④小売業、⑤飲食店、⑥金融・保険業

⑦不動産業、⑧運翰・通信業

⑨サービス業

①管理・事務、②サービス

③仕入・販売　④保管・運輸

⑤製造・加工、⑥工事

①大規模（500■2～）

②中規模（60～500m2）

③小規模（～60m2）

①都心3区（北、東、南区）

②準都心5区（福島、西、天王寺、浪速

大淀区）　　　　　③その他の地区
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図5－2　因子分析の結果

　類似した選好性を持つ事業主体のグルーピ

ングを行う。

　各地区評価項目について「重要である」と

答えた比率をデータとして、因子分析を行つ

た結果、2本の因子軸を得る事ができた。因

子空間における各地区評価項目の散布状況を

図5－2に示す。これより第1因子軸は、項

目の中でも「住んでいる人の多さ」、「人通

りの多さ」がプラス側にきいているため、『

顧客へのt一ビス特性軸』と解釈でき、第1

因子の値が大きくなるほど近隣の顧客を対象

とし、値が小さくなるほど広域的なサービス

を提供する傾向にあるものと考えられる。ま

た第2因子軸は「付近の道路の広さ」、「取

引先との近さ」といつた項目の因子負荷量が

大きいため、
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2

注）図中の番号は図5－4に示す事業圭体の

　　番号に対応している。

図5－3 因子空間における各事業主体の
類型化

　　　　　　『自動車の利便性軸』と考えられ、第2因子の値が大きくなるほど、事業所周辺で

の駐車のしやすさなどの自動車の利便性が重要である二とを意味している。

　次に、立地要因の重要性評価が類似している事業主体をまとめた評価主体グループを設定する

ために、各事業主体のもつ2軸に関する因子得点を求め、二の結果に対してクラスター分析（最

近隣法）を適用した。業務内容などの属性を考慮したうえで結果的に図5－3に示すような7つ
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の評価主体グループが設定でき、各グループの特徴をふまえた名称をつけた。こ二で記号のCは

自動車による利便性を重視しているグループ、NCは自動車による利便性を’それほど重視してい

ないグループを示している。各グループを構成する事業主体の具体的な内容については図5－－4

に示す。この結果から事業所の立地要因はその業種区分だけではなく、業務内容等の属性によっ

ても大きく異なる二とを確かめる二とができた。また、二のようにして設定した評価主体グルー

グループ 構成する事業主体 シ弥
①　② ③ ④　⑤ ⑥ ⑦

名称 数 ％　％ ％ ％　％ ％ ％

1 サービス桑　　官理・事務

製造・加工

1 サービス型 サーピス1 613

サービス2

サービス3

不勤産案　　　サーピス

金盈・保険案　1

2
金融・： 3 246

不動産型 不動産業　　官理・事葛

小売泉　　　　サービス

運翰・違信粟　サービス

小売薬　　　　管理・事務

3 C商業型 仕入・販発 359

仕入・販

飲食店　　　製造・加工

小亮案　　　　製造・加工
’

仕入・販売4

NC商業型 飲食店．　　　仕入・販売 1182

サービス中

サ・一ビス小

建設某　　　　工事1

工事2
C現業型． 工事3

一8771

製造薬　　　官理・事奮

製造・加

製造・加工

建設某　　　管理・事務
6 　　AmC現業型 製造薬　　　仕入・販亮 456

製造・加工d

卸売業　　　　管理・事務

卸亮業　　　　製造・加工

仕入・販

7 送型 仕入・販売 惚
仕入・販亮4

運翰・通信業保管・運始

　　　　　　　凡例

1：都心部、2：準都心部、3：周辺部

大：床面積500m2～、中：60～500m2

小：～60m2

注）①～⑦は表5二1に示した評価項目に一致している。

　　トーン部分の長さがその評価項目に対して「重要で

　　ある」と答えた者の比率を示す。

図5－4　事業主体の類型化結果と各項目に対する重要度評価
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プにおいて、同一グループに属する事業主体の重要性評価の傾向は類似しており、かっ異なるグ

ループ間では重要性評価の傾向が異なることが図5－4から読みとれる。二のことから地区評価

項目の重要性評価の側面から適切な事業所分類を行うことができたと考えられる。

5－4　立地条件評価モデルの作成

　本節では各評価主体グループごとに、数量化理論II類を適用することにより立地条件評価モデ

ルの作成を行う。具体的には説明変数として各項目別の現在地の地区評価項目に対する回答を、

外的基準として現在地の総合評価項目に対する回答を用いる。また、この結果得られる各項目の

偏相関係数をもとに、評価主体グループごとに各地区評価項目に対するウエイトを求める。

　立地条件評価モデルの作成結果を表5－4に示す。なお分析過程において、あるグループでは、

一、二の地区評価項目においてカテゴリー値の符合条件や説明力に問題が生じたためそのような

項目は除外したうえで分析を行なつた。ニニで示されるカテゴリー値については、正の値のもの

が総合満足度が「良い」側の回答を説明している。例えば、C現業型グループでは、「住んでい

る人の多さ」については、「少ない」方が総合満足度が高くなっている二とがわかる。

　次に、各評価主体グループにおいて地区評価項目の偏相関係数の総和が1．0となるように基準化

して、各地区評価項目に関するウェイトを求めた。二の結果が図5－5である。二の図から以下

のようなことがわかる。

表5－4　事業所立地評価モデルの作成結果

k：カテゴリー値、r：偏相関係数

評価主体

Oループ

サーピス型 金■・

@　不動産型

C商集型 NC
@商桑型

C現案型 NC
@現秦型

翰送型

評価項目 力予プ■一 k　l　r k　l　r k　；　r k　l　r k　l　r k　l　r k　lrΦ鉄道・パス

@の便利さ

　良い’　一　’　一　一　■　一　●　’

@幕い

　0．351
Fi：i；1α40

匹321
F商’1α56

0，291
F≡「α38

o，3τ1

�P：硝゜38
匹321

�堰F万’iα32
0，311

�奄戟c石α36
　0．311’二llir1回

②付近の道路

@の広さ

　広い●　”　一　一　≡　一　■　●

@狭い

　o．23；
O：ii”iα“

し081
ﾂi三’1α09

0．13；

C≡i「1仏08
0．13　；

�i’1α07
ひ32　1

�l6’iα15
　0．43；’二6：百’iα21 　0．381’：6：：i”io・21

⑨駐車の

@しやすさ

しやすい一　一　”　一　’　一　一　一

0．06　1

しにくい

・・一・一’一．0．03－0，041 駄231
≠堰G’1α13

0．33　1

p了；s1ぴ14
0411

�ﾜ逼“1⑪5
乱361

�qw’言ぴ18

　0．25　1”°”一一・・0．12－0．16　1

　Ol81’：ぴir’i⑳

④住んでいる

@人の多さ

　多い・　・　’　．　一　≡　一　●　■

ｭない

　　　：・　・　’　一　”

@　　■

o．02　1

≠Ui’1α01

　　　：・　・　’　●　．　・

@　　1

0，071
ｱ㍉’1α゜5

一α19；’旙万’1臥tO 　　　：’一■●一

@　　‘

一●161－’6：ir’iα゜8

⑤人通りの

@多さ

　多い・■’・≡．一・一

ｭない

　0．40　1

ｹ5r’iM4
翻71

Si’1ぴ14
0，561

ﾂ“’1α37
0，531
�ﾋ’1Ω1

α171
F輌硲’1⑪・

　0481一二6：iど’iα10 　仏191°’”・・…　040　　　：－046

⑥取引先との

@近さ

　近い・　”　・　．　■　●　●　●

@遠い

　0．141
ﾕii”iぴ11

α061
ci’1α07

　　　1…　　　　　　一　．

@　　■

0．07　1

�｡’1ぴ07

仏211’⑳◆’’”：0・11一α23　．
　0．13　1’’’’’’”10・“－o。25　1

　0．161’：6：…τ’iα10

⑦同集者との

@近さ

　近い・　－　S　●　■　’　●　●　●

@違い

一α081’◆’◆’’”｛0・08　0．22　・

α00；
諛l6「1σ01

一〇．031’”ウ”『0・040．U　・

一α041’戸゜iぴ07 0」5　1

ｱ示゜iα08

　044｛’’’’’’”10」0－0．20　．

一〇．021－’6：6r“iα01

相関比 0，587 0，813 0，605 α581 0．5“ 0，580 0，553
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①いずれのグループにおいても「鉄道・バ

　スの便利さ」のウェイトが高く、特に都心

　での立地が中心となる金融保険型グループ

　においてこの傾向は顕著である。また、自

　動車利用を重視すると考えられるグループ

　においては、他グループと比較して「鉄道

　・バスの便利さ」に対するウエイトが相対

　的に低くなつている。

②商業型グループは車利用の重要性にかか

　わらず、一様に「人通りの多さ」を重視し

0　　10　20　30　⑩　　50　60　70　80　90　100％

不動産型

c醸型㎏圏■圏圏一刻
NC商業型巴圏國國司亡自塵密白

c現鯉㎏謡鵠匿一NC現案型

・・ua垂狽ll
　　　　　　　曜　　　　α3
　　　　良コ・パス　↓　⑦　　　　St口o　　億んでいる　人遺9の　腹引免との岡Slとの
　　　　のα■雷　　の広倉　　しやすぎ　人の多●　　多●　　遼●　　　垂宕

　注）グループ1．3．6におけるQ4．グループ3｛こおけるQ6に関してttカ
　　テゴリr櫨の符合が適切でなく、かっウエイトが鶴いため分析から除外した●

図5－5　各事業所グループの立地評価項目

　　　　　に対するウェイト

　ている。また商業型グループに次いで「人通りの多さ」を重視しているのはサービス型グルー

　プで、二れら商業、サービス活動は町のにぎわいがその評価要因として大変重要である二とが

　わかる。

③現業型や輸送型グループにおいて「付近の道路の広さ」や「駐車のしやすさ」が相対的に重

　視されている。すなわち、これらの都市活動にとつては、その活動基盤として周辺地域の道路

　整備水準の高さが重要になっている。

5－5　都市活動の地区評価からみた都市核の整備課題

5　一一　5－1　都市活動の立地条件に対する評価

　都市核において地区整備を行っていくに際しては、基本的に二つの考え方が存在する。一つは

現在悪い点を重点的に改善していくという考え方であり、もう一つは現在の地区状況に左右され

ない新しいコンセプトに基づいて地区を改変するという考え方である。ニニでは主に前者の視点

から対象地区ごとにどのような整備を行なうのが望ましいかを整理する。ニニで最も問題となる

のはウェイトが大きいにもかかわらず、現在の評価が低い評価項目である。本節では、地区評価

項目の満足率に関する回答を用いることによって、各評価主体グループごとに、今後優先的に整

備する二とが望ましい地区評価項目を選定する。そして選択した項目について地区評価状況の空

間的パターンの分析を行い、立地環境整備の方向性を検討する。

　図5－6に大阪市全域のサンプルを対象に、各グループごとの各項目に対する満足率を計算し

た結果を示す。ニニで満足率とは各項目の満足度に関する回答のカテゴリーのうち、立地条件評

価モデルにおいて高いカテゴリー値が得られた側の選択肢を選んだサンプル数を全サンプル数で
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割つた百分率である。この図より、全グルー

プにおいてウエイトの高かった「鉄道・パス

の便利さ」については比較的高い満足率が得

られているが、他の項目については満足率は

全体的に必ずしも高くないことがわかる。こ

こでは前節の分析で得られたウエイトが0．15

以上であった項目のうちで満足率が5割に満

たなかったものを図中に＊印で示した。各評価

主体グループにとっては二の＊印のついた項目

を改善するような形で都市整備を行っていく

目■部分が「重要である」と答えた者の比率

　＊：ウエイトが0．15以上で満足率が

　　　　　5割に満たなかった評価項目

図5－6　各事業所グループの満足率

ことが望ましいと思われる。ただし、商業型グループの場合などでは、特に自動車利用に関する

満足度が低くなっているが、これは集積の利益を受けている分だけ自動車利用が困難になった結

果でもある。実際に地区整備を行なう際にはこのような地区評価項目間のトレードtフの関係に

も留意する必要がある。

5－5－2　地区評価結果に基づく都市整備課題の考察

　最後に、図5－6において＊印をつけた各グループのウエイトが高く、かつ満足率の低い地区評

価項目に着目し、大阪市のどの地域においてどのような整備を行えば、各グループの地区評価の

向上にとって有効であるかについて考察する。なお、各地点ごとに得られるサンプル数は必ずし

も十分ではないため、本節の分析ではある程度のまとまりのある行政区を単位として分析精度か

らみて必要なサンプル数の確保を行う。

　まず、図5－6の結果に基づきサービス型、NC商業型グループにおいて「人通りの多さ」に着

目することとする。図5－7（1）、（2）にその行政区別満足率を示す。二れより両グループとも都

心3区における満足率が高く、周辺部（特に北、東南部）で低い満足率になつていることがわかる。

二れら周辺部においてショッピングモールの整備や都市再開発を実施する二とにより、この課題

はある程度解決されると考えられる。次に図5－7（3）～（5）C現業型グループの「付近の道路

の広さ」、「駐車のしやすさ」、NC現業型グループの「付近の道路の広さ」に関する行政区別満

足率を示す。この結果から「付近の道路の広さ」に関しては、幹線道路密度の高い行政区におい

て高い満足率が得られているのに対し、「駐車のしやすさ」に関しては、都市活動の密度がそれ

ほど高くない都心部の外周において満足率が高くなっている。以上の事から都心においては駐車

場の整備、周辺部においては駐車場、幹線道路の整備が現業型グループにとって望まれている。
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（Dサービス型グループの　　　　　（2）NC商業型グループの
　　「人通りの多’さ」に対する満足率　　　　「人通りの多さ」に対する満足率

（3）C現業型グループの「付近の

　　道路の広さ」に対する満足率

（4）C現業型グループの「駐車の

　　　しやすさ」に対する満足率

凡例

■m足lsooX以上
t　】　msgso－eOs

口満足率50s未満

回，”5鼓不十分のため

　　　除外した’1－’」

（5）NC現業型グループの「付近の

　　道路の広さ」に対する満足率

図5－7　特定評価項目に対する行政区別の満足率
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5－6　結語

　本章では、各都市核の活性化をはかるには、都市核における都市活動が良好な立地環境のもと

で活動が行えることが基本であるという認識に立った。二のため、業務・商業活動を中心とする

事業所活動に着目し、まず立地条件に対するアンケート調査をもとに事業所活動の活動特性が異

なることによって地区評価特性にどのような差があるのかを把握した。また、立地条件評価モデ

ルを作成することによって、各事業主体がどのような立地条件を重視しているのかを明らかにし

ている。これに加え、各事業主体の現在の立地条件に対する評価状況をもとに、どのような都市

整備が各地区において求められているかを示した。

　まず、5－2では都市活動の地区評価に関する従来の研究の整理を行い、以下のような点に着

目した研究を行う必要があることをまとめた。

①　既存の業種分類は都市活動の地区評価特性をふまえたものになっておらず、同一の業種でも

　業務内容等が異なる二とによって地区評価特性が大きく異なる場合も存在する。このため、ど

　の都市活動がどのような地区評価項目に対して課題が有ると考えているのか、また、ある立地

　条件の改善によつてどのような都市活動にその改善効果が現われるのかを知るためには、各都

　市活動の地区評価特性を反映した業種分類を提案する必要がある。

②立地行動は人間のトリップ行動などと異なり、基本的に各主体にとつては発生頻度の少ない

　現象である。これは現在の立地条件に対して不満を持ちながら、移転を行わずにその地点に立

　地を続けている立地主体が少なからず存在する二とを意味している。二のような特徴を持つ立

　地現象について、どのような立地環境が各活動主体にとって望ましいかを検討するには、現在

　の立地条件に対する評価データだけからでは十分な解答を得る二とはできない。本質的に各立

　地主体がどのような立地条件を重視しているのかを知る二とによって、始めてあるべき都市整

　備が何であるかを論じることができる。

　また、本章ではこのような課題に応えた分析を行うことを述べた。

　次に、5－3では地区評価特性が類似した事業所をアンケート調査の回答をもとに、因子分析

とクラスター分析を適用する二とによって類型化し、各々の地区評価特性の違いを具体的に明ら

かにした、この結果、次に述べるような成果が得られた。

①　各事業所活動の地区評価特性を明らかにするために、立地条件に対する重要性評価の回答に

　対して因子分析を行ったところ『顧客へのV一ビス特性』と『自動車利用の利便性』という2

　つの因子を得ることができた。

②　因子分析の結果から各事業主体の因子得点を算出し、その値を基準として地区評価特性の類’

一81一



　似した事業主体をクラスター分析を用いる二とによって7つの評価主体グループに類型化する

　ことを提案した。この結果、商業型や現業型の事業主体は、共に自動車利用の利便性を重視す

　るグループと重視しないグループに大きく分類されることが明らかになった。

　また、5－4では各評価主体グループが現在の立地点における立地条件を総合的に評価する際

の、各地区評価項目それぞれの相対的比重を推定するための立地条件評価モデルを作成した。ま

た、そのモデルを大阪市域における4，843のサンプルデータに適用し、このモデルが各種事業所の

立地選好を十分に説明していることを明らかにした。二のモデルの作成に用いるデータは、外的

基準値、説明変数値ともカテゴリカルデータであるため、本研究では数量化理論1類を適用して

モデルの推定を行っている。本モデルの適用により定量化された地区評価項目のウェイトから、

以下のようなことが明かとなった。

①　どの評価主体グループにおいても、「鉄道・バスの利便性」が特に重視されている。

②商業系グループでは「人通りの多さ」に対するウェイトが他のグループよりも特に高い。

③自動車利用がその活動のうえにおいて重要な部分を占めている輸送型や現業型の評価主体グ

　ループでは、　「付近の道路の広さ」や「駐車のしやすさ」が重要な評価項目となる。

　5－5では現在の立地条件に対する各評価主体グループの評価から、どのような立地環境を整

備する必要があるかを考察した。ニニでは以下のような結果が得られている。

①サービス型業種、商業型業種においては「人通りの多さ」、現業型業種においては「付近の

　道路の広さ」といった評価項目でそのウ＝イト値が高いのに反して満足率が低くなっている。

　第3章で京阪神都市圏の内部構造変化を分析した際に商業は人ロの郊外化と軌を一にして分散

　し、工場が高速道路等の活動基盤の整備された地区に展開が進んでいることを明らかにしたが、

　この結果から都市圏構造の長期的な変化は、各活動主体の地区評価を反映したものである二と

　が示唆された。

②空間的に現在の立地条件に対する評価状況をみた場合、一例として郊外部では「人通りの多

　さ」に対する評価が低いのに対して、都心部では自動車利用の利便性に関連する項目の評価値

　が低くなっており、整備課題が地区によってどのように異なるのかを明らかにする事ができた。

　今後の都市核整備においては、各都市核の都市圏の中における位置に応じて、整備課題を解決

　していく必要がある。
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6　都市活動のポテンシャルに着目した都市核整備の効果分析1）～6）

6－1　概説

　本章では、都市活動のうち特に都市核において集積のみられる活動を取りあげ、その活動条件

の高さを「ポテンシャル」という概念を用いる二とによって表現する。そして各種の都市整備を

行うことによって各都市核におけるポテンシャルがどのように向上するかを定量的に把握するた

めの方法論と実証的な分析結果を提示する。

　まず、6－2では都市活動の立地に関する既往の研究と本研究の特徴について述べる。こ二で

は特に都市活動の立地量の推計や立地条件の変化に伴うインパクトに関する実証的な研究を中心

に、本研究で特に考慮した都市活動の立地に関する集積経済の影響に関する研究についても言及

する。

　次に、6－3では都市活動に対するポテンシャルの高さを推計するための「ポテンシャル推計

モデル」を提案する。二のためにポテンシャル概念と、ポテンシャルに影響を与えると考えられ

る要因の整理をもあわせて行う。

　6－4では京阪神都市圏を対象に、6－3で提案したポテンシャル推計モデルのケーススタデ

ィを行なった結果を示す。またモデルによって生じる残差や他年時に対する適用結果を通じて、

提案したモデルの精度に対して検討を行う。

　6－5では二のように作成したポテンシャル推計モデルを用いる二とによって、実際に京阪神

都市圏で実施が予定されている交通網整備計画の効果を計測したインパクト分析の結果を示し、

どのような交通網整備計画が各都市核にどのような影響を生じるかを明らかにする。

　最後に6－－6において本章で得られた成果をまとめる。

6－2　都市活動の立地に関する研究課題と本研究の視点

6－2－－1　都市活動の立地に関する従来の研究と課題

　現在いくつかの都市核においては第4章で分析したように都市施設の更新が遅れたり、都市整

備が不十分である二とが原因となって、都市活動水準の低下が起こっている地区も存在している。

このような問題を解決していくためには、都心部における再開発事業や副都心建設、道路や鉄道

などの交通網整備といった都市基盤の整備を行うことによって、各都市核における都市活動が良

好な環境のもとで活動を行えるように地区整備を進めていくことが必要である。その際、二のよ

うな事業の実施が都市核における都市活動に対してどの程度の影響を与えるかについて事前に明
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らかにしておく必要がある。そのために、都市における事業所活動から工業や住宅に至る様々な

都市活動の立地メカニズムを把握し、その将来における立地動向や政策効果の分析を試みた研究

は現在までに数多くなされている。こ二ではそれらの中から、本研究と特に関連があると思われ

る以下の三つの分野についての既往研究をとりあげて整理し、あわせて各分野における研究課題

を提示する。

1）立地現象のモデル化に関する研究

2）都市整備によるインパクトに関する研究

3）集積経済が都市活動立地に及ぼす影響に関する研究

　ニニで1）の立地現象をモデル化しようという試みは、立地現象の中の規則性を発見するため

の一つの基本的な研究である。また2）の都市整備によるインパク1・分析は、本章の研究におけ

る最終目的に相当している。3）の集積経済が都市活動立地に及ぼす影響については、都市核の

ように都市活動が集中立地している地区においては、集積の経済が立地条件の中で特に重要な役

割を果たすと考えられるため、ニニで特にとりあげる二ととする。

1）立地現象のモデル化に関する研究

　戦後、複雑な都市活動の立地現象を数学的モデルによって表現し、その結果を政策的に役立て

ようとする試みが続けられてきた。二れらの研究において構築されたモデルは、一般的に「土地

利用モデル」と総称され、わが国においても様々な目的とコンセプトのもとに、その精緻性、操

作性において多様な特性を持つものが提案、改良されている7㌔二れら土地利用モデルは、コン

ピュー一タの進歩とともに大規模化、複雑化し、都市圏における様々な活動をサブモデルとして取

り込んだ広範なものへと拡張してきた。例えば天野ら8）による大阪都市圏土地利用モデルや、ま

た、中村ら9）によるCALUTASモデルはその代表例であるという二とができる。二ういった

大規模な土地利用モデルが開発されるに伴い、都市活動の立地現象に関する多くの知見が現在ま

でに得られている。一方、このような土地利用モデルの大規模化に伴って、データ整備の困難性、

操作の複雑化、全体的な整合性を保つために部分的に精度が悪化するなどといつた諸問題の発生

がみられ、実際にこのような大規模土地利用モデルが、政策担当者によって利用されることはあ

まり多くなかったといえる。むしろ現実的な側面から考えると、特定課題の政策的検討という目

的のもとでは、その目的に応じた簡潔な構造のモデルを構築する方が実際的な場合もあると考え

られる。

　　また、現在までの土地利用モデルは、都市圏レベルでの都市活動の配分をその目的としたもの

が多いために、その集計の単位を市区町村などの簡便にデータが得られるゾーンを採用している

場合が多い。土地利用モデルにおいて用いられるゾーンの本来の概念は、そのゾーンの内部にお
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いてはど二でも立地条件は同一であるというものである。わが国の場合、ほとんどの都市は中心

部、郊外部、周辺部などの明確に性格の違う地域を同時に内在させているため、このような市区

町村境界を用いたゾーン分割はあくまで便宜上のものであるといわざるをえない。また二のよう

な本質的なゾーン分割がなされてこなかったことは、都市核という特定の性格を持った地区の都

市活動に対して十分なモデル的分析が行われてこなかったことの背景にもなっているということ

ができる。土地利用モデルに対する一通りの研究がなされた現在、都市核等の特徴的な性格を持

っ地域のみを抽出してモデル的な分析を行う研究LO｝も一部では見られるようになってきているが、

分析のねらいに応じたゾーン分割の必要性はこれまで以上に認識されなければならない。

2）都市整備によるインパクトに関する研究

　一般的に都市活動はその立地要因が変化することによってその活動パターンにも変化が生じる

と考えられる。例えば都市における交通体系が変化すれば、広範な都市活動に対して様々な影響

が及ぶと考えられる。このため、都市整備を実施するにあたつては、各都市活動の立地要因を明

らかにするとともに、整備効果を計測することによってどのような都市整備を行うのが最も適当

であるかを熟知しておく必要がある。このようなインパクト分析が一般的に試みられるようにな

つてきたのは、サンフランシスコのBARTの整備によるインパクト計測以降のことであるとい

われている1⑪。こ二では都市整備によるインパクトに関する研究を①数学的モデルによる分析と

②数学的モデルによらない分析に分け、各々の内容について簡略に述べる。

①数学的モデルによるインパクト分析

　　1）で説明したような都市活動の立地現象を表現した土地利用モデルを用いて、立地条件の

　変化が都市活動の立地に及ぶ影響を明らかにしようとする研究である。土地利用モデルの経年

　的な安定性を確かめることができれば、そのモデルを用いることによって立地条件変化による

　インパクト分析を行う二とは可能である。モデルが構築されておれば簡便に実施でき、しかも

　比較的厳密な方法であるために現在までにも多くの適用例がみられる。都市核を対象にしたモ

　デルによるインパクト分析には、大都市周辺部における都市核をメッシュレベルで設定し、道

　路を中心とした交通施設の整備効果を線型モデルを用いて明らかにした研究がある12）。

②数学的モデルによらないインパクト分析

　　二のグループに属する研究の中で最も一般的なものは地区比較法である。二れは立地条件変

　化のある地区に対して、それ以外の条件においては二の地区と類似した地区をとりあげ、2地

　区の状況を比較する二とによって立地条件変化が地区にどのような影響を及ぼすかを明らかに

　しようとする方法である。古くから用いられている方法ではあるが結果が分かりやすいためよ

　く用いられている。都市核に対する分析例では地下鉄の延伸（相互直通）が業務商業立地に与
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　える影響を明らかにしようとした研究L3）や、郊外駅近傍において区画整理や再開発が行なわれ

　る二とにょって、どのように地区の活性化が進むかを分析した例14｝がある。この他にも因子分

　析などの多変量解析を用いる方法15）やアンケート調査による方法16｝なども実施例がみられる。

　以上のように二こでは立地条件の変化による都市活動のインパクト分析について概観した。な

お、本研究においては議論の対象としないが、このような分析から得ることのできた各都市活動

に対するインパクト情報を実際の計画策定においてどのように活用するかという二とは非常に重

要な課題17）であり、別途検討が必要である。

3）集積経済が都市活動立地に及ぼす影響に関する研究

　都市の集積経済は都市が存在することの本質であり、その定性的な内容については既に多くの

研究者によってまとめられている18）。集積経済は基本的に都市活動が量的、空間的に集中する二

とによつて発生する有形、無形のメリットを指し、特に本研究の対象となつている都市核などの

都市中心部においてその影響は非常に大きく、都市活動の立地問題を議論するうえで無視する二

とのできない課題である。特に集積経済が各都市活動の立地に与える影響を正確に把握しておく

ことは、都市整備の効果を分析する際の重要なポイントとなる。

　一般に都市の集積経済に対する研究は新都市経済学の視点に立つて行われたものが多いといえ

る。その中でも都市化の進展と集積経済の関わりに着目し、効率的な土地利用のあり方に言及し

た研究が多い19）2e）。二の一方で、集積経済そのものがどの程度の大きさなのか、またどのよう

な影響を都市活動に対して与えているのかといった定量的な研究は十分に行われてきたとはいえ

ない。実際の研究例としては製造業を対象としたものが見られる程度で2D、都市核において卓越

している業務・商業活動の集積経済を定量的に正確に把握しようとする試みは十分になされてい

るとは言い難い。これは線形モデル等においては、式の構造上、集積経済のような都市活動の立

地に伴って発生する2次的な立地要因を取り込みにくい形になっていることにもその一因がある

と考えられる。

6－2－2　本章における分析の内容と特徴

1）本章で行う分析内容

　本章では上述した都市活動の立地に関する研究課題を念頭に置き、都市活動の中でも都市核に

おいて特に集積の著しい活動をとりあげ、それらがどのような立地環境条件のもとで、どれだけ

の活動レベルに達する可能性があるのかをモデル分析によって明らかにする。本章の全体的な内

容をフロー図として図6－1に示す。本章の分析は次に述べる3つの部分から構成されている。

①ポテンシャル推計モデルの構築
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　　まずモデルの構築に先だって、都市核における立地条件に応じた都市活動の立地可能性とし

　てポテンシャルという概念を提示する。また都市活動のポテンシャルに影響を及ぼしている要

　因を整理すると共に、集積経済を説明変数として考慮する二とが可能なモデル形式について検

　討を行い、その定式化を行う。

②京阪神都市圏を対象としたケーススタデ1

　　第4章で設定した京阪神都市圏における都市核をとりあげ、その都市活動の立地状況と立地

　条件に関するデータをもとに、①で考案したポテンシャル推計モデルのキャリブレーションを

　　　　　　　1ぼ≡ララ「編：曜評尋r㌫あ違頁一……⇒エ…………’……I
　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　　　　　：　　　都市機能の集積に　　　　　　　　　　　　　　　　　　’
　　　　　　　　　　関する概念整理　　　　　　　　　　　　i　　　　　　　i
　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　じ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　　　　　1　　ポテンシtル推計　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　　　　　　　1　　モデルの構築　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘
　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，

　　　　　　　1②京阪神都市圏を対象としたケーススタデl　　　　　　　l
　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；
　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　1　　　　　　　　　都市機能の集積に　　　都市機能に影響を　・
　　　　　　　1　　　　　　　　関する要因分析　　　　及ぼす要因データ　i
　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　コ

　　　　　　　1　　ポテンシャル推計モデルの　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

　　　　　　　’　　キャリブレーシ日ン　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　コ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　；　　ポテンシャル推計モデルの　　　　　　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t

　　　　　　　l　　　検証と残差分析　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l
　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

　　　　　　　1～び滞つ隣ラ・｝饒誤亨≒漸議’7「ジ㌃グ菌扉…°一一……i
　　　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

　　　　　　　l　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　都市基盤整備の実施

ポテンシャル推計モデルを

用いたインパクトの推計

得られたインパクトの検討

要因水準の変化

　　都市基盤整備における

　　　　代替案の選択
」一●一一一s，，＿＿＿＿一一．．一．一一●●，，．一●一●●●一一⇒●一一：一一一一●●一＿一一一＿⇔．一一一，一一一＿＿一＿」

　図6－1　都市核のポテンシャルに関する分析フロー

一89一



　行う。またこのようにして推定したポテンシャル推計モデルの精度をその残差や他年次に対す

　る適用結果をもとに評価する。

③ポテンシャル推計モデルを用いたインパクト分析

　　②で構築したポテンシrル推計モデルを用いることによつて、具体的な鉄道や道路の交通整

　備が実施されることで都市核においてどのようなポテンシャルが生じるかを明らかにする。こ

　二では、キャリブレーションの対象とした京阪神都市圏において現実に整備が検討されている

　いくつかの交通整備の計画案を取り上げ、それらの実施によつて各都市核に生じる各種インパ

　クトを定量的に求める。これにより、今後の交通整備のあり方について一般的な考察を行なう。

2）本章で行う分析の特徴

　本章で行う分析の特徴を簡潔にまとめると以下のようになる。

①現在までに十分な検討がなされて二なかった都市核における都市活動の立地ポテンシマルに

　ついて、都市核レ〔ルのデータをもとにして、モヂルによるアプローチを通じてその形成要因

　を明らかにする。

②ポテンシャル推計モデルにおいては多様な広域的・地区的要因を考慮する他に、都市核にお

　ける都市活動の立地に際して特に重要な役割を持つと考えられる都市活動の集積経済要因も同

　時に考慮する。

③本章において提案するポテンシャル推計モデルは、他地区や他時点に対しても移転可能性の

　高いものする。二のためにモデル構造は簡潔に、説明変数はなるべく得やすいものを選定する

　ように心がける。

④インパクト分析においては、ポテンシャル推計モデルを用いる二とにょって、鉄道や道路な

　どの交通整備が都市核に与えるインパクトを簡便に、かつ定量的に求める。

6－3　ポテンシャル推計モデルの構造

6－3－1　ポテンシャルの概念について

　本章では各都市核における立地条件に応じた都市活動の立地可能性を、その都市活動のポテン

シャルとして定義し、それを規定している様々な立地条件をモデル分桁から定量的に明らかにす

る。また様々な都市整備が実施された場合に、それを立地条件の変化としてモデルに反映させ、

ポテンシャルの変化を予測することによってインパクト分析を実施する。つまり、本章において

は、都市核におけるポテンシャルが向上することによってその都市核の活性化が進んだと判断す

る。ここで注意が必要なのは、本章では都市活動の立地量そのものを説明するモデルを作成し、
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都市整備の実施によってどれだけ立地量が変化するかを明らかにするという考え方に基づいてい

るのではないということである。立地量は各都市核の立地条件だけによっで決定されるものでは

ない。現代では国土における都市圏間の競争関係のみならず、世界レ〔ルでの社会的条件の変化

が各都市圏の動向に大きく影響を与えているという二とができる。このような都市圏レペルにお

ける都市活動の立地量についてはいくつかの仮定と必要なデータを集めることによって算出する

ことがある程度可能であると考えられる。しかし本章における分析の主目的は、各都市核の活性

化のためにはどのような都市整備が最も有効であるかを議論することであるため、各都市核の立

地量自体を予測することは行わず、先ほど定義したポテンシャルの概念を用いることによって分

析を行う。立地条件が向上すると地区のポテンシャルも向上するが、それが必ずしも都市活動立

地量の増加に直接結びつくとは限らないという点で注意が必要である。

6－3－2　都市活動のポテンシャルに影響を与える要因

　ポテンシャル推計モデルの構築にあたっては、どのような要因が都市活動のポテンシャルと関

連があり、説明変数となり得るのかを事前に整理しておく必要がある。二こでは都市活動のポテ

ンシャルに影響を与える要因を①広域的要因、②地区的要因、③集積経済要因の三つに分け、各

々の特徴をまとめる。

1）広域的要因

　都市核に対して広域的な広がりのもとで影響を及ぼす要因であり、幹線的な鉄道や道路による

交通条件、また二れに都市圏内での産業や人口の立地分布などを考え合わせたアクセシビリティ

ーなどの要因が代表的なものであるといえる。

2）地区的要因

　各都市核内で完結した立地条件であり、その都市核に固有の特性に大きく左右される。二のグ

ループに属すると考えられる要因には、未利用地面積、地形をはじめとして、地区内における鉄

道駅や駐車場などの交通施設の状況、二の他に公共施設の有無などといつた要因をあげる二とが

できる。

3）集積経済要因

　一般に集積経済と呼ばれているものの中には、同一業種に属する多数の企業が特定地域に集中

することにより、個々の企業の生産費が低下する二とを指す「地域特化の経済」と、多種多様な

産業が集中することによって生じる、不安定性の吸収，相互補完性の発生，技術革新の促進など

といった「都市化の経済」がある。実際の都市活動はその立地に際して、広域的要因、地区的要

因だけではなく、このような集積経済を大きな前提にしていると考えられる。
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6－3－3　集積経済とそのモデル化における問題点

　大都市圏における多くの都市核はその集積経済を背景に現在まで成長を続けてきたという二と

ができる。これは集積経済のメリットを享受した立地主体が、その地域に加わることや活動規模

を拡大することによって、またその地域にあらたな集積経済を付加するからである。二のような

集積経済の累積的増加のメカニズムを模式的に表わしたものが図6－2である22）。二の図は都市

活動の集積が促進されることによつて、その影響は人ロや行政といつた都市活動以外のセクター

や周辺市区町村にも及び、それがまた都市の立地環境を安定化させることによつて都市活動の集

積経済が向上するという立体的な構造になっている。ただし二のような集積経済の累積的増加も

無制限に続くものではなく、空間的な限界などから一定限度以上の都市活動の集積は負の経済を

生むようになるものと考えられる。

　二のような複雑な特徴を持つ集積経済要因をモデルの中に組み込むのは容易ではない。また各

都市活動ごとにどのような都市活動の集積を集積経済として享受するかという二とも各々異なっ

たものであると考えられるため、各都市活動の活動特性を考慮した形で集積経済要因をモデル式

に組み込む必要がある。

6－3－4　ポテンシャル推計モデルの構造

　本研究では、都市核における各種都市活動

のポテンシャルを推計するために、6－3－

2で述ぺた①広域的要因、②地区的要因、③

集積経済要因に対応した適切な説明変数を設

定してポテンシャル推計モデルを作成する。

一般的な数学モデルにおいては集積経済要因

を直接説明変数として取り込むことは困難で

あるため、本研究では式（6－1）に示すエ

ンピリック型の同時型連立方程式としてポテ

ンシャル推計モデルを構築する。こ二では最

も一般的な線形型のモデル式を示すことによ

ってモデルの構造を説明する。なおポテン

シャルが具体的にどのような指標で表わされ

るかということについては、6－4－－1C；k’

いて詳述する。

集積経済要因の増加

@地域特化の経済

A郁市化の経済（接触の

@利益、不安定性の吸収、

@相互の補完性の向上）

部市機能の

ｧ地条件向上

部市機能集積の

@　進展’

雇用・人ロ

ﾌ増加

関連活動

ﾌ需要拡大

都市財政基

ﾕの拡大

部市基盤整備

@　の迦展

労働市場

@の拡大

財・サービス

�vの増加

　　　　　　　　　　　　文献22｝を参考にして作成

図6－2　集積経済の累積的増加に関する

　　　　　　概念図
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　’－　k　X　m　k　β　　1KΣい　十　m　P
　●

　耐
　α1

　＝　m　P

ここに、m　：業種　（m＝1，2，…　M）

　　　　m’：業種mのポテンシャルに影響を与える業種（m’≠m）

　　　　i　：都市核　　（i＝1，2，…　　1）

　　　　k　：説明変数番号　　（k＝1，2，…　　K）

　　　　Pim：地区i、業種mのポテンシrル（被説明変数）

　　　　P｝m’：地区i、業種m’（≠m）のポテンシャル　（集積経済要因）

　　　　Xki：地区iのk番目の説明変数（広域的要因、地区的要因）

　　　　αm’：同時項のパラメータ

　　　　βk簡：説明変数のパラメータ

（6－1）

　同時項とは、連立方程式の説明変数項のうち、他の式の被説明変数となっている変数を含む項

のことで、式（6－1）においては右辺の第1項を指す。具体的にはある業種mのポテンシャル

に影響を及ぼすと考えられる業種m’（m’≠m）の影響の大きさが、同時項のパラメータα゜’で

表現されることになる。式（6－1）は各都市活動ごとに1本の方程式を作成することになるの

で、ポテンシャル推計の対象とする業種mに応じて、同時項に含める業種m’の内容を必要に応

じて変える二とができ、6－3－3で述べた集積経済のモデル化に際して生じる問題点に対して

柔軟に対応できるといえる。

6－4　京阪神都市圏を対象としたケーススタディ

6－4－1　ケーススタデ1の前提条件

　本章ではポテンシャル推計モデルを実際の都市核に対して適用を行うが、それに先だってケー

ススタデ1を行う際の前提条件等をまとめる。具体的には、①ケーススタディにおける対象地域、

②ケーススタディの対象とする都市活動、③ポテンシャルの代理指標、④分析対象期間、⑤使用

するデータについて整理する。

①ケーススタディにおける対象地域

　　ケーススタディの対象としたのは第4章で設定した京阪神都市圏における47の都市核である。

　またポテンシャル推計モデルのキャリブレーションにおいては、広域的要因として都市核以外

一93一



　の都市圏域における人口や従業者数などのデータが必要となる。二こでは第3章第3節で示し

　た154市区町村から成る京阪神都市圏を広域的要因算出のための対象地域とする。

②ケーススタデ1の対象とする都市活動

　　第4章の分析結果から都市核は、卸・小売業、金融・保険業、不動産業、サービス業、公務

　の各業種において、都市圏全体の半数近い従業者数を擁していることを明らかにすることがで

　きた。基本的に、ポテンシャル推計モデルは二れら都市核において特化した業種を対象にキャ

　リブレーションを行うものとする。ただし、これらの業種のうち公務は県庁所在地区や市役所

　所在地区において計画的に立地が進められた業種であるため、本研究ではモデル化の対象から

　除外した。

③ポテンシャルの代理指標

　　モデルにおいて推計を行うポテンシャルを算出するには、客観的なデータによる統計的手法

　と、外生的にポテンシャルを与える規範的手法がある。本研究では二のうち前者の立場をとり、

　ポテンシャルの代理指標となりうる以下の指標の中から本研究の目的に最も適合するものを選

　ぶこととする。

　・従業者数

　　雇用の側面から都市核のポテンシrルをとらえようという考え方に基づく。事業所統計から

　　得られる従業者数は都市核の設定の際に用いた最小地区単位である国勢統計区ごとにデータ

　　が得られるたφ、精度的には望ましい指標であるという二とができる。

　・建物床面積

　　空間的な側面から都市核のポテンシtルをとらえようという考え方に基づく。土地利用現況

　　調査などから得られるデータを積み上げる二とによって値を求める二とは可能であるが、多

　　大の作業を必要とする。

　・地価

　　地区の利用価値の高さという側面から都市核のポテンシャルをとらえようという考え方に基

　　づく23｝。理論的には代理指標として望ましいと考えられるが、投機現象等に伴う地価の実際

　　の利用価値水準からの隔たりが生じていたり、データサンプルが不十分な二とがあって、そ

　　の利用は易しくない。

　・売上高・収益

　　経済活動の側面から都市核のポテンシャルをとらえようという考え方に基づく。すべての都

　　市核について正確なデータを得ることは非常に難しい。

　　本研究ではこのような各代理指標の特徴を比較し、各都市活動の従業者数をポテンシャルの
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　代理指標として用いることにした。

④分析対象期間

　　都市活動の変化を一定の精度で把握していくためには、5年程度の比較的短い期間が適当で

　あると考えられる24）。このためポテンシャル推計モデルでは説明変数として昭和45年の値を用

　いて、昭和50年のポテンシャル値の推計を行なう二ととする。またこのようにして得られたポ

　テンシャル推計モデルに、昭和50年の説明変数値を代入する二とによって昭和55年のポテン

　シャル値を推計し、それを昭和55年の実績データと比較することによってモデルの精度に関す

　る検討を行う。

⑤使用するデータ

　　ポテンシャルの代理指標である都市活動の従業者数については、事業所統計調査の国勢統計

　区編から集計して求める。なお、モデル構築の対象となる年次において調査報告が実施されて

　いない年度においては、その前後の年の調査結果から内挿法によって算出する。

6－4－2　モデル推定のための要因分析

1）説明変数の概要

　本研究では、都市核における都市活動のポテンシャルに対する説明変数として図6－3に示す

ような要因を考える。この図では集積経済要因以外のモデルにおいて考慮した要因をすべて示し

た。以下ではその算出において解説が必要な説明変数について、簡単にその内容をまとめる。

①アクセシピリテ1一

　　アクセシピリテ1一は、対象地域内の各種活動への行きやすさを示す指標であり、次の式

　（6－2）のように定義できる。

　　　　　　　　　　　Aik

ACSjk＝Σ
　　　　　　i　　exp（αTij）

（6－2）

ニニに、ACSjk：都市核jの活動kに対するアクセシビリティ　一一

　　　　Aik：ゾーンiにおける活動kの活動レ〔ル

　　　　Tij：ゾーンiと都市核1間の時間距離

　　　　α：交通抵抗パラメータ

　活動レベルを考慮したゾーンは京阪神都市圏全域である。都市活動については人ロと従業者

数、交通手段については鉄道と道路の両方を別個に考えており、交通抵抗パラメータは、阿部
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要因種別

　　　　　　　　（昭和50年）都市機能集積

i昭和45年）説明変数

卸・

ｬ売業
金融・

ﾛ険業
不動

Y業
サービ

X業
（1）京都都心への鉄道時間距離（分） o o o o鉄道

（2）大阪都心への鉄道時間距離（分） ● ● ● ●

（3）神戸都心への鉄道時間距離（分） ● ● ● ●

時　間　距　離

（4）新幹線駅への鉄道時間距離（分） ● ● ● ●

（5）京都都心への道路時間距離（分） o o o o
（6）大阪都心への道路時間距離（分） ● ● ● ●

道路

（7）神戸都心への道路時間距離（分） ● ● ● ●

（8）最寄国際空港への道路時間距離（分） o o ○ o

（9）最寄インターチェンジへの道路時間距離（分） o o o o
（10）政令指定都市への道路時間距離（分） ● ● ● ●

（11）鉄道合成アクセシピリティー　（人／分） ○ o o oアクセシ

rリティー （12）道路合成アクセイピィティー　（人／分） o o o o
（13）周辺都市核の卸・小売業従業者数（人） o ● o o周辺都市核

ﾌ都市機能

W積

（14）周辺都市核の金融・保険従業者数（人） o ● o o

（15）周辺都市核の不動産業従業者数（人） o o o o
（16）周辺都市核のサービス業従業者数（人） o ● o o

後背圏 （17）一　次　通　勤　圏　人　ロ　（人） o o ○ O
（18）鉄　　　　　道　　　　　駅　　　　　数交通施　設 鉄道

（19）優　等　列　車　停　車　駅　数 o o o o
地区的要因

道路 （20）幹　　線　　道　路　密　　度（1／k阻） o o o o
（21）未　　利　　用　地　　面　　積（㎞2） ● ● ● ○その他の

謫I要因 （22）小　規　模　事　業　所　比　率（％） o ● o ●

凡例

●●　●　・　O　OOO
一〇．7　　　　－0．3　　　0　　　0．3

　　　　　　相関係数

0．7

図6－3　ポテンシtル推計モデルに
　　　　　用いる説明変数とその相関

　　　　　分析結果

　が大阪都市圏を対象として推定した結果を参考にして定めている25）。相関分析の結果、夜間人

　ロと従業者人ロへの鉄道アクセシピリテ1－、また夜間人口と従業者人ロへの道路アクセシピ

　リティーのそれぞれの間で非常に大きな相関係数が得られたため、各々を掛け合わせてひとつ

　の合成変数を作成した。

②周辺都市核の都市活動集積

　　ある都市核における都市活動の立地状況は、その周辺都市核の都市活動の集積状況にも左右

　きれると考えられる。このため本研究では二のような要因を周辺都市核の都市活動集積として

　考慮している。具体的には各都市核から鉄道で15分以内の範囲に含まれる他の都市核の従業者

　数の合計値を用いる。

③後背圏

　　各都市核の後背圏の規模を表現する説明変数として、一次通勤圏人口を算出している。二れ
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　は各都市核を一次通勤地とする都市圏内の各自治体の人口を合計した値を指す。ここで一次通

　勤地とは各市区町村ごとに最も通勤者の多い通勤先市区町村をいう。

④未利用地面積

　　都市核は既に多くの都市活動が集中立地している地域であるため、集積経済によって新規参

　入主体を引きつける反面、土地や業務床などに十分なスペースがないなどといつた物理的な制

　約が都市活動の成長を阻んでいる場合も見受けられる。このため未利用地面積を地区的要因と

　してとりあげる。本研究では、国土地理院発行の土地利用図から未利用地面積の読み取りを行

　つている。

2）モデル推定のための要因分析結果

　1）で提示した各説明変数のデータを、モデル分析を行う昭和45年、50年、55年の3時点にわ

たうて各都市核について整備した。こ二ではポテンシャル推計モデル作成のための要因分析とし

て、各業種の昭和50年の従業者数と昭和45年における各説明変数との相関係数の計算を行った。

その結果を図6－3にあわせて示す。この結果、以下のような事が考察できる。

①　時間距離に関する要因〔（1）～（10）］については、集積量の多い都心部になるほど都心への時

　間距離が短くなるため、負の相関があらわれることが予想されたが、これは京阪神都市圏の多

　核的な都市構造上、それほど強い負の相関はみられていない。京阪神都市圏のような多核心型

　構造を持つ都市圏における特徴的な傾向であるといえる。

②　広域的要因の中では鉄道、道路に対するアクセシピリテ1－〔（11）～（12）］が比較的にポテ

　ンシャルに対して相関が高いということができる。

③　地区的要因の中では、地区内鉄道駅数と幹線道路密度が両者とも都市活動集積との相関が高

　く、二れに対して「（21）未利用地面積」は、都市活動集積に対し負の相関を示している。これ

　は既存都市活動集積の多い地区では未利用地が少ないためであり、集積変化量との間では正の

　相関が得られている。モデル作成のための説明変数の選択に当たっては、二れらの結果をふま

　えることとした。

6－4－3　キャリプレーションの結果

1）キャリブレーションの実施

　各変数値のばらつきについて検討を行ったと二ろ、変数に対して対数変換を行う方が良好なポ

テンシャル推計モデルを作成できると考えられたため、キャリブレーションの簡便さを考慮して

基本的なタイプである対数線形モデルを採用することとした。このため、変数選択にあたっては

重共線性の問題が生じないように、相互に独立で、かつ各都市核のポテンシャルを説明する上で
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常識的で無理のない説明変数を用いるように配慮する必要がある。また、このモデルは同時型の

連立方程式モデルであるために通常の最小自乗法によるキャリブレーションではバイアスを生じ

る可能性があり、二のため二段階最小自乗法を用いることとする。

　同時項の選択においてはどの被説明変数の間でも相関が高いため、重共線性の問題を生じるお

それがある。そ二で変数選択にあたつては、当該業種に関連の深い業種から一つずつ、優先的に

同時立地項の候補としてその妥当性を検討しなければならない。このためには、各業種がどの業

種から集積経済の恩恵を受けているかを正確に知る必要がある。本研究では、昭和55年に大阪市

の事業所に対して実施された業務パーソントリップ調査の結果26）から、表6－1に示すように業

務トリップの業種別着業種構成比を算出し、変数選択の判断基準とした。具体的にはある業種に

とつて重要度の高い業種に対しては、その業種から生じるトリップの回数が多いと考え、各業種

においてトリップの行き先業種構成比が15％以上の業種を集積経済要因として取り上げる二とと

した。

2）パラメータの推定結果

　パラメータ推定の結果、表6－2に示すようなポテンシtル推計モデルが得られた。モデルの

説明変数を表6－3に示す。モデルの決定係数は最も劣る不動産業でもO．　989と、十分良好な結

果を示している。表6－2のように同時型で表現したポテンシャル推計モデルは、各パラメータ

の大きさがそのまま各ポテンシャルへの影響を表わすというわけではない。パラメータの値をそ

のまま影響力の大きさとみるためには、二の式に行列変換を行って表6－4に示すような誘導型

のモデル式に変換する必要がある。以上の結果から、各都市活動のポテンシャル推計モデル式に

ついて簡単にまとめる。

①卸・小売業

　　自動車によるアクセシピリテ1一の高さや鉄道駅の存在が他の都市活動と比較して重要な立

　地要因となっている。また地区内の幹線道路密度の高さも重要な要因であるということができ

表6－1　業務トリップの業種別着業種構成比

卸・小売業 金融・保険業 不動産業 サービス業 総｝リァプ数

15．876．1
R5．1

　7．3

S2．1
R0．7

20．3

卸・小売業

燉Z・保険業

s動産業

Tービス業

　0．7

@2．5
R5．9
@2．4

22．1

374，546

S2，821

P4，196

W5，175
ll．3

12．5 53．8
注）　　は15％以上の構成比であるもの（同業種を除く）を示す。

　数値は昭和55年度業務パーソントリップ（大阪市において実施）より算出
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表6－2　ポテンシャル推計モデルの作成結果

業種 ポ　テ　ン　シ　ャ　ル　推　計　モ　デ　ル 決定係数

卸・

ｬ売業

1n（A）＝0．9821n（D）十α2561n（ACSC）十〇．1891n（ROAD）

@　　　　　　［11．3］　　　　　　　［1．0］　　　　　　　　　　［1．1］

0，998

金融・

@保険業

1n（B）＝0．0751n（A）十〇．7781n（D）一αOl71n（ARRB）十〇．9491n（DmHY）

@　　　　　　［0．2］　　　　　　　　［1．7］　　　　　　　　［－0．5］　　　　　　　　　［3．8］

0，994

不動産業 1n（C）＝0．5291n（B）十〇．2291n（D）十α0431n（ARRC）

@　　　　　　［2．7］　　　　　　　　［1．3］　　　　　　　　［1．3］

0，989

サービス

@　業

1n（D）＝α5831n（A）十〇．0541n（ACSR）－0．0671n（TI箪E）十〇．4201n（ARRA）

@　　　　　　［3●6］　　　　　　　　［1．2］　　　　　　　　　　［－0．7］　　　　　　　　　［1．2］

@　　　一α4981n（ARRD）十〇．4511n（BACK）十〇．1161n（STN）

@　　　　　　［－1．2］　　　　　　　　　［1．6］　　　　　　　　　　［3．1］

0，999

［］内はt値をあらわす

表6－3　ポテンシャル推計モデルで用いた説明変数

要　　　因　　種　　　別 番号 記　号 説　　　明　　　変　　　数

時間　距離　道路 （10） TIME 最寄政令指定都市への時間距離
アクセシビリティー （11） ACSC 道路合成アクセシビリ　テ　ィ　ー

q2） ACSR 鉄道合成アクセシ　ビリ　テ　ィ　ー
．（13） ARRA 周辺都市核の卸・小売業従業者数

広域的　　要因

（14） ARRB 周辺都市核の金融・保険業従業者数周辺都市核の

@都市機能集積 （15） ARRC 周辺都市核の不動産業従業者数
（16） ARRD 周辺都市核のサービス業従業者数

後　　　背　　　圏 （17） BACK 一　次　　通　　勤　　圏　　人　　口
交通関連施設 鉄道 （18） STN 都　市　核　　内　の　鉄　道　駅　数地区的

v　因 道路 （20） ROAD 都　市　核　内　の　幹線　道路密度
（23） A 卸　・　小　　売　　業　　従　　業　　者　　数

（24） B 金　融・保　険　業　従　業　者　数集積経済

@要因
（25） C 不　動　産　　業　　従　　業　　者　　数
（26） D サ　ー　ビ　ス　業　従　業　者　数

ダ　　ミ　　ー　　変　　数 （27） DUMMY 金融・保険　業　中　心　地　ダ　ミ　ー

注）金融・保険業中心地ダミーは大津、烏丸、梅田、三宮、奈良、和歌山地区に1、本町地区に2の値を

　与えている

表6－4　誘導型に変換したポテンシャル推計モデル

1n（ACSC） 1n〈ACSR） 1n（STm 1n（BACK） 1n（ROAD） 1n（T川E） 1ロ（㎜） 1ロ（銀RB） 1n（ARRC） 1n（ARRD） 1n（DU箪Y）

1n（A）

Pn（B）

P0（C）

Pn（D）

0，060

O，032

O，025

O，035

0，124

O，107

O，085

O，126

1，037

O，897

O，716

P，056

0，266

O，230

O，183

O，271

0，443

O，233

O，182

O，258

一〇．154

|0，133

|0，106

|0，156

0，965

O，836

O，667

O，983

0．0

|0，017

|0，009

O．0

0．0

O．0

O，043

O．0

一1．144

|0，990

|0，791

|1，i65

0．0

O，949

O，502

O．0

注）表中の記号は表6－3に示したものと同じ
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　る。

②金融・保険業

　　金融業は他の都市活動と異なり、大都市の特定都市核に金融街を形成する場合が多い。二の

　ような立地行動を表現するために、本研究では金融・保険業中心地ダミーをモデル式中に取り

　入れた。この影響をうけて一部の説明変数のt値が若干低くなったが、パラメータ値は現実の

　業種間の関係を良く表わしていると考えられるので、これらの変数はそのままモデル式に残す

　こととした。

③不動産業

　　他の都市活動と比較すると、交通関連の要因におけるパラメータ値が相対的に小さい。金融

　保険業の影響が大きいため、一部の変数は金融保険業のパラメータ値と傾向の類似したものと

　なっている。

④サービス業

　　鉄道関連の交通に関連する要因のパラメータ値が特に大きい。また後背圏の大きさを表わす

　一次通勤圏人口のパラメータ値も大きく、どれだけ多くの顧客にアクセスできるかという二と

　が重視されていることがわかる。

3）ポテンシtル推計モデルの精度に関する検討

　モデルの決定係数値からその精度については十分な値が得られていると考えられるが、以下の

ような点からこのモデルの精度に関する一層の検討が必要である。

①　ポテンシャル推計モデルは対数線形のモデルであるため、実尺度上での精度を確かめておく

　必要がある。

②決定係数値は高くとも、残差に一定の傾向が有る場合はその原因について十分な検討を行つ

　ておく必要がある。

③①と②の結果を総合した上で、二のポテンシtル推計モデルをインパクト分析に用いる二と

　が可能かどうかを判断する。

　以下では二の3点について検討を加えた結果を述べる。

①　ポテンシャル推計モデルは変数値の対数変換が行われているため、表6－2に示した決定係

　数がそのまま実際のモデルの説明力を表わしているとは言い難い。ニニでは誘導型のモデル式

　に昭和45年の説明変数値を代入して昭和50年の業種別の推計値を求め、この値を昭和50年の実

　績値と実尺度上で比較してモデルの説明力を検討する。昭和50年における実績値と推計値を散

　布図に表わしたものを図6－4に、実尺度上での実績値と推計値の相関係数を表6r5に示す。

　これらの結果から金融保険業やサービス業は良好な結果が得られており、卸・小売業では実績
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推計値

　20

10

■

匿。

0

値▲II

断－

●

●

●

●

　　　　　　　　（万人｝

　　IO　　　　20実績値

（1）卸・小売業

値ー計　6推

4

⑲6

lc・．
0

0．5

●

　0

推計値

　6

4

　　　　　　　　（万人）
　2　　　4　　　§　実績値

（2）金融・保険業

2

　　　●

　●
　　　●　　・・

　喝　．

　le■e●0

■

　●●・●．　・

　　　　　　　　　　　（万人）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（万人）0

0　　　　as　　　　　　1　実績値　　　　　　　0　　　2　　　　4　　　　6　実績値

　　（3）不動産業　　　　　　　　　　　　（4）サービス業

　　　　図6－4　実尺度における推計値と実績値の比較

　　　　表6－5　ポテンシャル推計モデルの実尺度上

　　　　　　　　　での推計精度

相関係数

業　種 （昭和50年）

卸・小売業 0，883
金融・保険業 0，969
不動産業 0，916
サービス業 0，925
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　値が大きくなるとやや過小推計を行う傾向のあることがわかる。一般的な線形モデルでは実績

　値と推計値の45度線の両側に均等にサンプルが分布するのに対し、後者の2業種ではやや片寄

　った傾向が得られているが、これは対数変換を行ったために実績値の大きいサンプルの残差が

　過小評価されていることが原因である。

②図6－4から卸・小売業と不動産業において実績値の大きい都市核において残差が大きくな

　る傾向のあることを明らかにすることができた。ニニではこの傾向をより詳しく分析するため

　に、昭和50年値を用いて昭和55年における卸・小売業のポテンシャルを予測した場合の各都市

　核の残差（推計値一実績値）を図6－5に示す。各地区は図4－3と同じように左から従業者

　密度の高い順に並んでおり、大規模な都市核において過小推計の傾向が強い。二の原因として

　は、二のポテンシャル推計モデルで考慮している集積経済要因は都市化の経済要因に限られて

　おり、モデルの構造上、地域特化の経済要因は導入不可能であったという二とが考えられる。

　卸・小売業の場合、集積が増える二とによって二のような地域特化の経済要因の占める役割が

　非常に大きくなるのは、個人の買物行動などから類推して妥当な現象であると考えられる。

③　ポテンシャル推計モデルに、昭和50年のデータを代入し、昭和55年の各都市核における従業

　者数を推計した。二の結果得られた推計値と実績値の相関分析によってモデルの精度の検証を

　行なったと二ろ表6－6に示すような相関係数が得られた。二の結果から、ポテンシ〔ル推計

　モデルを5年後に移転した場合でも精度は高く、経年的にみても安定した結果が得られるとい

　うことができる。②の残差分析において大規模都市核における残差に関する問題が指摘された

　が、インパクト分析においてインパクト値の大きさを評価するのではなく、複数の代替案が提

　示されたときにその実施効果を各都市核において比較するという視点に立てば、一定残差の存

　在は大きな問題にはならないものと考えられる。

　以上のように本節で提案したポテンシャル推計モデルは、外生条件が大きく変化しないなどの

一定の条件のもとでは近い将来のインパクト値の推計には十分に耐え得ると考えられる。

6－5　ポテンシャル推計モデルを用いた都市核整備のインパクト分析

6－－5－1　インパクト計測の方法

　本節では6－4で構築したポテンシャル推計モデルを用いる二とによって、都市圏における様

々な都市整備の中から具体的な交通整備案が実施された場合に、都市核に生じると考えられるイ

ンパクトを予測する。ここではまず始めに、インパクトを計測するにあたってその方法や前提条

件について以下に整理する。
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　　　　　　　　　　　　　表6－6　ポテンシャル推計モデル

ポテンシtル推計モデル　　　　による将来推計値の推計精度

による推計残差

①インパクト分析は、分析対象である交通

　整備計画が実施された場合と実施されなか

　つた場合の将来時点における各都市核にお

　けるポテンシャルを各々求め、その大きさ

　の違いを明らかにする有無比較法によつて行う。

相関係数

業　種 （昭和55年）

卸・小売業 0，883
金融・保険業 0，966
不動産業 0，932
サービス業 0，902

②　まず、昭和55年時点のデータを用いることにより、昭和60年の各都市核におけるポテンシャ

　ルをポテンシャル推計モデルにより計算し、これを「基準ポテンシrル」と定義する。次に昭

　和55年時点で交通整備のための各案を実施した場合を想定し、二の場合における各都市核にお

　けるポテンシャルを二の条件のもとで計算し、基準ポテンシャルからどれだけポテンシャルが

　向上しているかを検討する。

③インパクトの大きさを表現する指標として、次の式（6－3）と式（6－4）に示すような

“ポテンシャルの変化量及び変化率を用いる。

△Pij頂＝　 Pij惰　　一　 Pi日m （6－3）

△P“m

RPijm＝ ×100（％） （6－－4）

P　；em

ニニに、△P；jm：交通整備計画1による都市核iにおける業種mのポテンシャルの

　　　　　　　　変化量
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　　　　　RPijm：交通整備計画jによる都市核iにおける業種mのポテンシャルの

　　　　　　　　　変化率

　　　　　P；jm：交通整備計画j実施後の都市核iにおける業種mのポテンシャル

　　　　　Piom：都市核iにおける業種mの基準ポテンシャル

④交通整備によって影響を受けるモデルの説明変数は、（10）「政令指定都市への道路時間距離」

　、（11）「鉄道合成アクセシビリテ1－」、（12）「道路合成アクセシビリティー」、（18）「鉄道

　駅数」の4変数である。

⑤昭和55年から現在までの間に既に建設が完了している道路や鉄道に関しては、昭和55年の交

　通網の中に事前に組み込み、その影響がインパクト分析の際に現われないように配慮する。

⑥　インパクト分析の対象とする交通整備計画は、対象地域における各種の計画の中から比較的

　具体的な計画案が示されているものを選定した。実際には図6－6に示す、鉄道整備7路線、

　道路整備3路線の合計10路線を対象としてインパクト分析を行なう二ととした。

6－5－2　インパクト分析の結果

　ニニでは、対象とした交通整備計画に対す

るインパクト分析結果の一一例として、鉄道路

線1、2の整備の場合を示し、インパクトの

生起パターン．とモデルの有用性を考察する。

図6－7にこの鉄道整備によって生じるポテ

ンシャルの変化量及び、変化率を示す。この

図では簡単化のためインパクト値の大きかつ

た都市核での都市活動4業種のインパクト値

の合計を示している。

　鉄道路線1は、郊外から大阪市都心部周辺

まで整備されている既存鉄道線を大阪都心で

直結し、．相互直通運転を行うという路線であ

る。特にインパクトが大きいのは、終端に位

置する尼崎地区，沿線の梅田、南森町、野田、

京橋の各地区である。二れに対して鉄道路線

2は大阪市の都市軸に平行に主要な都市核を

結ぶものであり、本町、梅田、難波、新大阪

図6－6 インパクト分析の対象とする

交通整備計画
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（注）4業種合計の値を示している。

　　またインパクト値の小さい地区は表示を省略した。

図6－7　交通網整備の実施によるインパクト計測の例

などこの都市軸上の地区を中心に大きなインパクトの生じることがわかる。二の他の交通整備計

画に対してもそれぞれの計画特性を反映したインパクトを計測することができた。

6－6　結語

　本章では、京阪神都市圏における都市核を対象として、都市核のポテンシャルを推計するモデ

ルを作成した。さらに、交通整備によつて都市核にどのような影響が及ぶかについて、具体的な

交通整備計画をとりあげ、それらの実施によるインパクトを分析した。二の結果本章では次のよ

うな成果を得ることができた。

　まず、6－2では都市活動の立地に関する研究課題を概観したうえで本研究の特徴をまとめた。

都市活動の立地に関する従来の研究については本研究と関連の深い①立地現象のモデル化に関す

る研究、②都市整備によるインパクトに関する研究、③集積経済が都市活動立地に及ぼす影響に
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関する研究の3つの分野について検討を行った。二の結果各分野において、次のような課題があ

ることを指摘した。

①大都市圏における都市核の動向を正確に記述し得るような数学的なモデルはまだ開発されて

　いない。モデル的なアプローテに基づいて都市核活性化を論じるためには、従来の土地利用モ

　デルにおけるモデル構造、ゾーニング、及び使用データを目的に応じた形に改良してゆく必要

　がある。

②比較的大規模な都市整備の実施が市区町村以上の広域的な地区に与えるインパクトを測定す

　ることを目的とした研究は現在までにいくつか行われている。しかし都市整備の実施によって

　都市核に生じるインパクトを簡便に測定できるような数学的モデルは、その必要性の高さに反

　して十分なものがないのが実状である。

③　都市核において集積経済要因が都市活動に与える影響は非常に大きく、都市活動の立地問題

　を議論するうえで省略することのできない課題である。二れにもかかわらず集積経済の影響を

　定量的に把握しようとする試みは十分になされていない。二のため、どのようなモデル構造を

　採用することによって集積経済を考慮するか、また集積経済の効果をどのような指標を用いて

　記述するかといった点において検討が必要である。

　次に、6－3では都市核において集積が見られる都市活動の立地ポテンシャルを推計するため

の、ポテンシャル推計モデルの概念及びその構造について説明を行った。こ二で述べた内容は以

下のように要約される。

①都市活動のポテンシャルの定義として、各都市核における立地条件に応じた都市活動の立地

　可能性を意味することとした。

②都市活動のポテンシャルに影響を与える要因として、広域的要因、地区的要因、集積経済要

　因の三つを考え、モデルにはこれらの要因の特性を異なつた角度から表現する複数の説明変数

　を取り込む必要があることを示した。

③集積経済をモデル化する際の問題点について整理を行ったうえで、適当なモデル構造の選定

　を行った。二の結果、エンピリック型の同時型連立方程式を用いることを提案した。

　6－4では6－3で提案したポテンシャル推計モデルのケーススタデ1を京阪神都市圏を対象

にして行った。以下ではケーススタデ1の方法、結果について簡潔にまとめる。

①都市核のポテンシャルを正確に推計するために、一般的な説明変数の他に各都市核の後背圏

　の規模、未利用地面積、周辺都市核における都市活動集積の状況等の多様な説明変数を考慮し

　た。ポテンシャルの代理指標には従業者数を用い、キャリブレーションにおいては同時連立方

　程式というモデルの構造上、2段階最小自乗法を採用した。
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②　集積経済要因を同時項として選択するにあたつては、各都市活動がどの都市活動から集積経

　済の恩恵を受けているかを正確に知る必要がある。本研究ではある都市活動にとつて重要度の

　高い都市活動に対しては、その都市活動から生じるトリップの回数が多いと考え、業務トリッ

　プの都市活動別着業種構成比を算出し、変数選択の判断基準とする方法を提案した。

③　キャリブレーションの結果得られたポテンシャル推計モデルは良好な決定係数及びt値を持

　つものであった。また、地域特化の経済要因がモデル式に反映されていないことを原因とする

　残差が一部の地区において生成していることが判明したが、、精度検証の結果、外生条件が大

　きく変化しない限り近い将来のインパクト値推計には十分に耐え得るモデルである二とが明か

　となつた。

　また、6－5では6－4で構築したポテンシャル推計モデルを用いて、都市圏における様々な

都市整備の中から具体的な交通整備案が実施された場合に都市核に生じると考えられるインパク

トを計測した。以下では本章で行ったインパクト分析の方法、及び結果について簡潔にまとめる。

①インパクト分析の対象とする交通整備計画は、対象地域における各種の計画の中から比較的

　具体的な計画案が示されているものを選定した。また、分析は対象とする交通整備計画が実施

　された場合と実施されなかつた場合の将来時点における各都市核におけるポテンシャルを各々

　求め、その大きさの違いを明らかにする有無比較法に従った。

②　モデルの説明変数のうち、「政令指定都市への道路時間距離」、「鉄道合成アクセシピリテ

　1－」、「道路合成アクセシビリティー」、「鉄道駅数」の4変数の数値変化を通じて、各都

　市核ごと、各都市活動ごとに交通網整備を実施した際のインパクト値を得ることができた。二

　の結果、各交通整備案の持つ整備効果の比較を行うとともに各整備案の特性を把握することが

　できた。

．③　本章で構築したポテンシャル推計モデルは交通網整備によるインパクト分析のために用いた

　が、多様な説明変数を取り込んでいるために交通整備以外の都市整備の効果計測を行なうこと

　も可能な形になっている。またモデルを拡張することにより、多核的な都市構造の育成など、

　都市圏レベルでの望ましい土地利用形成のための都市整備のあり方の検討について議論の発展

　が考えられる。
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7　地区利用者の地区評価に着目した都市核の整備課題の分析1）”2）

7－1　概説

　第5章と第6章では、都市核に立地している様々な都市活動に着目し、各都市核を活性化させ

ていくためにはどのような要因に留意すればよいかを明らかにした。本章と第8章においては、

主に買物等の自由目的で都市核を訪れる地区利用者に着目し、どのような都市整備によって地区

利用者の都市核に対する評価や利用状況の改善が期待できるかを分析する。このうち本章では、

地区利用者の地区評価をアンケート調査を用いることによつて実証的に分析し、地区評価の面か

ら各都市核においてどのような整備課題が存在するかを提示する。

　まず、7－2では地区利用者の地区評価に関する課題と既往の研究について述べる。また、本

章で行う分析についてその内容と特徴を整理する。

　次に、7－3では京阪神都市圏の都市核の中で、本章で分析の対象とする茨木、千里中央、梅

田の3地区について各地区の特性を概観した後、アンケート調査の内容とその実施状況について

述べる。また、この結果をもとに地区利用者の評価という視点から分析対象とした各都市核にお

ける問題点を明らかにする。

　7－4では類似した属性を持つ地区利用者をまとめることによって評価主体グループを設定し、

二の評価主体グループごとに地区評価の視点がどのように異なるかを明らかにする。

　7－－5では7－4で提案した評価主体グループごとに、地区選好性と地区の活性度に関する二

つの評価モデルを作成する。地区選好性評価モデルにおいてはどのような地区評価項目が地区選

好性に対する総合評価のうえで重要な役割を果たしているかを明らかにする。また地区活性度評

価モデルを作成する二とによって、どのような地区評価項目が地区の活性度に関する総合評価の

うえで重要な役割を果たしているかを検討する。

　7－6では本章の分析から得られた結果を総合化する二とによって、地区利用者の評価という

観点から都市核の整備課題について考察を行う。

　最後に7－7において本章で得られた成果をまとめる。

7－2　地区利用者の地区評価に関する研究課題と本研究の視点

7－2－1　地区利用者の地区評価に関する課題について

　買物などで都市核を利用する地区利用者は各地区に対して様々な評価意識を顕在的、潜在的に

保持している。地区利用者の評価が改善されるような都市整備を都市核において実施していく二
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とは、地区利用者の行動を通じて都市核の活性化を図つていくという側面を持っている。二れに

加え・のような都市整備の実施によ・て．9接的澗接的に都市核のアメニテ，自体編め逗

的に良好な都市圏生活を創出するという視点から、今後ますます必要欠くべからざるものになっ

ていくと考えられる。現在までに、主に個別の企業や商店がどのような戦略をとることによって

どれだけ顧客を増やす二とができるかという問題については、マーケティングの分野において様

々な研究が行われてきた3）。しかし、地区整備の実施において地区利用者の地区に対する評価が

明示的に考慮された例は多いとはいえない。地区に対する評価を扱つた既往の研究等については

第5章において既に触れているため、ニニでは地区利用者の地区評価を通じて都市核の活性化を

図っていくうえで、現在特に研究の必要な点を二つ指摘しておく。

①地区利用者の多様性について

　　都市核の地区利用者は、年齢や性別及び職業や嗜好などが異なる様々なタイプの人間から構

　成されている。問題となるのは二れら多様な地区利用者は都市核の特性をそれぞれ別の視点か

　ら認識し、それぞれ別の価値基準で評価しているという二とにある。近年の都市核整備では、

　このような地区利用者ごとの地区評価特性の違いに注意を払う必要のあるケースも多くなって

　いる。例をあげれば、特定の年齢層や性別をターゲットとした商業施設開発、都市核における

　老人ホームの開設、職業の多様化に応じた都市の24時間化等4）がこれに相当する。このような

　地区利用者の多様化は、今後の都市核整備において考慮を払う必要があることの一つであると

　考えられる。

②都市核の多様性について

　　第2章でも述べたように、経済の高度成長期以降わが国の大都市圏郊外部では衛星都市や大

　規模二a－一タウンの中心部に多くの都市核が形成され都市圏構造が多核化している。様々な都

　市核が形成されるとともに各々の都市核の抱える問題も自ずから異なったものとなってきてい

　る。例えば術星都市中心部等の都市核では、周辺の居住人ロが増加する二とによってV一ビス

　需要の増大が進んでいるにもかかわらず商業や公共的なサービスは十分でなく、その受け皿の

　ための施設整備も不十分な場合もある5）。また経済の高度成長期に建設されたニュータウンに

　おいて計画的に整備された都市核は、現在ひと通りの成熟を終えるとともに、その評価と再整

　備の時期を迎えている6㌔二のような状況にある様々な都市核に対して、各都市核の持つ問題

　点を的確に把握し、地区利用者のニーズに応じた効率的な都市整備を行っていくことが今後ま

　すます重要になると考えられる。

　換言すれば、これらの課題は社会の成熟に応じて顕著になった様々な多様化現象を、分析にど

のように取り込んで行くかということを意味している。
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7－2－2　本章における分析の内容と特徴

　個人の評価意識をもとに分析を行うにはアンケート調査に基づくのが最も簡便で現実的なアプ

ローチであると考えられ、現在までにも多く研究がなされてきた7）8）。本章における分析もアン

ケート調査をもとにし、都市圏の多核化及び各都市核の多様化という状況のもとで、都市核整備

の課題を地区利用者の視点から明らかにするものである。

1）本章で行う分析内容

　本章で行う地区利用者の地区評価に関する研究は図7－1に示すように①地区評価構造と各地

区の問題点の把握、②各評価主体グループの地区評価特性に関する分析、③地区評価モデルの構

築、④都市核の整備方策に関する考察、の四つの部分から構成されている。以下では各分析につ

いてその内容を概説する。

各種統

v資料

地区の都市活動に

ﾖする現況分析

1⑭菌緬鞭［ξ葱返爾顧万緬葺…°…’

因子分析（全サンプル）

パーソント

潟bプ調査

地区の利用状況

ﾉ関する分析

地区評価における

軏{因子の抽出

各サンプル

ﾌ因子得点

地区利用者からみ

ｽ各地区の問題点

▼＊

アンケ1ト調査

　　　　　　　　　　　　　：

磨　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L．一一一．．．．．，一一一一．．一．一一一．．，．一一一一一，．，，一一一，．一一一一’－

P⑳否誠罫万↓二砺遜禰函運三辮…

　因子分析
iグループごと）

評価主体グル

[プの設定 ：ii三二＝「
グル・一プごとの

n区評価構造の違い

各サンプル

ﾌ因子得点
L，一一一一一一一．．．一一一一．．．一一一．◆一一一一一．一一一

P⑭葡勤冤禰駈麺百’”i　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　　　考察，　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　＊＊　　　　　　　　　1

一　一　一　●　■　’　一　一　一　一　一　●　一　’　一　一　一　．

@「’’’’’’’’”〔”一”°▲

l　l
@　：

@　：

評価項目の選好性に

@関するウェイト

地区選好性

@　評価モデル

各評価主体からみた

s市核の整備課題

評価項目の活性度に

@関するウェイト

地区活性度

@　評価モデル

L＿一＿＿一＿＿．．一＿＿＿i　　L＿＿一一一一＿．，＿＿一＿＿一一＿＿＿＿一…」

図7－1　地区利用者の地区評価に関する分析フロー
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①地区評価構造と各地区の問題点の把握

　　まず分析対象とする郊外型都市核を決定し、その都市活動の集積状況や地区利用者による利

　用状況を明らかにする。また地区評価に関するアンケート調査の結果を用い、地区利用者全体

　の評価意識がどのような基本的因子から構成されているかを分析する。同時に各評価項目に対

　する回答結果を地区ごとに集計する二とで、地区利用者からみた分析対象都市核の問題点を把

　握する。

②各評価主体グループの地区評価特性に関する分析

　　地区評価の基準は個人属性によって異なると考えられる。ここでは、地区利用者を類似した

　評価特性を持つ「評価主体グループ」に類型化し、二の評価主体グループごとに地区評価構造

　がどのように異なるかを明らかにする。

③地区評価モデルの構築

　　地区の総合評価に対する各評価項目のウェイトを「地区評価モデル」を構築する二とによつ

　て明らかにする。ニニでは地区の総合評価項目としてその地区を好きかどうかという「選好性」

　と、その地区に活力が有るかどうかという「活性度」に対してそれぞれモデル化を行う。二の

　うち「地区選好性評価モデル」については②で設定した評価主体グループごとにモデル化を行

　つている。

④都市核の整備課題に関する考察

　　地区評価モデルによって求めた各評価項目のウェイトと、現在の各地区の都市環境整備水準

　を考え合わせる二とによって、現在の郊外型都市核においてどのような地区整備が求められて

　いるかを考察する。

2）本章で行う研究の特徴

　本章の研究には以下のような特徴がある。

①7－－2－1で述べたような「地区利用者の多様性」について十分な考慮を行う。具体的には

　地区に対する評価特性の類似した属性を持つ地区利用者をまとめた評価主体グループを設定し、

　二のグループごとに分析を行う。

②同様に7－－2－1で述べた「都市核の多様性」についても十分な注意を払う。本章では衡星

　都市中心、ニュ・一’タウン中心等様々な特性を持った都市核を取りあげ、これらの特性と地区利

　用者の評価との関連の違いや、必要とされる都市整備の相違について検討を行う。

③本章の分析では、主に各地区の地区内要因をとりあげ、これらが地区利用者の評価意識にど

　のような影響を与えているかを分析する。この際、定量的な指標を用いて測定することが困難

　な質的要因を分析項目として重点的にとりあげる。
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④現在まで回帰モデルや数量化理論を用いたモデルによつて各評価項目のウェイトを求めよう

　とした研究では、評価項目の数が多すぎるために重共線性の問題が生起ずる場合が多かった。

　本章では多くの評価項目に対して、重共線性の問題を起二す二となく簡便にウェイトを測定す

　るための方法を提案する。

⑤各都市核において重要な整備項目を特定化する二とは簡単な二とではない。本章では第5章

　で行った都市活動の地区評価に関する分析と同様に、評価主体グループのウェイトが高いにも

　かかわらず実際の評価が低い評価項目から優先的に整備を行うべきであると考え、分析対象地

　区に対する具体的な地区整備課題について言及している。

7－3　調査対象地区の特性と調査結果の概要

7－3－1　調査対象地区の特性

　本章の分析で対象とした都市核は、第4章の都市核に対する現況分析から京阪神都市圏におい

て最も規模の小さい二とが明らかとなった茨木地区と千里中央地区（図4－4参照）、及び都市

圏の中心的な都市核といえる梅田地区である。郊外型都市核と呼べる茨末と千里中央の2地区は

図7－2に示すように大阪府北部に位置しており、いずれも郊外型の都市核であるということが

できる。このうち茨木地区が旧来の衛星都市における中心地区であるのに対し、千里中央地区は

経済の高度成長期に建設された千里ニュータウンの中心地区である。

　ここでは分析対象地区の特性を明らかにす

るため、対象地区の都市活動状況を表7－1

に示す。二の表から郊外型都市核の従業者密

度は都心型の梅田地区と比較してかなり低い

反面、開発の新しい千里中央地区では従業者

数増加率が高く、著しい成長を示していたこ

とがわかる。また、対象地区の利用状況を表

7－2に示す。茨木や千里中央の郊外型都市

核では通勤目的のトリップ構成比が低く、日

常的買物を中心とする自由目的のトリップ構

成比が高くなっている。自由目的トリップの

地区滞留時間は梅田、千里中央、茨木の順に

短くなつており、郊外型都市核の魅力度の差

：F里中央地区

至神戸

　　　　　　至京畠
アンケート

配布地区

　○　茨木岨

図7－2　本研究の分析対象都市核

　　　　　　とアンケート配布地区
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表7－1　分析対象都市核の都市活動状況

地区名 ①茨木 ②千里

@中央
③梅田

指標 単位

① 面　　　　　　　　　　積 k皿2 3．3 LO 2．9

② 全　　従　　業　　者　　数 人 18，404 4，559 241，452

③ 従　　業　　者　　密　　度 5，577 4，559 83，259

④ 商業系業種従業者密度 人／k■2 2，Ol5 2，627 36，120

⑤ サービス系業種従業者密度 2，130 L724 23，842

⑥ 現業系業種従業者密度 L382 129 21，320

⑦ 全　従　業　者　変　化　率 10．7 44．3 4．7

⑧ 商業系業種従業者密度変化率 ％ 10．8 33．4 7．5

⑨ 事ビス系業種従業者密度変化率 23．2 50．4 17．5

⑩ 現業系業種従業者密度変化率 一2．3 23．2 一i2．8

⑪ 鉄　道　乗　車　人　員 人 77，435 37，980 889，396

⑫ 推定年小売業販売額 億円 587 233 3，952

⑬ 大規模小売店舗数 軒 3 5 10

⑭ 大規模小売店舗売場面積 m2 16，719 43，552 177，152

⑮ 百　　　貨　　　店　　　数 軒 0 1 3

⑯ 最　高　法　定　容　積　率 ％ 600 600 1，000

⑰ 用　　　途　　　指　　　定 商業・近隣

､業・住居

商業 商業

t：E　）データはすべて1980年のものを使用、変化率は1975年～80年の値を示している。

表7－2　分析対象都市核の利用状況

　　項目

n区名

全集中

gリップ数

目的別集中トリップ構

ｬ比（％）（帰宅を除く）

交通手段別トリップ

@　構成比　（％）

平均滞留時間

i自由目的、

@単位：分）通勤 業務 自由 鉄道 自動車 徒歩

茨木 64，267 12．8 16．0 58．1 12．6 12．6 704 67

千里中央 24，060 16．4 11．5 5＆7 29．9 凪4 39．8 84

梅田 56．1433 31．5 34．0 32．9 57．5 12．3 28．0 100

異がこの原因の一つになつていると息われる。利用交通手段についてみると茨木地区は徒歩によ

る利用者が多く、千里中央地区は自動車利用者がやや多くなっている。

7－3－2　アンケート調査の概要

1）アンケート調査の内容と実施方法

　アンケートの内容は①個人属性、②各地区の利用状況、③各地区の評価、④最近の行動、の4

通りの内容に関する項目群から構成されている。このうち、本研究で主に分析に用いたのは表7

－3に示す③各地区の評価に関する項目である。今回の調査では評価項目として地区のもつ内部
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特性に焦点を絞っており、広域的な交通要因

などについては別途に検討することとしてい

る。ただし各都市核の自動車利用の可能性は

地区内要因に含められると考えられる部分が

多いため、周辺道路の整備状況や駐車場の整

備状況に関する評価について、かつてこの地

区を自動車で利用したことのある被験者を対

象として質問を行っている。地区の総合評価

については、①都市核に対する選好性の総合

評価と、②都市核の活性度に関する総合的評

価という異なった二つの側面について質問を

行っている。これら各評価項目、総合評価項

目の回答は4段階のカテゴリー選択方式を採

用している。

2）アンケート回答者の属性

　アンケートの実施状況を表7－4　C三示す。

アンケート調査は茨木、吹田市域のうち、本

章での分析対象都市核である茨木、千里中央、

梅田のいずれにも日常的なアクセスが可能な

図7－2に示す地域に居住している住民に対

して訪問留置形式で実施している。なお、調

査はこれら各都市核を利用した二とがあり各

都市核の状況をよく知つている利用者のみを

表7－3　地区評価項目一覧

項目群 評価項目名 もとの質問項目

1 店　の　種　類 店の種類は多いか
2 商品の種類 商品の種類は多いか
3 商品の価格 商品の価格は高いか

地区要因

ﾉ関する

]価項目

4 品　ぞ　ろ　え 品ぞろえは豊冨か
5 飲　　食　　店 飲食店は豊富か
6 大規模商業施設 大規模商業施設は豊富か
7 娯　楽　施　設 娯楽施設は多いか
8 自　然　環　境 自然的環境は良いか
9 夜　の　治　安 夜の治安は良いか
10 町　　並　　み 町並みなどの景観は良いか
11 なじみの店 なじみの店は多いか
12 用事の一括性 一度に用事を済ませられか
13 ゆったり買物 ゆつたり買い物ができる
14 高　　級　　感 高級感を感じるか
15 ファツシ●ン性 プアアシ・ン性は高いか
16 清　　潔　　感 清潔感を感じるか
17 静　　か　　さ 静かさを感じるか
18 整　　然　　さ 整然とした感じを受けるか

19 駐　車　場　所 駐車場所は十分か道路要因

ﾉ関する

]価項目

20 道路整傭状況 周辺道路整傭状況は良いか

21 渋　　　　　滞 渋滞の心配はないか
D1 選，　好　　度 この地区が好きか総合評価

?ﾚ’ D2 活　　性　　度 二の地区は活力が有るか

表7－4　アンケート調査の実施概要

①調査方法 家庭訪問留置、訪問回収

②調査単位 個　　人

③調査対象 高校生以上の男女
④調査時期 1988年11月の平日
⑤配布数 882
⑥有効回収数 715
⑦回答率 81．1％

回答者に限定して行っている。調査め結果、多様な属性を含む715サンプルの回答を得る二とがで

きた。

7－3－3　調査結果の概要

1）地区評価の基本構造について

　まず始めに、調査結果の概要を把握するために、各評価項目に対する回答結果をデータとし3

地区に対する回答結果をプーリングした上で因子分析を適用し、地区利用者の意識がどのような

基本的な因子によって説明できるのかを分析した。因子分析に用いる変数としては、表7－3に
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示す各評価項目のうち、明らかにその特性が

異なると考えられる自動車利用に関する項目

以外の評価項目をとりあげた。この結果、図

7－3に示すように「グレード』、『環境・

景観」、『買物快適性』、『商業集積』を表

すと考えられる四つの因子が得られた。

2）地区評価からみた各都市核の問題点

　こ二では全サンプルについての各評価項目

に対する回答の平均値を用い、各都市核ごと

にどのような評価項目に対して地区利用者が

問題意識を持っているかを明らかにする。各

評価項目に対する地区ごとの評価状況を図7

－4に示す。この図では1）で抽出した4つ

の因子に主に関係する項目群を因子ごとにま

とめて並べている。

①茨木地区

　　『グレード』、r商業集積」因子に主に

　関連する項目に対する評価が相対的に低く、

　二の傾向は「⑭高級感」、「⑮ファッショ

　ン性」等の評価項目において特に顕著であ

　る。　『環境・景観』や『自動車利用」因子

　に関連する項目に対する評価も都心型都市

　核である梅田地区とあまり変わらない低い

　評価にとどまっている。　　　　’

②千里中央地区

　　計画的に建設された郊外型都市核である

　ため、　『環境・景観』に関する項目で他の

　地区よりも評価が高くなつている。　『グレ

　ード』に関する「⑭高級感」、「⑮ファッ

　ション性」などの項目については都心型都

　市核に匹敵するほど高い評価が得られてい

　　　　　因子

?ﾚ名

因子

ｲ1
因子

ｲロ

因子

ｲ皿

因子

ｲIV

①店の種類 ■ ○ ◎

②商品の種類 ○ ○ ◎

③商品の価格 ◎

④品ぞろえ ○ ○ ■

⑤飲食店 ○ ◎ ●

⑥大規模商業施設 ○ ○ ○

⑦娯楽施設 ◎ ● ●

⑧自然環境 ◎

⑨夜の治安 ■ ●

⑩町並み ■ ◎ ●

⑪なじみの店 ●

⑫用事の一括性 ■ ◎ ◆

⑬ゆつたり買物 ● ◎

⑭高級感 ◎ ● ●

⑮ファッシ宿ン性 ◎ ● ●

⑯清潔感 ◆ ◎ ●

⑰静かさ ◎

⑱整然さ ◎

寄与率（％） 30 15 9 6

軸の解釈
グレー　ド 環殼・観 買快

ｨ適
@性

商業集　積

〔凡　例〕

記号 因子負荷量

◎ 0．5～

○ α3～0．5

● α1～α3

～0．1

図7－3　全vンプルによる因子分析結果
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゜°　　∨

んW

　　、V

轡、べ
千／　～ノ

ご梅田

）

　　　　♂・

　　　　’～》
1’一、」

　　　　　　　　3714158rO　18171S　459111213126192021
　　　　　　　　商娯高フ自町清静整品飲夜な用ゆ店商大駐道渋
　　　　　　　　綿並一ξ食：籔曝：萎

　　　　　　　　格設感性境み感ささえ店安店性物類類設所況滞
　　　　　　　　」■＿v”一”・’一一v　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「商業集積」　　　　　　　　’　　　　　　　　「グレード」　「環境・景観」　　「貝物快適性」

　　　　　　　　　　　図7－4　各都市核に対する評価状況

　るが、「①店の種類」、「②商品の種類」といったr商業集積』に関する項目は低い評価に留

　まつている。また、『自動車利用』に関連する評価項目においては全般的に評価値が高くなつ

　ていることがわかる。

③梅田地区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　∴

　　『グレード』や『商業集積』に関連する評価項目においては高い評価が得られているが『環

　境・景観」に関連する項目において評価値が低くなる傾向がある。

7－－4　利用者属性に着目した地区評価構造の分析

7－4－1　評価主体グループの設定

　都市核が地区利用者によpてどのように評価されるかは、評価主体の性別、年齢、職業といつ

た属性によって異なると考えられる。二のため、どのような属性を持った地区利用者を想定する

かによって、地区整備のあり方も自ずから異なったものになると考えられる。ニニでは性別、年

齢、職業などの個人属性の違いによって地区利用者をいくつかの評価主体グループに類型化し、

地区評価グループごとに地区評価構造がどのように異なるかを明らかにする。

　評価主体グループの設定にあたっては、①同一の評価主体グループに属する評価主体間では地
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区評価のバターンが類似している。②グルー

プ化した際、以下で行う分析に必要なサンプ

ル数がそれぞれの評価主体グループで確保さ

れている、という2つの条件に留意した。様

々な評価主体グループを想定して、それらの

妥当性を集計分析や数量化理論皿類を用いた

分析によって検討した結果、最終的には表7

－5に示す評価主体グループを得ることがで

きた。

7－4－2　評価主体グループごとの地区評

　　　　　　価構造の相違

　評価主体グループごとの地区評価構造の違

いを明らかにするため、まずグルーフ’ごとに

7－3－3と同様の因子分析を行った。この

結果、いずれのグループにおいても図7－3

表7－5　評価主体グループの設定結果

No グループ名 僧　　　　　　　　考 サンプル数

1 男性1 20才以上40歳未満《×学生を除く） 85
2 男性ロ 40才以上60歳未満 102
3 就業女性 会社貝、公務貝、80歳未満 34
4 主婦1 20才以上40歳未満 196
5 主婦ロ 40才以上60歳未満 182
6 高齢者 80歳以上、男・女とも 73
7 高佼生 男・女とも 44
8 大学生 男・女とも 34

男性1

男性ロ

就業女性

圭th　T

主婦ロ

高齢者

高佼生

×学生

o（％）　　20 姻 6a 89　　1ZZ

62

U3

U4

O0

U0

U0

U2

U5

　　　　r〆レード」　　　　　「珊境・景口」「買物快適性し」r商鍵集檀」

　　注｝右倒の数宰は4曽の寄与率合計憧‘基準化前、％）を示す．

図7－5　各因子の寄与率
　　　　　　（評価主体グループごと）

に示したものと同じ4つの因子軸を得る二とができた。評価主体グループごとに各因子軸の持っ

寄与率をその合計が100％になるように基準化した結果を図7－5に示す。この図からrグレード』

に関する因子については女性、大学生の寄与率が高くなっているのに対し、r商業集積」では男

性、高齢者、高校生の寄与率が高いことがわかる。

　次に、評価主体グループごとに各因子軸に関連している各評価項目の因子負荷量は表7－6に

表7－6　各評価項目の最も関連性の強い因子（評価主体グループごと）

グループ名 1 2 3 4 5 6 7 8

男性 男性 就業 主婦 主婦 高齢 高校 大学

項目名 1 皿 女性 1 口 者 生 生

④品ぞろえ 商集 商集 グレ グレ 快適 商集 商集 快適

⑤飲食店 商集 商集 快適 グレ 快適 商集 快適 快適

⑥大規模商業施設 商集 商集 グレ グレ 商集 商集 商集 商集

⑦娯楽施設 グレ 商集 グレ グレ グレ グレ 商集 グレ

⑨夜の治安 快適 快適 快適 髄 環境 快適 蹴 環境

⑫用事の一括性 商集 商集 商集 快適 快適 商集 快適 快適

⑬ゆつたり買物 商集 快適 快適 快適 快適 商集 髄 快適

⑮フアツション性 グレ グレ グレ グレ グレ グレ 商集 グレ

凡例

グレ：グレードに関する因子

環境：環境・景観に関する因子

快適：買物快適性に関する因子

商集：商業集積に関する因子

注）すべてのグループの因子負荷量が同一の因子軸に対して最大値をとっている項目は表から除いた。
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示すように若干異なっており、各グループによって、その評価項目のとらえ方に微妙な差がある

ことがわかる。このことは同じ都市環境整備を行つても主体によつてその受け取り方に差が生じ

ることを意味している。例えば飲食店、デパートなどの整備を男性は単なる商業集積の増加とと

らえる傾向が強いのに対し、就業女性や主婦は地区のグレードが向上したと感じることがわかる。

7－5　地区評価モデルの作成

7－5－1　地区評価モデルの考え方

　本章では地区に対する総合評価に、どのような因子及び評価項目が影響しているかを明らかに

するため地区評価モデルの作成を行なう。またこの結果を用いる二とによって各評価項目の地区

総合評価に対するウエイトを算出し、どのような項目に対して重点的に地区整備を行っていけば

よいのかを考察する。

　地区評価モデルの作成にあたっては現在までに数量化理論1・ll類、回帰分析等の数多くの手

法が用いられてきた。しかし二れらのモデルには、相関の強い説明変数を同時に用いると重共線

性の問題を生じるという問題があった。この問題を避けるため、本研究では判別分析法を先に行

つた因子分析法の結果と組合せることによって各評価項目のウェイトを求める新たな方法を用い

る二ととする。具体的には、まず7－3－3や7－4－2で行なった因子分析において求めた各

サンプルごとの因子得点FKを説明変数とし、地区の総合的な選好Dを外的基準として次の判別関数

を用いた分析を行なう。

　　　D＝dt　F1÷d2F2＋◆◆●．＋dkFk＋dc　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－1）

ここに、

　Fk：第k因子における因子得点

　dk：第k因子の判別係数

　dc：定数項

　式（7－1）において、判別係数dkは総合評価に対する因子軸kのウェイトであると解釈するこ

とができる。この判別モデルの説明変数となる因子は、評価項目を集約した互いに独立したもの

であるため、キャリブレーションにおいて重共線性の問題は発生しない。次に、実際の都市整備

は因子レベルではなく各評価項目レベルで実施されることがほとんどであるため、このような各

因子のウエイトから各評価項目のウエイトを求める必要がある。そのためには、各評価項目と各

因子の関連性の強さを表わす適当な指標が存在すればよいことになる。各評価項目の各因子に対

する関連の大きさはそれらの相関係数として因子負荷量fk」（k：因子、　j：評価項目）で琴現するこ
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とができる。よって、本研究では総合評価に対する各評価項目」の持つウェイトWjを式（7－2）

のようにdkとfkjをkについて積和した数値で表現する。

　　　Wj＝Σdk●fkj　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7－2）
　　　　　k

　以上のような方法によって算出したウェイト胃jを用いることによって、評価項目間に重共線性

が存在する場合でも項目間のウエイト値の比較を行うことが可能になる。

7－5－2　地区選好性評価モデルの作成結果と考察

　地区選好性評価モデルにおいては、地区に対する総合評価項目として「この地区が好きですか」

という質問項目を取りあげ、各評価主体ごとに、各地区に対して「大変好き」、「好きではない」

と答えた者を判別する2群判別分析を行なった。判別分析に用いる因子得点は7－4－2におけ

る因子分析で得られた値を用いた。各評価主体グループについて地区評価モデルを作成した結果

を表7－7に示す。二の表からどの評価主体グループについても、80％前後の高い的中率が得

られ、ウィルクスのAも十分な値が得られている二とがわかる。ここで『グレード』、『環境・

景観』、『買物快適性』、『商業集積』の4つの評価因子の判別係数値は各評価主体グループに

よってその大きさがかなり異なっている二とがわかる。二れに加え、判別係数値は必ずしも因子

分析の際に大きな寄与率を示した因子において大きな値になつているとは限らない。また、表7

－7の結果と7－4－2で求めた各グループ別の因子負荷量の値を式（7－2）に代入して各評

価項目ごとにウェイトを求め、その順位づけを各グループごとに行ったところ表7－8に示すよ

うな結果が得られた。これらの結果から次のようなことがいえる。

①　男性1と主婦1、∬は『グレード』因子を他の因子よりも重視しており、その中でも「⑭高

表7－7　地区選考性評価モデルの作成結果

グループ名 　1

j性1
　2

j性皿

　3

A女性
　4

蝠w1
　5

蝠wロ

　6

w諶ﾒ
　7

mZ生
　8

蜉w生

グレード　因子 α823 0，432 0，034 0，752 0，673 α570 0，138 0，112

環境・景観因子 0，720 0，682 1，Ol7 0，748 0，912 0，454 0，460 0，355

判別係数値

買物快適性因子 0，066 0，826 1，480 0，689 0，690 1，400 0，452 1，294

商業集積　因子 α616 0，808 0，708 0，183 0，038 0，267 1，044 0，464

定数　項 0，660 0，506 0，173 0，288 0，382 0，468 0，202 α308

大変好き 1，290 1，884 1，656 1，331 1，618 1，952 1，337 1，602群平

ﾏ値 好きではない 一〇．347 一〇．456 一〇．631 一〇．251 一〇．396 一〇．238 一〇．289 一〇．552

ウィルクスのA 0，686 0，532 α471 0，747 0，605 0，673 0，712 0，517

的中率　（％） 78 86 90 74 84 83 73 82

一・
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表7－8 各評価項目の地区選考性に対するウェイト順位
　　　　　　　　　　　　　　　　（評価主体グループごと）

グループ名 1 2 3 4 5 6 7 8

因 男性 男性 就業 主婦 蜘 高齢 高校 鴬
子 主要関連項 1 口 ’女性 1 口 者 生 生

④品ぞろえ 一 ●
4 4

　 一 一 一

グ ⑤飲食店 一 一 一 一 一 一 一

レ ⑥大規模商業施設 一 一
7 7

一 一 一 一
1 ⑦娯楽施設 3

一
5 7

一

ド ⑭高級感 1 2 4

⑮プアツション性 2 1 1
一

環 ⑧自然環境 5 6

境 ⑨夜の治安 一 一 一 一 一

景 ⑩町並み 4 3 2’ 2

観 ⑯清潔感 5 3

買 ④品ぞろえ 一 一 一 一 一　　　・

一
3

物 ⑤飲食店 一 一
2

一
5

一
4

快 ⑨夜の治安 一
1

一 一

適 ⑪なじみの店 6

性 ⑫用事の一括性 一 一 一 一
7 2

⑬ゆつたり買物 一
2 3 3

一
1

①店の種類 7 2 7

商 ②商品の種類 6 6 6 3 5

業 ④品ぞろえ 6 5
一 一 一

4 4
一

集 ⑤飲食店 一 一 一
7

一 一

積 ⑥大規模商業施設 7
一 一

5 5 6

⑦娯楽施設 4
一 一 一 一

1
一

⑫用事の一括性 1 1
一 一 一 一

⑬ゆったり買物 一 一 一 一
3

一 一

⑮プアッション性 一 一 一 一 一 一
6

一

　　　注）上位7項目（各グループごと）のウ＝イト順位を示した。

　　　　　一印は各項目にとつて、その因子が第一関連因子ではない二とを示す。

　級感」、「⑮ファッション性」に関するウェイトが高いことがわかる。

②　男性は高年齢になると「用事の一括性」や「ゆったり買物」といった『商業集積』や『買物

　快適性』因子と関連の深い項目においてウエイトが高くなる。これに対して、主婦は高年齢に

　なると「⑩町並み」、「⑯清潔感」などの『環境・景観』因子に関する項目においてウ＝イト

　が高くなる傾向がある。

③　高齢者は他のグループと比較して、「⑨夜の治安」や「⑪なじみの店」に対するウェイトが

　非常に大きくなっており、地区評価に対する考え方が他の評価主体グループと大きく異なるこ
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　とがわかる。

④　高校生、大学生は『グレード』や『環境・景観』に関する項目を他の評価主体グループほど

　重視していない。ウ＝イト順位の計算結果から高校生は「⑦娯楽施設」や「①店の種類」の多

　いにぎやかなと二ろを、大学生は「⑤飲食店」などが充実したゆったりと遊べる地区を好む傾

　向にあるということがいえる。

7－5－3　地区活性度評価モデルの作成結果と考察

　地区選好性評価モデルの結果から、どのような評価項目に対して整備を行えば各評価主体グル

ープによる主観的な評価が向上するかという二とが明らかになつた。しかし実際の地区整備にお

いては、二のように地区利用者の選好性を高めていく二とだけが目標となるわけではない。ニニ

では地区の総合的評価に関する客観的な指標といえる「地区の活性度」を取りあげ、地区活性度

評価モデルを作成する二とによって各評価項目が地区の活性度にどの程度影響しているかを明ら

かにする9㌔ニニではアンケート調査の「二の地区は活気があると思われますか」という質問項

目に対する回答をもとに、7－5－1で述べた方法に従って地区活性度評価モデルを作成する。

地区の活性度に対する評価は、評価主体の属性の違いによって差が生じるとは考えにくいため、

ニニでは全サンプルをまとめてモデル分析を

行う二ととする。

　7－3－3で行った全サンプルに対する因

子分析の結果をもとに、各サンプルの因子得

点を算出し地区の活性度に関する判別分析を

行った結果を表7－9に示す。ウ1ルクスの

A、的中率などは良好な結果が得られている

ことがわかる。この結果から、「グレード』

因子の判別係数値が高くなっている反面、『

環境・景観』因子の判別係数値はマイナスの

値を示している。このことから都市核の活性

度の高さと環境・景観の良さの間にはトレー

ド・オフの関係が存在することがわかる。

　二の活性度に関する判別分析の結果をもと

に、地区の活性度に関する各評価項目のウェ

イトを求めた結果を図7－6に示す。この結

表7－9 地区活性度評価モデルの

作成結果

グレード　因子 1，502

環境・景観因子 一〇．629

買物快適性因子 0，726

商業集積因子 0，350

定　数項 0，160

群平均値 大変活気が

@　　ある

1，952

ほとんど活気

@　がない

一1．249

ウィルクスのA 0，290

的中率　（％） 92
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果から以下のような考察が得られる。

①地区の活性度評価に対する評価項目のウ

　ェイトの高さは、地区の選好性評価に対す

　る評価項目ウェイトの高さと関連性が低い。

　この二とは地区の活性度に対する評価の高

　さと選好性に対する評価の高さは必ずしも

　一致しないということも意味している。

②　地区活性度評価モデルにおいて、判別係

　数値がマイナスになった『環境・景観』に

　関する因子軸に対して因子負荷量の大きか

晶晶の種類鑓18㍑西に設紬最の食恰箒4品－o

ｮ
17

ﾃ
18

ｴ
－o

ｬ
8自

そ　ろ　然　か　潔　並然環

1514

a@　級　　感

7娯楽施設

12
@08　04　0　04

　｝…一｝…

に度性活区地の目項価評各6
一

7図

トイ
エウるす対

　つた評価項目のウェイトはすべて負値となつている。

③　　『商業集積」、『グレード』に関連する評価項目は全般的にウェイトが高く、特に「⑮ファ

　ッション性」や「⑭高級感」などが重要な評価項目となっている二とがわかる。

④　「買物快適性」に関連する評価項目においては「④品ぞろえ」’や「⑫用事の一括性」などの

　ウェイト値の高い項目と「⑨夜の治安」、「⑪なじみの店」などウェイト値の低い項目が存在

　する。二れはr買物快適性』が、商業集積の高さなどに伴う利便性と落ちついて買物できる二

　とや安全性による快適性の二つの要素から構成されており、二のうち前者が地区の持つ活性度

　に密接に関係していることを意味している。

7－6　地区利用者の地区評価からみた都市核の整備課題

　都市環境整備を行っていくに際しては、現在悪い点を重点的に改善していくという考え方と、

現在の地区状況に左右されない新しいコンセプトに基づいて地区を改変するという考え方がある

二とを既に5－5で説明した。こ二では二のうち前者の視点に立ち、地区利用者が高いウェイト

を持つているにもかかわらず満足度の低い評価項目に着目し、対象都市核ごとにどのような整備

を行なうのが望ましいかを整理する。

①茨木地区

　・男性1や主婦のグループにおいて重視されている『グレード』に関する項目において現状の

　　改善が必要である。しかし、「⑭高級感」や「⑮ファッション性」といった項目に対する評

　　価を一朝一夕に向上させるのは困難であるため、二れらの評価主体が『グレード』因子に関

　　連する評価項目であると認識している「⑦娯楽施設」等を充実させていく方法が考えられる。
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　　具体的には会員制のスポーツクラプを立地させる等の方法が考えられる。

　・「⑬ゆったり買物」できることを重視している男性1や大学生のグループに対しては、十分

　　な滞留スペースを設けた商業施設の整備を進めることが重要であると考えられる。

　・自動車利用に対する利便性が大都市都心地区並みに低いため、周辺道路や駐車場の整備が課

　　題となっている。ただし、郊外型都市核としての性格上徒歩による日常的買物利用客の比率

　　が高く、地区内の交通安全、歩行者空間の確保といった点に十分に留意する必要がある。

②千里中央地区

　・この地区は「⑪なじみの店」において地区利用者の評価が他の都市核よりも低かった。二の

　　項目に関しては日常的に地区を利用する主婦等よりも、地区の利用頻度が低く、なおかつこ

　　の評価項目に対するウェイトの高い高齢者グループにとって重要な課題となっている。この

　　項目が問題となるのは、二の地区がニュータウンにおいて計画的に建設された都市核である

　　という歴史的背景と密接に関係している。二a一タウン居住者の高齢化という事態を考え合

・　わせ、都市施設計画の面からは高齢者の利用しやすい店舗や施設の配置、住宅・人ロ計画の

　　面からは居住者が高齢者などの特定階層に片寄らないように配慮を行う必要があろう。

　・この他にも「⑫用事の一括性」においてこの地区の評価が低くなっていた。この評価項目は

　　男性皿や就業女性など比較的時間のゆとりがない評価主体において重視されているため、二

　　れらの評価主体の買物ニーズ等を詳細に調べた上で、新たな商業施設整備もしくは既存商業

　　施設の改善を行う二とが必要と考えられる。

③梅田地区

　・この地区では『環境・景観』に関連する評価項目において相対的に評価が低くなつているた

　　め、植樹等の実施や、老朽かした建築物群の更新などを行う必要があると考えられる。ただ、

　　注意が必要なのは、地区評価モデルの結果からr環境・景観』に関連する評価項目は、総合

　　的な地区の選好性評価と活性度評価に対してトレード・オフの関係が存在するため、地区の

　　賑わいを減じることのないよう実施する試作には十分注意する必要がある。

7－7　結語

　本章では地区利用者の地区評価という点から都市核の活性化方策を明らかにするための一つの

方法を提示した。具体的には茨木、千里中央、梅田の都市核を対象地域として地区利用者にアン

ケート調査を行ない、多変量解析手法等を用いることによって地区利用者の地区評価に関する実

証的分析を行なった。この結果、地区利用者の地区評価特性を明確にするとともに、都市核の特
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性に応じた整備課題を整理することができた。

　まず、7－2では地区利用者の地区評価に関する研究課題と本研究の視点について述べた。二

こでは都市核の活性化のために地区利用者の地区評価に着目することの必要性を示した上で、研

究において取り入れる必要のある以下のような二つの「多様性」について論じた。

①地区利用者の多様性

　多様な属性を持つ地区利用者は都市核の特性をそれぞれ別の視点から認識し、それぞれ別の価

　値基準で評価している。近年では特定の年齢層や性別をターゲットとした商業施設開発、都市

　核における老人ホームの開設、職業の多様化に応じた都市の24時間化等の地区利用者ごとの地

　区評価特性の違いに注意を払う必要のある都市核整備が多くなっている。

②都市核の多様性

　都市圏構造の多核化と共に各都市核の特性は多様化している。二のため各々の都市核の抱える

　問題も自ずから異なったものとなってきている。二のような様々な都市核に対し各々の問題点

　を的確に把握し、地区利用者のニーズに応じた効率的な都市整備を行つていく二とが今後ます

　ます重要になると考えられる。

　次に、7－3においては本章で分析の対象とした茨木、千里中央、梅田地区の特性とアンケー

ト調査結果の概要を示した。ここで得られた結果は以下の通りである。

①　茨木・千里中央の郊外型都市核における従業者密度は梅田地区などの都心型都市核と比較し

　てかなり低く、トリップについても通勤目的の構成比が低い反面、自由目的の構成比が高くな

　つている。特に近年開発された千里中央地区の最近における成長率は非常に高く、地区利用者

　のうち自動車を利用する者の比率が高くなっている。

②　地区利用者の地区評価構造を分析するため、アンケート調査の都市核の地区内要因に対ずる

　評価項目の回答結果に対して因子分析を適用した。この結果、『グレード』、『環境・景観』、

　『買物快適性』、『商業集積』を表す四つの因子が得られた。

③　各都市核ごとにどのような評価項目に対して地区利用者が問題意識を持つているかを分析し

　た。二の結果、茨木地区では『グレード』、『商業集積』因子や『自動車利用』に関連する項

　目が、千里中央地区では『商業集積』や『買物快適性』に関連する項目の一部において評価が

　相対的に低く、これに対して梅田地区では『環境・景観』因子に関連する項目において評価が

　低いことが明らかになつた。

　また、7－4では利用者属性に着目した地区評価構造の分析を行つた。ここでは性別、年齢、

職業などの個人属性の違いによって地区利用者を8つの評価主体グループに類型化し、グループ

ごとに地区評価特性がどのように異なるかを因子分析を適用することによって把握している。こ
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の結果、属性が異なることによって地区利用者は同じ評価項目に対してもそのとらえ方に微妙な

差がある二とを明らかにした。このことは同じ都市環境整備を行っても主体によってその受け取

り方に差が生じることを意味しており、例として飲食店、デパートなどの整備を男性は単なる商

業集積の増加ととらえる傾向が強いのに対し、就業女性や主婦は地区のグレードが向上したと感

じることを明らかにした。

　7－5では地区評価モデルを作成することで、地区の選好性や活性度の評価に際してどのよう

な評価項目が重視されているかを分析した。本節における分析の特徴と得られた結果を以下にま

とめる。

①　ニニで提案した各評価項目のウェイト算出法は、判別分析法と因子分析法を組合せる方法に

　よるもので、二の方法を用いると現在までの回帰分析や数量化理論による分析法で問題となっ

　ていた項目間に重共線性が存在する場合でも各評価項目のウェイト値が得られ、項目間でその

　比較を行うことができる。

②　地区選好性評価モデルの作成結果から40才以下の男性と主婦は『グレード』因子を重視して

　おり、年齢が上がるに従って男性は『買物快適性」因子を、主婦は「環境・景観』因子を重視

　する傾向にあることが明らかになった。また高齢者は「夜の治安」や「なじみの店」といった

　評価項目に対するウェイトが大きく、地区評価に対する考え方が他の評価主体グループと大き

　く異なっている二とが示された。

③　地区活性度評価モデルの作成結果から「商業集積」や「グレード」に関連する評価項目は全

　般的にウ＝イトが高く、『環境・景観』の良さと地区の活性度の間にはトレード・オフの関係

　が存在する二とが明らかになった。また、各評価項目の地区選好性に対するウェイトと地区活

　性度に対するウェイトの間には明確な関連性は存在しなかった。

　　7－6では対象都市核の整備課題についてまとめた。二の結果茨木地区では高級感やファッシ

　ョン性の向上、及び娯楽施設等を充実させるとともに、十分な滞留スペースを持った商業施設や

自動酬用者のための施設が必要である・とを指撤た・また・千里中央地区では地区利用者が

一度に用事をすますことができるような利便性の高い商業施設を機能的に配置するとともに、高

齢者への配慮が必要である二とを述べた。一方梅田地区は、地区の賑やかさを減ずる二とがない

　ように注意しながら、水準の高い景観整備を行っていく必要があることをまとめた。
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8　地区利用者の行動に着目した都市核整備の効果分析1）“2）

8－1　概説

　本章では、都市核における地区利用者の行動という面から都市核の活性化のためにどのような

地区整備が必要とされるかを明らかにする。具体的には京阪神都市圏の都市核を対象に、買物・

娯楽等の自由目的のために地区を利用する地区利用者をとりあげ、目的地選択や滞留時間決定な

どの行動とそれらに影響を与えている要因を実証的に分析する。この結果をもとに、地区利用の

促進という視点から都市核を活性化していくためにはどのような都市整備が効果的であるかにつ

いて考察する。

　まず、8－2では人間の交通行動に関する従来の研究を簡単にまとめ、都市核における地区利

用者の交通行動を分析するに際してどのような課題があるかを整理する。また本章で行う分析に

ついて、その内容と特徴を述べる。

　次に、8－3では地区利用者の行動の中で、本章で特に着目した「滞留行動」について、その

分析の意義と分析のための指標として用いる滞留時間の算出法について示す。

　また、8－4では、第3章で京阪神都市圏において設定した47の都市核ごとに地区利用者の地

区利用状況を明らかにする。

　8－5においては地区利用者の都市核選択行動を分析し、その要因分析を行う二とによつて都

市整備が目的地選択行動に与える影響を検討する。

　8－6では地区利用者の都市核における滞留行動に対して要因分析を行い、都市整備が地区利

用者の滞留行動に与える影響を検討する。

　8－7ではこれらの結果をふまえて、各都市核の地区利用状況を効果的に改善していくために

はどのような都市整備が必要であるかを検討する。

　最後に8－－8において本章で得られた成果をまとめる。

8－2　地区利用者の行動に関する研究課題と本研究の視点

8－2－1　地区利用者の行動に関する課題について　　　　　　　　　　　　’

　第7章では地区利用者の地区評価という観点から都市核整備のあり方について検討を行ったが、

都市核の活性化を論じるにおいて地区利用者の実際の行動という側面からも地区整備のあり方を

考える必要がある。これは地区利用者の評価に影響を与える要因がその行動にも同じ影響を与え

るとは限らないためである。この原因として個人の評価が必ずしも行動に反映されないことや都
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市核の持？ている様々な特性によって地区利用者の行動に制約が生じるためである。

　工学の分野における人間の交通行動に関する研究は、自動車交通を始めとする交通量をいかに

推計するかという問題に応えることを主なねらいとして発展してきたということができる。戦後、

交通量推計の方法として交通モデルの導入がなされ、その中心的役割を果たしてきたのは四段階

推定法であった。しかしこの方法によるマクロな見地からの交通需要推計では、多様な嗜好を持

つ現代社会における個人の行動を十分に表現できない面があった。このため、非集計行動モデル

などのような、よりミクロな見地から個人の行動が分析されるようになった。このような状況の

うえに、さらに1970年代から各国においてより現実的な交通行動の研究を行うために、交通行動

を時間的、空間的な制約の中で考えたり、人の一日の生活活動の中でとらえる考え方が現れ、現

在では表8－－1に示すような多様な分析アプローチが提案されている11）。また近年では地区にお

ける滞留行動自体に着目した研究12，や地区内の歩行者行動に対してミクロな視点からアフ’ローチ

した研究13）もみられるようになってきた。

　　　　表8－1　交通行動に関する最近の分析アプローチ

特 徴 行動理論

分析アプローチ

長所 短所 の有無

①効用最大化モデル4） 経済掌における効用理論を行動理 行動空間に対する十分な考慮が ○

論の基礎としている． なされていない．

②非集計 個人や世帯などの行動単位に注目 個人の行動時間に対する十分な ○

交通選択モデル5》 し、それらがもつ社会経済的特性 考慮が難しい．

に応じて交通行動を表す。

③トリ，プ 吸収マルコ 1目のト1ハップ行動を完結したト ト‘∫ップの背景にある個人行動 ×

連鎖 フ連鎮モデ リゥプテェインとみなし、違鎖し の理論には触れていない．また

モデル ノレ6） ているト1，ヲプの特性を求める・ 行動時間を取り扱っていない．

マルコフ再 涛留時間がトリラプ機会の増減に トリ7プの背景にある個人行動 ×

生理論モデ 関連していること｛二着目して交通 の理論には触れていない．
ル7， 需要を求めている．

④プリズムモデル8， 人の活動の時間一空間的制約を図 交通モデルとの関連はほとんど ×

的に説明する． 検討されていない．

⑤Ti邑6　Budget 研究●， 　　　　　　　　　　　　．ﾙ会鋼査により、行動時間、行動 方法論的に複雑でまだ多くの問 ×

空聞の両方を考慮して、個人の活 題を残している。

動配分・について分析を行つている

⑥HA〔Sモデル膚， 世帯構造が個人の行動の主要な決 調査に手間がかかる。定量的な ×

定要素になっていることに着目し 分析を行う二とが困難である．

、施策の影響評価を行つている．

注）文献3）を参考にして作成
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　以上のように人間の交通行動に関して、現在までに理論、実証の両側面から多くの研究がなさ

れてきた。しかし、これらの研究のほとんどはその結果を交通計画に役立てようという意識のも

とで行われてきたということができる。このため従来の交通行動研究からは、地区利用者の行動

という視点から都市核活性化のための有効な提言を打ち出すことが難しい。以上のように、都市

における人間の行動によつて都市核がどのような影響を受けるのか、また快適な人間の行動環境

はどのような地区整備のもとに実現できるのかという都市サイドの視点に立つ交通行動分析は近

藤によってその可能性は述べられていたが14）、現在までその十分な研究例は無い。この目的を達

成するために地区利用者の交通行動研究を行つていくに際しては、トリップに着目した交通行動

分析のみならず地区での滞留行動などについても十分な注意を払う必要があると考えられる。

8－2－2　本章における分析の内容と特徴

1）本章で行う分析内容

　本章で行う地区利用者の地区利用行動に関する研究は図8－1に示すように、①都市核におけ

る地区利用者の行動に関する現況分析、②地区利用者の都市核選択行動に関する分析、③地区利

用者の滞留行動に関する分析、④都市核の整備方策に関する考察の4つの部分から構成されてい

る。以下では各分析ごとにその内容を概説する。

①都市核における地区利用者の行動に関する現況分析

　　まず始めに京阪神都市圏において設定した47の都市核を対象として、各都市核に自由目的の

　地区利用者を引きつける要因となる商業・サービス機能の集積状況を概観する。さらに、昭和

　55年に行なわれたパーソントリップ調査のデータを用いて、買物・娯楽等の自由目的による地

　区の利用状況を明らかにする。

②地区利用者の目的地選択行動に関する分析

　　次に地区利用者の行動を、居住地から「どの都市核を選ぶか」という目的地選択行動と「各

　地区でどの程度の時間を費やすか」という滞留行動の2つの要素に分解し、二のうち目的地選

　択行動について影響を及ぼしている要因をモデル分析を通じて定量的に明らかにする。

③地区利用者の滞留行動に関する分析　　　　　’

　　地区利用者の都市核における滞留行動にどのような要因が影響しているのかをモデル分析を

　通じて定量的に明らかにする。二の際、トリップ属性や個人属性が滞留行動に対して及ぼす効

　果について検討した滞留時間分析モデル互と、地区特性が滞留行動について及ぼす効果につい

　て検討した滞留時間分析モデルllによって2段階の分析を行う。

④都市核の整備方策に関する考察
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　　ロコエ－　－コ－－－のロエ－ロロロ－－－－　ロ－ロ－－－ココ■エ－ロロロ－－－P－ロ－ロ－－　ロ－エ－ロロ－－　

1征都市核における地区利用者の行動に関する現況分析　　　　1

1　　各種統計データ
i
l

　都市核の商業・サービス
　機能に関する現況分析

　　　　　　　　　　　　　：
　パーソントリップ調査　　i

　　　　　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　　I都市核への自由トリップ

行動に関する個人データ

　　　　　　　　　　　地区利用者の目的地選択・滞留

　　　　　　　　　　　行動に関する現況分析
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一一一●一一一2　L－一一一一一⇒一一一・一●一一一一⇒’一一・●’一●一一．一’●一●●’一一一⇒●

　1②地区利用者の目的地選択行動に関する要因　　　　　　　　i

：地区利用者の行動に　目的地　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選択モデル　　　　　　｛　　　　影響を与える要因データ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：：：：

　「酬亘莉購あ編行動に関する分析　　　　i
　　　　　　　　　　　　　　　滞留時間分析モデルI　i
　　　　　　　　　　　　　　（トリップ属塩個人属性）　　　　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：

　　　　　　　　滞留時間霊裟゜　　i
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

　　1④都市核の整備方策に関する考察　　　　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　　　地区利用者の行動からみた　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　　都市核の整備方策　　　　　　　　　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　　‘

図8－1　都市核における地区利用者の行動に関する分祈フロー

　　以上の①～③の3つの分析から得られた知見をもとに、最終的に地区利用者の行動という視

　点からみた都市核の改善方策について二、三の考察を述べる。

2）本章における分析の特徴

　本章の分析には以下のような特徴がある。　　．

①先に設定した京阪神都市圏における都市核を分析の最小単位とし、パーソントリップ調査の

　個人データをもとに分析を行うため、十分なサンプル数のもとで都市核における地区利用者の

　行動について精度の高い結果を得ることが期待できる。

②都市核の活性化という課題について、二れまで地区利用者の行動という側面から十分な検討

　が行われてきたとは言い難い。本章では「どの都市核を目的地として選択するか」という地区

一134一



　利用者の目的地選択行動に着目するだけでなく、「どの都市核でどれだけ滞在するか」という

　地区利用者の都市核における滞留行動を分析において明示的に考慮する。’

③　都市核の活性化において地区利用者の総滞留時間を増加させることが一つの指針になる二と

　を示し、どの都市核において特に地区利用者の行動を考慮した都市核整備が必要とされている

　かを指摘する。

④　目的地選択行動の分析では、各目的地を選択した二とによって得られる地区利用者の効用の

　高きに着目し、集計タイプのロジットモデルを適用することによつて地区利用者の目的地選択

　に影響を及ぼす要因を明らかにする。また滞留行動の分析では、トリップ属性や個人属性の違

　いに応じて、地区利用者の滞留時間がどのように異なるかについて分析を行つた上で、地区特

　性が個人の滞留行動にどのような影響を与えているかを明らかにする。二の結果から都市整備

　が地区利用者の行動に与える効果を推測することが可能となる。

8－3　滞留行動が都市核活性化に持つ意味

8－3－1　滞留時間の算出法

　本節では、地区利用者の行動から都市核の活性化方策を検討するのに先立ち、滞留行動を分析

することの意義を簡単な例を用いることによって示す。本研究では滞留行動の特性を示す指標と

して個人の各都市核における滞留時間に着目する。まずトリップに関する個人データが与えられ

た場合、個人iのk番目に訪れた都市核での滞留時間τtijk（ここでfは自由目的、　jは地区を

表す。）は次の式（8－1）のようにして計算される。

　　　r「ijk＝tdij・（k・1）－ta・jk　　　　　　　　　　（8－1）

ニニ｛二、

tdij・《k・1）：個人iの（k＋1）番目のトリップ出発時刻（ゴ地区へ）

ta；jk：個人iのk番目のトリップ到着時刻（j地区へ）

　また、個人の滞留時間を各都市核ごとに合計することによって、各都市核における地区利用者

の総滞留時間T「j（自由目的のみ、1日延べ）を式（8－2）のように求めることができる。

　　　Tfj＝ΣΣτfijk　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－2）
　　　　　　i　　k

　以上の二とから、地区利用者の総滞留時間が長い都市核は地区利用者の数iが多いか、もしく

一135一



は個人の滞留時間τが長いか、もしくはその両方であるという二とができる。

8－3－2　滞留時間を分析することの意義

　ここでは都市核の活性化という課題と地区利用者の行動がどのように関連しているかについて

簡単な例を示す二とによって説明する。図8－2は第3章で設定した47の都市核について各地区

の小売販売額（推計値）と地区利用者の一日延べ滞留時間（自由目的のみ）Tfjの関係を示した

ものである。この図から小売販売額と地区利用者の1日延べ滞留時間の相関（相関係数値0．903）は

非常に高い二とがわかる。ちなみにこの相関は小売販売額と自由目的の集中トリップ数の相関（相

関係数値0．869）よりも大きくなっている。この二とから、、商業的な視点から地区の活性化を進め

るには、自由目的で地区に来る地区利用者の1日延べ滞留時間を増加させる二とがその一つの指

針になると考えられる。二の一日延べ滞留時間を特定の都市核において増加させるためには、8

－一　3－1でも述べたように、その都市核の地区利用者による選択確率を高めるか、もしくはその

都市核に来る地区利用者個人の滞留時間を伸ばすという2通りの方法が考えられる。本章では、

この地区選択と滞留時間の決定に影響を与えている要因をモデル5｝・析によって明らかにする。

50
@姪　40　田　30

20

15

10

5

0
　　　　　　　5　　　　　　　10　　　　　　15　　　　　　　20

　　　地区利用者（自由目的）の1目延べ滞留時間　（百万時間）

注）販売額データ：商業統計表の立地環境特性編（昭和57年）から推計

　　図・8－2　地区利用者の滞留時間と小売販売額の関連

梅田地区
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8－4　地区利用者の行動に関する現況分析

8－一　4－1　分析対象となるトリップの概要

　本研究ではパーソントリップ調査の被験者が行なったトリップのうち、都市核を到着地とした

自由目的トリップを分析対象トリップとした。トリップの抽出に際してはパーソントリップ調査

の調査単位である「4桁ゾーン」と都市核の照合を行っている。この結果、表8－2に示すよう

に分析対象トリップとして37，088トリップを得ることができた。また、本研究では詳細な分析を

行うために、トリップ目的を表8－－3に示す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表8－2　分析対象サンプルの抽出結果
ように日常目的（日常的買物、日常的食事等）

、非日常目的（非日常的買物、娯楽、非日常

的食事等）、その他の3通りに細分化すると共

に、都市核ごとの分析では拡大係数と補正係

数を用いて地区利用者数の推計値を算出し分

被験者数 対象｝り7？’数

パーソントリップ調査全体 427，177 981，137

本章での分析 80，855 111，930

構成比 18．9％ 11．4％

表8－3　自由目的トリップの分類

本研究で用いた自由目的トリップ

ﾌ分類

パーソントリップ調査における分類

大分類 小分類 到着施設分類 目的分類

1．日常目的 ①日常的貝物 商店、デパート、

Xーパーマーケット

食事、家事、医療

叝崧Iな買物
その他の施設

＊日常的食事 飲食店、宿泊・娯楽

{設2．非日常目的 ②非日常的食事

③非日常的買物 商店、デパート、

Xーパーマーケット

娯楽、日常的でな

｢買物
④娯楽 宿泊・娯楽施設、

ｶ化・宗教施設、

ﾌ育施設、公園、

ﾎ地、自然地
その他の施設

3．その他の

@　　　目的

おけいこごと、

mなど
社交、送迎、PT
`の会合
観光、レクリエー

V目ン

＊本研究では食事目的のトリップをその出発地、目的地、食事時間などから日常

　的なものと非日常的なものに分離した。二のうち日常的なものに関しては、以

　下の分析から除外している。
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析に用いている。なお、パーソントリップ調査においては休日のデータは含まれていないため、

分析結果の解釈においては注意が必要である。

8－4－2　商業・サービス活動に着目した都市核の類型化

　こ二では地区利用行動の現況分析を行うにあたり、自由目的のトリップに対して強い影響を与

えると考えられる商業活動に着目し、都市核の類型化を行う。：二では商業活動の規模とその変

動という観点から表8－4に示すように47地区を4つのタイプに類型化した。類型化にあたって

は、まず規模に着目して「大規模商業地区」、「中規模商業地区」、「小規模商業地区」に分類

し、さらに「小規模商業地区」を、新大阪、千里中央の「急成長型」とそれ以外の「一般型」に

分けた。「一般型小規模商業地区」は地区の成長性などの側面において他の地区よりも下位に存

在し、①術星都市中心部、②大阪環状線沿線、③三大都市都心周辺等に位置しているものが多い。

各グルー一プの地区特性に関する指標もあわせて表8－4に示す。

8－4－3　滞留行動に着目した各都市核の利用状況

　各地区タイプごとの利用状況を明らかにするため、タイプごとに地区利用者の「1人当り平均

滞留時間」と「集中トリップ数」　（ともに1地区当り平均）を求め、図8－3に示した。二の図

表8－4　商業・サービス活動に着目した都市核の類型化

地区タイプ名 小規模商業地区大規模商

ﾆ地区

中規模商

@地区 急成長型 一般型

　　　構成地区

D

梅田、

?g

河原町、本

ｬ、天王寺、

O宮、和歌

R、枚方

新大阪、

逞｢中央

その他の

n区

指標 単位

1 小売　　従業者　　度 ①　8，090 ②　3．320 ④　1．580 ③　2．130

2 飲食業従業者密度 ①　11．830 ②　3，270 ④　1．120 ③　1．550

3 サービス業従業者密度

人k■2

①　11．160 ②　5．160 ④　2．370 ③　2．970

4 卸・小売業従業者密度変化率 ④　　5．5 ③　　ぴ5 ①　　46．5 ②　　10．5

5 サービス業従業　密度　化率 ％ ②　　24．5 ③　　18．6 ①　126．0 ②　　19．2

6 従　　業 人 Φ198，100 ②113，400 ④27．800 ③30．400

7 全従業　　変化率 ％ ④　　3．5 ②　　8．5 ①　　52．3 ③　　4・9

8 鉄　道　乗　車　人　員 ①754，800 ②218．200 ③70．800 ④64．500人千人

9 後　　背　　圏　　人　　口 ①　L490 ②　1．450 ④　　390 ③　　640

10 大規模小売店舗数 軒 ①　　7．5 ②　　4．8 ③　　2．5 ④　　L4
11 大規模小売店舗売場面積 m2 ①170．000 ②　55．200 ③21．800 ④　14，400

12 百　　貨　　店　　数 L8 ③　　α5 ④　　α1軒％ ①　　3．5

@　　1000

②②

13 平均法定容積率
730 ③　　700 ④　　520

14 未　利　用　地　面　積 a ④　　460 ②　　3610 ①　　7670 ③　　2680

注）データはすべて1980年のものを使用、変化率は1975年～80年の値を示している。

　○内の数字はグループ間の順位を示す。
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から自由トリップの集中が多い地区タイプで

は1人当り平均滞留時間も長くなる傾向のあ

ることがわかる。なお、「一般型小規模商業

地区」は「急成長型小規模商業地区」に比較

して、商業集積や集中トリップ数が多いにも

かかわらず、1人当り平均滞留時間が短くな

つていることがわかる。この図から特に一般

型小規模商業地区に属する都市核において、

地区利用者の地区利用状況が向上するように

地区整備を重点的に行っていく必要性が認め

られる。

　（分）

人120
当

り　　急成長型
平

ll　1°°商業地区

謬

間　80

大規模商業地区●

●中規模商業地区

●一般型小規模

　　商業地区

　　　　　　　　集中1・　tjッブ数（×104｝iJプ7’／日）

図8－3　各地区タイプにおける集中自由
　　　　トリップ数と平均滞留時間の関係

　次に、各地区タイプごとにどのような地区利用がなされているかを明らかにするため、地区利

用者のトリップ数と延べ滞留時間に着目して図8－4を作成した。二の図から以下のことがいえ

る。

①　図8－4（1）より商業規模の大きい地区において非日常目的のトリップ数及び滞留時間の占

　める割合が大きく、二の逆に商業規模の小さい地区において日常目的のトリップ数及び滞留時

　間の占める割合が大きいことがわかる。また、地区のコミaニティセンターとして計画的に整

　備された千里中央地区を含む「急成長型小規模商業地区」では、社交、おけい二ごと等の目的

　を含む「その他の目的」のトリップ数及び滞留時間が高い割合を占めている。

②図8－4（2）は「大規模商業地区」で鉄道利用の割合が高く、「小規模商業地区」で徒歩の

　割合が高い二とを示している。二の図から一定量以上の地区利用者を滞留させるために鉄軌道

　が果たす役割は大きいものと考えられる。二れに対し、「急成長型小規模商業地区」では自動

　車利用者の構成比が相対的に高くなっている。またいずれの地区においても鉄道利用者の1ト

　リップ当り滞留時間が長くなっている。

③　図8－4（3）より大規模及び中規模商業地区については就業者の利用割合が高くなつており、

　小規模商業地区では主婦の割合が高くなっている。また主婦の1トリップ当り滞留時間は他の

　主体より短くなる傾向がある。

④　図8－4（4）より大規模商業地区において夕方以降の1トリップ当り滞留時間が長くなる傾

　向があるのに対し、小規模地区では短くなる傾向がある二とがわかる。
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①②③④

50 100％

o

日常目的 非日常目的

（その1）目的

　　　50

その他の目的

100％

①②③ー割

0　　　　　　　　　　　50　　　　　　　　　100％
「一一F－一一一一一一一一一一一一一一一一＿＿＿r

0

バス自動車　　徒歩・二輪

（その2）利用交通手段

　　　　50　　　　　　　　　100％

つ②③④

　　　　（その3｝利用者属性

図8－4

①

②③④

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一｝；；；－1＃；19－；1‖12°°°一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（その4）到着時間帯

　　　　　　　　　　凡例
　　　　　上段：総トリップ数構成比

　　　　　下段：延べ滞留時間構成比

　　　　　　①：大規模商業地区

　　　　　　②：中規模商業地区
　　　　　　③：急成長型小規模商業地区

　　　　　　④：一般型小規模商業地区

各地区タイプごとの各属性別集中トTlップ数及び滞留時間構成比
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8－5　目的地選択行動に関するモデル分析

8－5－1　分析の前提

　地区利用者の目的地選択行動の分析にあたつては、パーソントリップ調査の4桁ゾーンを最小

分析単位とし、これを居住地ゾーンとよぶことにする。本節ではこの居住地ゾーンごとに、都市

核間の選択を説明する目的地選択モデルの構築を行ない、地区利用者の地区選択を限定する要因

を明らかにする。

　地区利用者の目的地選択行動は非日常目的と日常目的において行動に影響を与える要因が大き

く異なると考えられる。二のため非日常目的と日常目的の各々の場合について別々の目的地選択

モデルを作成する二とが望ましい。また居住地の近くに多くの都市核が存在する都心部とそうで

ない郊外部では目的地選択の構造が大きく異なるため、都心部と郊外部で別々にモデル化を行う

方が望ましい。即ち本節では目的2通り、居住地2通りで2×2＝4通りのモデルを構築する。

モデルを構築するのに十分なサンプル数を得るために、実際に目的地選択モデルで対象とした居

住地ゾーンは、都心部は大阪市、郊外部は大阪府下と兵庫県東部に含まれる28市町村である。一

般に目的地選択行動において空間的、時間的な制約が大きいと、地区の魅力度が地区選択行動に

十分に反映されない場合も考えられる。二のためニニでは対象トリップをホームベーストリップ”

に絞る二とにより、このような影響を少しでも排除する二ととする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

8－5－2　モデルの基本構造と説明変数

　目的地選択モデルの基本形は、式（8－3）に示すような集計ロジットタイプを採用した。

　　　　　　　　　exp（Vi．）
　　　Pi・＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8－3）
　　　　　　　　　Σexp（Vj．）

　　　　　　　　　i
二こに、Pi口：居住地ゾーンmのト・IJップ主体が複数の都市核の中から地区iを選択する確率

　　　　Vjm：居住地ゾーンmのトリップ主体に対して都市核jが持つ効用（j＝1．・：，i，・・，n）

またV」。は式（8－4）に示すような線形構造をもつものとする。

　　　Vjm＝θ1Xjmt十e2Xjm2十・・十θkXjmk

こ二に、Xj。k：地区jの持っk番目の要因

　　　　θk：パラメータ

（8－4）
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　本モデルでは選択確率P；。の実績値を、式（8－5）に示すように居住地ゾーンごとで集計し

た値を用いる。

　　　　　　　　　　T輌m　　　　　　　　　（j∈Jm）
　　　Pim＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （8－5）
　　　　　　　　　　ΣTjm

　　　　　　　　　　j

二こに、Tjm：居住地ゾーンmから都市核jへのトリップ数

　　　　」m：居住地ゾーンmを発地とするトリップの到着地区の集合

　なお、居住地ゾーンのうち、そのゾーンから発するトリップ数が少なく、Pim値の信頼性が低

くなると思われるゾーンについては、サンプルから除いて目的地選択モデルのキtリプレーショ

ンを行なうものとする。

　目的地選択の要因としては、表8－5に示すように大別して①～③の目的地までの「交通要因』

と、④～⑭の目的地の『地区要因』が考えられる。『交通要因』の一つとして、各居住地ゾーン

から都市核までの①「所要時間」を取り上げるが、二の値はパーソントリップ調査における回答

結果の平均値（主観値）を用いる。『地区要因」は一般的な定fi的指標の他に、地区の発する情

報量などを表す変数も必要である。ニニでは主要なタウン情報誌に掲載されている「地下街」や

「通り」などの「有名商店街の数」を計上し、変数に加えた。二の変数は地区のファッション性

などの定性的要素をも内包した変数としてとらえる二とができる。また、トリップ主体にとって

特に目的となる施設がその地区に存在しなく　　　’
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表8－5　目的地選択モデルで考慮した
ても・街のにぎやかさにひかれてその地区を　　　　　　　説明変数

選択するという場合も考えられる。本研究で

は二のような街のにぎやかさの代理指標とし

て「滞留人口密度」を取り上げた。なお、二

の指標は被説明変数との因果関係から、結果

の解釈に当たっては十分注意する必要がある。

また、本研究では二れらの要因の他に⑮～⑯

rダミー変数』を用い、交通要因と地区要因

が目的地選択に与えられる影響を正確に記述

できるようにした。具体的には居住地ゾーン

が目的地区に含まれる場合には「居住地選択

ダミー」を、居住地ゾーンが目的地区と同じ

時間距離
トリ，プ抵抗

旗楽関逗施設

その他の

　地区要因

③居住地と選択地区を直結

　　　　　　（飲　を除くX人）
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パーソントリップ3桁ゾーンに含まれる場合には「近隣地区選択ダミー」を用いている。

8－5－3　目的地選択モデルの作成結果と考察

　目的地選択モデルにおける効用関数のパラメータ推定には表8－－6に示す操作性に優れたバー

クソンの方法15）を用いた。具体的には、ある居住地ゾーンでの選択可能な目的地集合として、実

際にそのゾーンから選択された都市核をとりあげる。次にその集合に含まれる2地区間の選択確

率Pimの比率の対数値を求め、この値を2地区の説明変数値の差から線形回帰することによって

効用関数を特定化する。説明変数の選択は変数間の相関分析をふまえ、相互に独立な変数を取り

表8－6　バークソンの方法に関する概要

選択確率が以下のようなロジットモデルで表わされる場合

　Pi＝「声一　・・……①　　　（Vi：地区iの効用　i＝1，2，…　，

　　　　ξeui

　　ただし　Vi＝θlXli＋θ2×2i＋…　　＋ekXki…・・…②
　　　　　　　θk：k番目の要因のパラメータ
　　　　　　　Xki：地区iのk番目の要因
地区iのうち適当なもの（i＝aとする）を基準にとると
　Pe＝「StU1一　…・・…③

　　　　ξ　eUi

①を③で割ることにより

→≒＝音器＝・（u－……・・＠

となる。ニニで両辺の対数をとると

1・長＝V・－V・……・・O

n）

式②をこの右辺に代入する二とにより

　ln琶＝el（Xli－Xla）＋θ2（X2i－X2e）＋…　＋el（Xli－’X　1e）・…⑥

と書ける。

　左辺の選択確率の比と要因値が既知ならば線形回帰を行う二とによつて⑥式のパラメー

タ値を求めることができる。

［補足］二の方法の適用にあたつては次のような点電意が必要である。

　①モデルの説明変数として選択確率比を対数化した数値が用いられている。二のためモ
デル自体の説明力は高くとも実尺度上でのモデルの説明力は高いとは限らない。推計値を

実尺度上で検討する必要がある。

　②選択確率比を求める際に基準（分母）に用いる地区iが異なる二とによってキャリプ

レーシ冒ン結果も影響を受ける。二の影響を排除するため、選択確率比をすべての地区の

順列で考慮する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

　③目的地選択数が居住地ゾーンによつて大きく異なると、モデルのキャリプレーシ9ン

結果は目的地選択数の多いゾーンの影響を強く受ける：とになる。このため各居住地ごと

の目的地選択数に大きなばらつきが生じないよう注意が必要である。
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込むように努めた。この結果、最終的に表8－7（1）、（2）に示すような結果を得ることができた。

ニニでは各目的ごとに異なった説明変数を用いている。モデルの作成結果から次のような二とが

いえる。

①非日常目的・都心居住者モデルにおいて決定係数がやや小さくなっている以外は、各モデル

　において要因の規定力を分析するために十分な大きさの決定係数とt値が得られている。

②モデルのパラメータ値の比較から非日常目的の地区選択においては、商業集積に関連した

　『地区要因』が日常目的の地区選択の場合よりも重要と考えられる。二れとは逆に日常目的の

　地区選択では『交通要因』が大きなウエイトを占めている。このことから所要時間の短縮が、

　日常目的の地区選択の比率を増大させるために効果のあることがわかる。

③非日常目的の『地区要因』の内で、郊外居住者において有名商店街や賑やかさなどの質的な

　要因が、都心居住者では売り場面積等の量的な要因が相対的に重視される傾向にあることがわ

　かる。

　　　　表8－7　目的地選択毛デルの作成結果（1）非日常目的の場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（）内t値

　　　モデル 郊外居住者 都心居住者

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
所要時間

@　（分）

一8．11×10－

@　（－5．60）

一7．02×10－

@　（－5．12）

一5．23×10－

@　（－2．69）

交通要因

②利用交通

@　　手段数

一1．77×10－1

@　（－5．75）

③直結鉄道線

@　　の有無

3．22×10’1

@　（5．22）

3．27×10’1

@　（5．48）

3．12×10－1

@　（3．73）

⑨大規模小売

X舗数（軒）

4．33×10’2

@　（5．77）
伍区要因

⑩大規模小売
X床面積（皿2）

2．32×10－6

@　（6．88）

⑬有名商店街

@　　　の数

3．06×10－2

@　（5．75）

⑭滞留人口密
x（分人／㎞2）

＆51×10’8

@　（6．81）

⑮居住地区選択

@　　　ダミー

9．56×10－1

@　（7．93）

9．68×10－1

@　（8．16）

1．22

@　（13．95）

1．23

@　（13．38）

⑯近隣地区選択

@　　　ダミー

1．21

@　（1α75）

1．26

@　（12．34）

3．83×10－1

@　（4．91）

ふ26×10－1

@　（6．51）

決定係数 α752 0，773 0，623 α577

延べ選択地区数 163 152

・居住地選択ダミー：目的地が居住地と同じ都市核の場合に1

・近隣地区選択ダミー：目的地が居住地の存在する3桁ゾーンの場合に1
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表8－7　目的地選択毛デルの作成結果

（2）日常目的の場合 （）内t値

郊外居住者 都心居住者　　　　　モデル
モデル5 モデル6 モデル7 モデル8

①所要時間

@　　（分）

一1．57×10－2

@　（－1．93）

一1．37×10－

@　（一5．41）

一1．46×10－2

@　（－5．71）

交通要因

②利用交通

@　　手段数

一6．62×10－1

@　（－8．39）

一5．23×10－1

@　（－4．92）

地区内

v因

⑭滞留人口密
x（分人／㎞2）

2．64×10－8

@　（2．28）

⑮居住地区選択

@　　　　ダミー

1．68

@　（592）

1．63

@　（5．82）

1．68

@　（2α03）

1．71

@　（1乳82）

⑯近隣地区選択

@　　　　ダミー

1．10

@　（5．16）

9．70×10－1

@　〈4．36）

1．06

@　（14．42）

1．05

@　（14．34）

決定係数 α761 α766 α764 α767

延べ選択地区数 107 171

　また、各モデルによる推計値と実績値の比較を図8－－5に示す。各モデルの残差について検討

したところ、日常目的の郊外居住者モデルにおいて、複数の都市核が存在する市に含まれる居住

地ゾーンにおいて大きな残差が見られた。例えば豊中市（千里中央と庄内の2地区）、東大阪市

（布施と長瀬の2地区）、尼崎市（尼崎と塚口の2地区）に含まれる居住地ゾーンにおいて二の

傾向が顕著であつた。これらの原因を詳細に検討したと二ろ、これらの居住地ゾーンからの地区

選択では、互いに近接する都市核のどちらかにトリップが偏って集中する傾向がある二とがわか

つた。この原因として各都市核に関する情報の遍在や居住地ゾーンレベルで各都市核へのアクセ

スのしやすさに差があることが考えられる。また、以上の目的地選択モデルを通じて、『地区要

因』はそれほど大きな説明力は持つていなかったが、二れは都市核間の選択行動を対象にしたた

めに生じた結果といえる。
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8－6　滞留時間決定行動に関するモデル分析

8－6－1　分析の前提

　本節では地区利用者の行動のうち滞留時間に関する分析方法と分析結果を述べる。都市核利用

者の滞留時間は『地区要因』の他に『トリップ属性及び個人属性』によって影響を受けると考え

られる。本節ではこれら各要因の特性から、『トリップ属性及び個人属性』に関しては個人レペ

ルのモデルを、また『地区要因』に関しては地区レベルのモデルを用いることによって、その滞

留時間に与える影響を明らかにする。

　具体的には、まず個人の滞留時間と『トリップ属性及び個人属性』との関連を数量化理論1類

モデルを用いて明らかにする（滞留時間分析モデル1）。次に、トリップ属性や個人属性の現実

的な組合せを「滞留形態」と呼ぶことにすると、地区における各滞留形態の構成比が明らかにな

れば、このモデル1を用いることにより『トリップ属性及び個人属性』からみた各地区での地区

平均滞留時間を推計する二とができる。二の推計値と、パーソントリップ調査から得られる地区

平均滞留時間の実績値との差、すなわち『トリップ属性及び個人属性』によって説明されなかつ

た地区ごとの滞留時間の残差は地区の魅力を反映した『地区要因』と一定の関連をもつものと考

えられる。このため、以下ではこの残差を『地区要因」を用いて線形回帰し（滞留時間分析モデ

ル皿）、その結果からどのような『地区要因』が滞留時間の決定に影響を与えているかを明らか

にする。二の分析では、二のような段階的方法をとる二とによつてより多くの要因の効果を検討

する二とを可能としている。また、本章で対象とするトリップは対象地域全体から生じる．ホーム

ベイスのトリップ（8，687サンプル）である。

8－6－－2　滞留時間分析モデル1の作成結果と考察

　滞留時間分析モデル1は、数量化理論1類を用いる二とによって、外的基準である個人の滞留

時間への『トリップ属性及び個人属性』の影響を明らかにしようとしたものである。ここでは『

トリップ属性及び個人属性』として①トリップ目的、②代表利用交通手段、③自宅から地区まで

の所要時間（主観値）、④地区への到着時刻、⑤年令、⑥職業をとりあげている。

　モデルの作成結果を図8－6に示す。ここではカテゴリー値が大きいほど、滞留時間が長くな

ることを表わしている。各変数のカテゴリー値の傾向は現実を良く表していると考えられる。こ

のモデルから次のようなことが明らかになった。

①トリップ目的別にみると、娯楽のトリップが最も滞留時間が長く、日常的買物のトIJップで

　非常に短かくなっている。また長時間にわたって地区に滞留する場合には、朝早くから出かけ
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説明変数 カテゴリー値

カテゴリー

サン

vル 一20　0　20　40

偏相関係数
iレンジ）

①トリップ

ﾚ的

日常・買物

�叝崧I食事

�叝崧I買物

竓y

6，327

@208
P，766

@386

一9．96

P2．29

P4．21

X1．58

iiiiiii
　0．365

i101．54）

②利用

�ﾊ手段

鉄道

m寸ス

ｩ動車
k歩・二輪

L738
@689
@564
T，696

33．19

P8．87

P3．20

|13．71

：㍑　1：　l
奄奄奄堰oii 0，263

i46．90）

③自宅から

ﾌ所要時
ﾔ（分）

　～15
P6～30
R1～60
U1～90
X1～

4，475

Q，295

P，631

@249

@37

一＆72

R．35

P3．63

Rα42

S0．54

灘ii α147
i49．26）

④地区への

梺?檮

　　～11：00
P1：01～14：00

P4：01～17：00

P7：01～20：00

Q0：01～

2，203

Q，744

Q，885

@782

@73

8．49

R．78

|7．61

|9．40

R．29

㍑1㍑㍑
P㍑㍑㍑奄奄奄奄奄奄

0，131

i17．89）

⑤年令

@　（才）

　～20
Q1～40
S1～60
U1～

　494

R，303

R，296

P，594

α65

Q．28

ｿ34
|5．63

㍑　　ばい
P㍑llll
撃gl：㍑
奄奄撃奄奄奄

α051
i7．91）

⑥職業 就業者

蝠w
w生
ｳ職　　・

1，525

T，281

@543
P，338

一1．08

黹ｿ00
|6．73

R．97

㍑　　1㍑1
Fl　ll㍑
撃撃欠g：l
撃撃芙gll　　l　　‘　‘　　1　‘　‘

0，041

i10．70）

注）偏相関係数は基準化後のものである。 重相関係数 α636

図8－6　滞留時間分析モデル1の作成結果

　る傾向のあることがわかる。

②利用交通手段については、鉄道、バス、自動車、徒歩・二輪の順序で各トリップによる滞留

　時間が短かくなっている。各交通手段の特性から考えて、わざわざ行く所では滞留時間が長く、

　容易に行ける所ほど短い傾向があるといえる。

③高齢者については滞留時間が若干短かくなる傾向がみられるが、年令、職業については、さ

　ほど顕著な違いがカテゴリー内でみられない。

④　全般的に個人属性よりもトリップ属性の方が、滞留時間の長さに影響を与えるということが

　明らかになつた。

一148’一



8－6－3　滞留時間分析モデルllの作成結

　　　　　　果と考察

　個人の滞留時間が「トリップ属性及び個人

属性』と目的地の「地区要因』によってほと

んど決定されるのであれば、滞留時間のうち

『トリップ属性及び個人属性』によって説明

されない部分の多くは『地区要因』によって

説明されるものと考えられる。ここでは、ま

ずトリップ属性や個人属性の現実的な組合せ

を「滞留形態」とし、滞留時間分析モデル1

の結果から滞留形態ごとの平均滞留時間を求

める。滞留形態設定のために用いたカテゴリ

ーを表8－8に示す。次に、地区ごとに各滞

留形態に属する地区利用者の割合を求め、各

地区での地区平均滞留時間を推計する。二の

地区平均滞留時間推計値とパーソントリップ

調査から得られた地区平均滞留時間の実績値

との差を各地区別に求め、二れを各種地区要

因を用いて線形回帰タイプのモデルを用いて

分析する（滞留時間分析モデルロ）。

　滞留時間分析モデルllにおいて説明変数と

して用いる『地区要因』は、表8－9に示す

ように目的地選択モデルに用いたものの他に、

地区特性を表すダミー変数を追加している。

表8－8 滞留形態の設定に用いた説明

変数とそのカテゴリー

説明変数 カテゴリー

日常的買物

①トリップ目的 食事、非日常的買物
娯楽

鉄道

②利用交通手段 バス、自動車
徒歩、二輪

60分未満③自宅から地区まで

@の所要時間 60分以上
～14：00

④到着時間 14：00～20：00

20：00～

表8－9 滞留時間分析モデルロで考慮した

説明変数

要因種別 説明変数名　（単位）

従業者数 ①小売業従業者数（飲食を除く）（人）

②飲食業従業者数　（人）

③サービス業従業者数（人）
大規模小売店 ④百貨店立地軒数　（軒）

⑤スーパーマーケット立地軒数（軒）

⑥大規模小売店立地軒数　（軒）

⑦大規模ノ」涜店売場面積　（m2）

⑧百貨店場面積（m2）
⑨㍗バーマ→ヲ涜場面積（m2）

娯楽関連施設 ⑩映画館の立地軒数　（軒）

⑪会館、ホール立地軒数　（軒）

その他の

@地区要因
⑫有名商店街の数
⑬滞留人口密度　（分・人／㎞2）

⑭現業系特化ダミー業種構成に

ﾖ連する
_ミー　数

⑮サービス系業種特化ダミー

⑯小売業特化ダミー
⑰官庁所在地ダミー地区特性に

ﾖ連する

_ミー変数

⑱再開発地区ダミー

⑲鉄道乗換駅ダミー

また、百貨店及びスーパーマーケットについては、滞留行動を考える上で、その商業空間の広さ

が重要と考えられるので、売場面積も変数として加えた。変数間の相関分析を行った上で、滞留

時間分析モデルロを構築した結果を表8　一一　10に示す。また滞留時間分析モデルロによる推計値と

実績値の散布図を図8－7に示す。これらの結果から次のような考察ができる。

①各変数ともt値は大きく内容的にも滞留行動に対する地区要因の影響をかなり正確に表して

　いると考えられる。また、モデル全体の決定係数はO．　831と高く、生じた残差にも一定の傾向

　は存在しない。
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表8－10滞留時間分析モデルIIの作成結果

説明変数 パラメータ

@　t

備考

⑤㍗パーマーケヲト

@　の軒数

1．48

@（3．99）

⑧百貨店売場

ﾊ積（m2）

9．54×10’5

@　（2．91）

⑬滞留人口密

x（分人／㎞2）

1．83×10－6

@　（3．16）

⑮サービス系業

崧ﾁ化ダミー

5．21

@（3．84）

サービス系業種構成比

ｪ40％以上の地区に1
⑯小売業特化

@　　ダミー

5．87

@（2．71）

小売業構成比が40％以

繧ﾌ地区に1
⑰官庁街

@　　ダミー
イ07
@（－4．59）

府・県庁と大阪・京都・

_戸市役所所在地に1
⑱再開発地区

@　　ダミー

5．62

@（4。27）

地区内で既に再開発が

sわれていれば1
⑲鉄道乗換駅

@　　ダミー

一4．26

@（－3．28）

地区内に複数の会社線

ﾔの乗換駅があれば1
定数項 一10．03

@（－8．08）

決定係数 0，831

地区数 47

②百貨店売場面積とスーパーマーケット立

　地件数が説明変数として選択された二とか

　ら、地区の商業集積の核となる施設の有無

　やその規模が滞留時間に大きな影響を及ぼ

　しているといえる。また、滞留人ロ密度が

　モデル式に含まれていることから、人が多

　く集まるにぎやかな所で、滞留時間が長く

　なる傾向のあることがわかる。

③サービス系業種もしくは小売業に特化し

　た地区では地区利用者の滞留時間が長くな

　る傾向がある。この二とから地区利用者へ

　の商品や情報、サービスの提供が豊富にな

　るほど滞留時間が伸びると考えられる。

④　官庁所在地ダミーと鉄道乗換駅ダミーは、

　20分

推計値

　10

0

一10

一20

－20

．●　・

　　　　　　．　　　・
　　　　　■　　　　　　　　　●

　　　　　　　　●
　　　　　　　●
　　　　●　　8
　　　●　　　　　　　　　　　　●

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　．　・
：　　．・’

．．’ F

●

図8－7

一10　　　　0　　　10　　20分

　　　　　　　　　実績値

滞留時間分析モデルロによる

推計値と実績値の比較
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　負に作用している。二れらのダミーは一見、正に作用する二とが予想されたが、実際には自由

　目的のためにこれらの地区をわざわざ長時間かけて利用する者が少ないため、このような結果

　が得られたといえる。

⑤再開発事業は地域の活性化を一つの目的として行なわれる場合が多いが、モデル中の再開発

　地区ダミーのパラメータも正の値を示している。二のことは事業の実施が滞留の長期化に役だ

　っていることを示しており、再開発が地区の魅力度の向上につながっていることがわかる。

8－7　地区利用行動からみた整備方策に関する検討

　本節では以上の分析結果をふまえ、8－4で地区の活性化という点で大きな課題をかかえてい

る二とが明らかになった「一般型小規模商業地区」を特にとりあげ、地区利用者の行動からみた

地区整備の方策について検討した例を示す。

　現況分析の結果から「一般型小規模商業地区」は地区利用者数、地区利用者の平均滞留時間と

も少なく、中には従業者数が減少している地域も含まれており、有効な地区整備の必要性が認識

された。ニニではモデル分析から得られた知見をもとに、どのような方策を実施することによつ

て効果的に地区利用者による滞留時間を増加させることができ、地区の活性化につながるかを明

らかにする。考察は、一般型小規模商業地区を構成し、その特性が異なる①衛星都市中心地区、

②大阪環状線沿線地区、③三大都市都心周辺地区ごとに行うものとする。

①衛星都市中心地区（吹田、茨木、寝屋川、布施、高槻、堺東、西宮、尼崎、明石地区）・

　　二れらの地区では現在大都市都心部へ流出している非日常目的を持った郊外居住者を吸収で

　きるような地区整備を行う必要がある。目的地選択モデルから、郊外居住者は非日常目的の地

　区選択において商業施設の質の高さやにぎやかさを重視しているため、有名店が入つた「ショ

　ッピングモール」等の質の高い商業施設が重要と考えられる。また滞留時間分析モデルロから、

　十分な百貨店売場面積が滞留時間を長くするうえで重要である二とが明らかになつている。こ

　のことより、飲食、小売店舗を単に増加させるだけでなく、地区内に核となる商業施設を立地

　させ、ゆとりのある滞留空間を創出する二とが重要であると考えられる。

②大阪環状線沿線地区（野田、京橋、天満橋・森ノ宮、九条、恵比寿町・今宮、鶴橋地区）

　　これらの地区は滞留時間分析モデルロにおいて「鉄道乗換駅ダミー」が1の値をとる地区で

　ある。モデル分析の結果から鉄道の乗り換えによる地区利用者は多いのにもかかわらず、一人

　当りの滞留時間が短く地区の実質的な利用がなされていないということが明らかとなつた。位

　置的には郊外鉄道線と環状線の交点に存在しており、交通利便性はすでに確保されているため、
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　駅周辺に魅力度の高い施設を配し、駅利用者の動線を駅から地区内に引き込む工夫が望まれる。

　特に郊外居住者にとっては「大規模商業地区」にかわる郊外鉄道沿線生活圏の中心地区として、

　また環状線利用者からは他の地区では得ることのできない商品やサービスの得られる個性をも

　った地区として商業施設整備を行っていく必要があろう。

③三大都市都心周辺地区（西陣、堀川、長田地区）

　　二れらの地区は京都の西陣地区のように在来型の現業業種を中心に古くから発達した地区が

　多い。地区には十分な鉄道線が整備されていない場合も多く、商業活動の対象となる地区周辺

　の居住者数も減少の傾向にある。二のため地区利用者数を増加させるには、周辺の住宅整備と

　有機的な連携をとったり、後背圏を拡大するために鉄道線の整備を行っていく必要がある。ま

　た、地区利用者の滞留時間を伸ばすためには、商業施設の整備や景観整備によつて現業地区イ

　メージから脱皮すること、また老朽化した施設の更新や再開発の実施、にぎやかさの創出等が

　滞留時間分析モデルllの結果から有効であると考えられる。

　最後に、どのタイプの地区においても共通の課題になると思われることに、どのような個人属

性、及びトリップ属性を持つ地区利用者を対象に地区整備をするci）かという二とがあげられる。

特に自動車利用者を地区整備の中でどのように位置づけるかという二とは大きな問題になろう。

8－8　結語

　本章では、はじめに京阪神都市圏に含まれる各都市核の商業・サービス機能を中心とした特性

を明らかにした上で、買物や娯楽などの自由目的のために都市核を訪れる地区利用者の行動に着

目し、その現況をパーソントリップ調査のデータから把握した。またその目的地選択行動と滞留

行動を規定している要因をモデル分析によつて明らかにした。最後に課題を持つ都市核の利用状

況を改善していくには、どのような地区整備方策が効果的であるかについて考察を行った。

　まず、8－2では地区利用者の行動に関する研究課題について整理した。特に人間の交通行動

に関する従来の研究について簡単にまとめるとともに、現在まで十分な研究がなされてこなかつ

た都市核サイドの視点に立つた地区利用者の行動分析を行う必要性について述べた。

　次に、8－－3では都市核利用者の行動の中で特に本章で着目した「滞留行動」について、その

分析の意義と分析指標となる滞留時間の測定法を述べた。ニニでは都市核における小売販売額と

地区利用者の1日延べ滞留時間の間に大変高い相関が存在することを示し、商業的な視点から地

区の活性化を進めるには、自由目的で地区に来る地区利用者の1日延べ滞留時間を増加させるこ

とがその一つの方法になる二とを説明した。
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　8－4では地区利用者の目的地選択行動、及び都市核での滞留行動についてパーソントリップ

調査を用いることによつて現況分析を行った。こ二では次のような分析結果を得ることができた。

①　滞留行動の現況分析を行うにあたり、都市核を商業・サービス機能の規模とその変動という

　観点から「大規模商業地区」、「中規模商業地区」、「急成長型小規模商業地区」、「一般型

　小規模商業地区」の4つのタイプに類型化した。分析の結果、一般型小規模商業地区に属する

　都市核において、地区利用者の地区利用状況が向上するような地区整備を重点的に行っていく

　必要性のあることが判明した。

②　一般的に自由トリップの集中が多い地区タイプにおいては、1人当り平均滞留時間も長くな

　る傾向のあることを明らかにした。

③　大規模商業地区において非日常目的を持った地区利用者の滞留時間の占める割合が高く、二

　の逆に小規模商業地区において日常目的を持った地区利用者の滞留時間の占める割合が高くな

　ることを示した。また、大規模商業地区では鉄道利用者の割合が高く、一定量以上の地区利用

　者を滞留させるために鉄軌道が果たす役割は大き．いが、急成長型地区においては自動車利用者

　の構成比が相対的に高い二とが明らかとなった。

　8－5では地区利用者の目的地選択行動を簡単なモデルを適用する二とによって明らかにした。

本節で行つたモデル分析の内容と結果は次のようにまとめられる。

①　地区利用者の目的地選択行動は目的と居住地の違いに応じてその特性が大きく異なるため、

　本節ではその特性の違いに応じて4種類のモデルを提案した。モデルは集計ロジットタイプを

　採用し、効用関数のパラメータ推定には操作性に優れたバークソンの方法を用いた。

②　モデルの説明変数には地区の発する情報量やファッション性の高さを表す変数として、主要

　なタウン情報誌に掲載されている「地下街」や「通り」などの「有名商店街の数」を求めて変

　数に加えた。また、街のにぎやかさにひかれてその地区を選択するという場合も考えられるた

　め、　「滞留人口密度」を街のにぎやかさの代理指標として取り上げた。

③　モデル分析の結果から非日常目的のために目的地選択を行う場合、『地区要因」のうち、郊

　外居住者において有名商店街や賑やかさなどの質的な要因が、都心居住者では売り場面積等の

　量的な要因が相対的に重視される傾向にある二とが判明した。また日常目的のトリップの方が

　非日常目的に比較して時間距離要因に敏感であることが明らかになった。

　また、8－6では都市核における滞留時間の決定行動に影響を与える要因を二つのモデル（滞

留時間分析モデル1、ロ）を用いることによって分析した。それぞれのモデルから得られた知見

について簡単にまとめる。

①　滞留時間分析モデル1では数量化理論1類を用いることによって『トリップ属性及び個人属
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　性』が滞留時間に及ぼす影響を非集計レベルで明らかにした。この結果個人属性よりもトリッ

　プ属性の方が滞留時間に及ぼす影響が強く、その中でもトリップ目的が異なることによる影響

　が特に大きいことが判明した。また、鉄道利用の場合に滞留時間が相対的に長くなる傾向が認

　められた。

②滞留時間分析モデルロではモデル1で説明されなかつた地区ごとの滞留時間の残差を「地区

　要因』を用いて線形回帰した。二の結果、地区の商業集積の核となる施設の有無や地区のにぎ

　ゃかさが滞留時間に大きな影響を与えていることが明らかになった。また、官庁群や乗り換え

　ターミナルの存在する都市核では相対的に滞留時間が短く、この逆に再開発事業が実施された

　都市核においては滞留時間が長くなっている二とが明らかになった。

　8－7においては本章での分析結果をふまえ、地区利用者の行動からみて特に整備課題が存在

すると思われる都市核（一般型小規模商業地区に属する①衡星都市中心地区、②大阪環状線沿線

地区、③三大都市都心周辺地区）に対し、次のような都市整備を行っていく必要性を指摘した。

①衛星都市中心地区においては現在大都市都心部へ流出している非日常目的を持った郊外居住

　者を吸収するため、質の高い商業施設を整備していく必要がある。また、地区利用者の滞留時

　間を長くするためには、地区内に核となる商業施設を立地させ、ゆとりのある滞留空間を創出

　する二とが有効である。

②　大阪環状線沿線地区では鉄道の乗り換えによる地区利用者が多いにもかかわらず、一人当り

　の滞留時間が短く地区の実質的な利用がなされていない。二のため、駅周辺に魅力度の高い施

　設を配し、駅利用者の動線を駅から地区内に引き込む工夫が必要である。

③　三大都市都心周辺地区は在来型の現業業種を中心に古くから発達した地区が多く、地区周辺

　の居住者数が近年減少の傾向にある。二のため周辺の住宅整備と有機的な連携をとつたり、後

　背圏を拡大するために鉄道路線の整備を行っていく必要がある。また、地区利用者の滞留時間

　を伸ばすために、商業施設の整備や景観整備によつて現業地区イメージから脱皮する二とや、

　にぎやかさの創出が有効であると考えられる。
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9　結論

　近年、わが国の広域都市圏においては都市圏構造の多核化、分散化が進展しているといわれて

おり、これら都市圏を構成する都市核の整備が重要な課題となっている。本研究では都市・地域

計画の策定を支援するために、都市核の整備課題を様々な都市活動主体の評価をふまえて明らか

にするとともに、数学的モデルを用いた分析によって地区整備の実施が都市核に与える影響を検

討した。

　まず、都市核の活性化を論ずるにあたり、現在都市核のおかれている状況を都市圏レベルの視

点から把握しておく必要がある。このため第2章では、都市圏構造や都市圏計画の変遷について

整理し、都市圏の多核化政策の必要性とその問題点を整理した。また第3章ではわが国における

主要な広域都市圏の現況を明らかにするとともに、第4章から第8章の分析で対象とする京阪神

都市圏における内部構造の変化を分析している。そして、第4章では京阪神都市圏において実際

に都市核を設定し、その特性についてマクロ的な視点とミクロ的な視点の両面から検討を行った。

　次に第5章から第8章において各都市核を活性化するための地区整備方策に関する検討を行つ

た。まず、第5章では都市核に立地している様々な都市活動を対象としてその評価の視点から都

市核の整備課題を整理するとともに、第6章では都市活動の立地ポテンシャル推計モデルを構築

し、都市核整備の実施によって生じると考えられるインパクトの計測を行った。また第7章では

都市核利用者を対象とし、その評価から都市核の整備課題を整理するとともに、第8章では地区

利用行動を説明するモデルを構築し、都市核整備の効果について検討を行つた。

　以下では各章で得られた主な成果を要約する。

［第2章都市圏における構造変化と計画］

　第2章では、都市圏に関する従来の研究と計画についての整理を行い、近年重視されるように

なった都市圏多核化政策の有効性を検討した。こ二での成果は以下のようにまとめられる。

1）　一般的な都市圏の形成・成熟過程において、都市圏を構成する中心都市域、郊外都市域、

及び郊外域の成長時期は一致せず、郊外部ほど時間的遅れを伴って成長する場合が多い。このた

め都市圏はその形成・成熟過程を通じて常に郊外化を続けていると考えることができ、成熟した

都市圏ほど都市圏構造の多核化が進行しやすい。また、公共交通に依存した都市圏ほど中心都市

核群の卓越性が高く、二れに対して自動車交通に依存した都市圏ほど都市圏の構造が分散的にな

る傾向がある。

2）　ロンドン、ワシントン等の先進諸国の大都市圏においては、比較的早くから分散化、多核
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化を念頭に置いた都市圏計画が立てられてきた。わが国においては、第2次世界対戦後に都市圏

計画が策定されるようになったが、近年において都市圏全体の交通条件の向上、都心における混

雑に伴う不経済の発生などといった現象が生じるに従つて、都市圏の多核化政策が以前よりも重

視されるようになってきた。

3）．都市圏多核化政策の有効性を簡単な仮想都市圏モデルのもとで検討したと二ろ、中心都市

の規模が一定レベル以上に到達しないと、多核化政策を実施することによつて集積経済の減少に

より不経済が発生する場合も有り得る二とを示した。また、多核化政策を効率的に実施していく

ためには、都市圏を構成する都市核に対して効果的な「外部整備」、及び「内部整備」を行って

いく必要がある二とを指摘した。

　以上のように第2章では現在の一般的な傾向として、都市圏構造の分散・多核化が進行してい

ることを示し、都市圏を構成する各都市核を活性化していくことが重要であることを指摘した。

さらに各都市核を効率的に活性化していくためには、都市核における都市活動や地区利用者とい

つた主体が、立地環境に対してどのような評価を行っているかを明らかにするとともに、その立

地行動や地区利用行動を把握し、様々な外部整備、内部整備が二れらの主体に及ぼす影響を正確

に把握する必要がある二とを論じた。

［第3章わが国における大都市圏の現況分析］

　第3章では、わが国における大都市圏の現況を、都市圏に立地する都市活動の活動水準に着目

する二とによつて明らかにした。さらに都市圏の内部構造変化を京阪神都市圏を対象とし．て把握

した。その成果は以下の通りである。

1）　地域成長の時間的経過を地域内の産業構成特性をふまえて分析できるシフト・シェア分析

手法を用いる二とによって、わが国の三大都市圏である東京、京阪神、名古屋都市圏の都市活動

の現況を次のように明らかにした。

①東京都市圏は全国的にみて成長性の高い事業所業種の立地比率が高く、また二れらの業種が

　各業種の全国平均成長率を上回る勢いで成長を続けている。

②　京阪神都市圏は全国的にみて成長性の低い事業所業種の立地比率が高く、その上これらの業

　種が全国平均よりも低い増加率でしか成長していない。

③名古屋都市圏は全国的にみて成長性の低い事業所業種の立地比率が高いが、これらの業種の

　名古屋都市圏における成長力は高くなっている。

2）　京阪神都市圏における人口や都市活動の増加率は郊外部において高く、都心部において低

くなっている。特に先端技術産業や鉱工業生産指数の高い今後の成長の期待できる業種の工場は、
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郊外部の交通利便性の高い地域に立地する場合が増えている。

　以上のように第3章では、わが国における三大都市圏の特性の違いを都市活動の立地という側

面から明らかにするとともに、都市圏の内部構造は分散化傾向が進んでいることを実証的に示し

た。

［第4章　都市核の設定とその特性分析］

　第4章では、都市核の定義とその抽出方法を示すとともに京阪神都市圏に対してその方法を適

用した。また、この結果得られた都市核の特性について、マクロ的視点とミクロ的視点の両方か

ら現況分析を行った。こ二での成果は以下のようにまとめられる。

1）　従来において適当な方法がなかった都市核の設定方法を新たに提案した。本研究で提案し

た都市核の設定法は次のような長所を持っている。

①都市活動の集積地と重要な交通拠点という都市核の持つ二つの側面に着目し、都市核に相当

　する地区をもれなく選定することができる。

②　国勢統計区を設定の最小単位としているため、都市核の条件を満たす地区を高い精度で特定

　することができる。

③　既存の統計調査から得られるデータのみを用いているため簡便で、なおかつ操作性が高い。

2）　二の都市核設定方法を、京阪神都市圏に適用する二とによって47の都市核を抽出すること

ができた。また、分析の結果、これらの都市核は京阪神都市圏において産業活動のシェアを低下

させていることが明らかにされた。

3）　都市核はその規模や特性の面で多様性に富んでおり、成長力も都市核ごとに大きな違いが

あることが認められた。特にサービス系業種に特化したり自動車利用者に対する利便性の高い特

定の郊外都市核において高い成長がみられた。一方、現業系業種の構成比が高い都市核や都心周

辺の古くからの商業地を中心とする都市核において都市活動量の減少がみられることを示した。

4）　ミクロな視点から都市核の施設立地分析を行う場合には、都市核における用途混合や高度

利用の進展といつた現象を把握する二とが重要である。二こでは「混在指標」と「高層化指標」

という二つの指標を新たに提案し、梅田地区を例にその適用方法を示し算出された指標値から地

区特性に関する考察を行った。

5）　施設立地分析の結果、梅田地区は近年業務系機能への特化が一層進んできており、この現

象は土地の高度利用化と同時進行していることを明らかにした。また、梅田地区のような高密度

な土地利用がなされている都市核では、地区周辺部の街区において都心型土地利用への推移が現

在も続いている反面、多くの街区では法定容積率のレベルまで完全な高度利用化がなされておら
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ず、街区特性と法定容積率の不完全利用との関連を明らかにした。

［第5章　都市活動の立地評価に着目した都市核の整備課題の分析］

　各都市核の活性化をはかるには、都市核における都市活動が良好な立地環境のもとで活動が行

えることが必要である。第5章では各事業主体の現在の立地条件に対する評価状況をもとに、ど

のような都市整備が各地区で求められているかを示した。二こでは次のような成果が得られた。

1）　アンケート調査を用いて事業所の地区評価特性について分析を行った結果、事業所の基本

的な地区評価特性は顧客へのサービス特性と、自動車利用の利便性という二つの因子から構成さ

れていることを明らかにした。

2）　立地選好の重要性評価という点で類似した事業所を類型化し、既存の業種分類に替わる7

種類の評価主体グルー一プを提案した。また商業型や現業型の評価主体グループは、共に自動車利

用の利便性を重視するグループと重視しないグループに大きく分類されることを示した。

3）　各立地評価項目に対するウエイトを立地条件評価モデルを推定する二とによって定量的に

導出した。二の結果、どの評価主体グループにおいても、鉄道・バスの利便性が重視され、商業

系グループは人通りの多さに、輸送型や現業型のグループでは付近の道路の広さや駐車のしやす

さといつた評価項目に対するウェイトが相対的に高い二とを明らかにした。

4）　現在の立地条件に対する各評価主体グループの評価から、サービス型業種、商業型業種に

おいては人通りの多さ、現業型業種においては付近の道路の広さといった評価項目でそのウェイ

ト値が高いのに反して満足率が低くなっている二とを示した。特に郊外部では人通りの多さに対

する評価が低いのに対して、都心部では自動車利用の利便性に関連する項目の評価値が低くなつ

ており、今後の都市核整備においては二のような状況を考慮する必要のある二とを指摘した。

［第6章　都市活動のポテンシャルに着目した都市核整備の効果分析］

　第6章では、都市核における都市活動の立地ポテンシャルを推計するモデルを作成した。さら

にこのモデルを用いることによって、具体的な交通整備計画の実施によって都市核の都市活動に

どのような影響が及ぶかについてインパクト分析を行った。二の結果、本章では次のような成果

を得ることができた。

1）　都市活動のポテンシャルに影響を与える要因として、広域的要因、地区的要因、集積経済

要因の三つを考え、集積経済要因を説明変数としてモデルに取り入れるため、エンピリック型の

同時型連立方程式を用いることを提案した。

2）　集積経済要因を同時項として選択するにあたつては、各都市活動がどの都市活動から集積

一160一



経済の恩恵を受けているかを正確に知る必要がある。二のため本研究では、ある都市活動にとっ

て重要度の高い活動に対しては、その活動のもとに到達するトtJップの回数が多いと考え、業務

トリップの都市活動別着業種構成比を変数選択の判断基準として用いることを提案した。

3）　ポテンシャル推計モデルのケーススタデ1を京阪神都市圏を対象にして行ったところ、良

好な決定係数及びt値を持つモデルをキャiJプレートすることができた。また、精度分析の結果

外生条件が大きく変化しない限り、近い将来のインパクト値推計には十分に耐え得るモデルであ

ることが明らかになつた。

4）　ポテンシャル推計モデルを用いて、都市圏における様々な都市整備案の中からいくつかの

交通整備が実施された場合に都市核に生じると考えられるインパクトを各都市核ごとに予測した。

この結果、提案したポテンシャル推計モデルを用いることによって地区整備によって都市核に生

じる整備効果を定量的に明らかにできるようになつた。

［第7章　地区利用者の地区評価に着目した都市核の整備課題の分析］

　第7章では、地区利用者の地区評価特性を明確にするとともに都市核の特性に応じた整備課題

の整理を行った。ニニでは次のような成果が得られた。

1）　アンケート調査を用いて地区利用者の地区評価特性の分析を行い、地区評価の基本因子が

グレード、環境・景観、買物快適性、商業集積を表す四つの因子から構成されることを示した。

2）　性別、年齢、職業などの個人属性が異なる二とによって地区評価特性も異なることを明ら

かにした。このため同じ都市整備事業を実施しても、主体によってその受け取り方に差が生じる

ため、どのような属性を持つ地区利用者を対象にするかということによって都市核整備のあり方

が異なることを指摘した。

3）　地区評価モデルを新たに提案し、地区の選好性や活性度の評価に対してアンケート調査の

結果をもとにその適用を行った。二の結果、一般に地区の選好性評価において男性と主婦はグレ

ードを重視しており、年齢が上がるに従って男性は買物快適性を、主婦は環境・景観を重視する

傾向が強くなることが示された。また、地区の活性度評価において商業集積やグレードに関連す

る評価項目は全般的にウェイトが高く、環境・景観の良さと地区の活性度の間にはトレード・オ

フの関係が存在することを明らかにした。

4）　各都市核ごとにどのような評価項目に対して地区利用者の不満が高いかを分析した結果、

茨木地区ではグレード、商業集積や自動車利用に関連する項目で評価が相対的に低く、千里中央

地区では商業集積や買物快適性に関連する項目の一部において評価が低いことが明らかになった。

また、この結果にもとついて分析対象とした都市核の整備課題の整理を行つた。
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［第8章　地区利用者の行動に着目した都市核整備の効果分析］

　第8章では、買物や娯楽などの自由目的活動のために都市核を訪れる地区利用者の行動に着目

し、その現況を把握するとともに、その目的地選択行動と滞留行動を規定している要因をモデル

分析によって明らかにした。この結果本章では次のような成果を得ることができた。

1）　都市核利用者の地区における滞留行動をとりあげ、商業的な視点から都市核の活性化を進

めるには、地区利用者の1日延べ滞留時間を増加させることが一つの方法になることを提案した。

2）　地区利用者の都市核選択行動、及び都市核での滞留行動に関する現況分析から、一般的に

商業集積が高く自由トリップの集中が多い地区においては、1人当り平均滞留時間も長くなるこ

とを明らかにした。また、この逆に商業集積が低くかつ地区の成長力が低い都市核において、地

区の利用状況が向上するような地区整備を重点的に行っていく必要性を示した。

3）　地区利用者の目的地選択行動を分析するために、地区の持つファッション性の高さや街の

にぎやかさなど、都市核の選択に大きな影響を及ぼすと考えられる質的な要因も考慮した目的値

選択モデルを提案した。二の結果、非日常目的のために目的地選択を行う場合、地区要因のうち、

郊外居住者において有名商店街や賑やかさなどの質的な要因が、都心居住者では売り場面積等の

量的な要因が相対的に重視きれる二とがわかった。

4）　都市核における滞留時間の決定行動に影響を与える要因をモデル分析によつて明らかにし

た。二の結果個人属性よりもトリップ属性の方が滞留時間に及ぼす影響が強く、その中でもトリ

ップ目的が異なる事による影響が特に大きい二とを明らかにした。また、地区の商業集積の核と

なる施設の有無や地区のにぎやかさが滞留時間に大きな影響を与えている二とを定量的に示した。

5）　地区利用者の行動が改善される二とによって地区の活性化が期待される地区をとりあげ、

これらの地区においてどのような地区整備方策を実施する二とが望ましいかということについて、

本章の分析結果に基づいて検討した。

　以上、本研究では、近年における都市圏構造の変化をふまえた上で都市核の現況を明らかにし

た。そして、様々な主体の評価から都市核における整備課題を明確にするとともに、地区整備が

実施された際に生じる効果を計測するための方法を開発し、実際に適用を行った。二の結果、従

来ではそれほど明確な指針がなかつた都市核に関連する計画策定に対して、有効な情報と分析方

法を提供することができたと考えられる。

　今後は、本研究において取り扱わなかった、都市核とその周辺部や郊外部との関連を考慮し、

望ましい都市圏構造のあり方とその実現方策について、一層の研究を進めることが重要であると

考えられる。
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